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1第1章 序論
1.1 研究の背景と目的
技術基準の性能規定化と国際標準への整合化が潮流となっている。地盤構造物の分野で
も性能照査型設計法へ移行してきている。これら 1990 年代からの我が国の在り様を変えて
きたものとして以下のことがあげられる。
・1995 年 1 月 「WTO/TBT 協定」 1)
貿易における技術的な障害をなくすことを目的とした協定で，国際規格との整合性，
公正性，公開性，透明性を確保するという原則のもと，設計法が性能設計化されるこ
とになる。ただし，これ自体には国際規格を具体的に定めておらず，ディファクト・
スタンダードとして次の ISO2394 がある。
・1998 年 国際標準化機構 ISO2394（General Principles on Reliability for Structures） 2)
ISO2394 は，各種の作用（荷重）の考え方や構造物の信頼性評価に関する一般原則
を記述している。構造物とその各部は，構造物の設計供用期間を通じて，使用限界状
態と終局限界状態に対して要求される性能を有する必要がある。その信頼性は，部分
係数法あるいはより直接的な指標である安全指標や破壊確率により評価される。
本城 3)によると，これは構造物の要求性能が性能規定により示され，安全性の評価を信
頼性設計法により定量的に評価すること，その他，維持管理も含めたライフサイクルコス
トの概念や説明責任なども要求され，それまでの我が国の技術基準に含まれていない考え
を含むものである。
それに対して，わが国では WTO/TBT 協定による性能概念の導入に備え，包括設計コー
ドである，「性能設計概念に基づいた構造物設計コード作成のための原則・指針と用語 第
1 版（ code PLATFORM Ver.1.0）」 4)，「性能設計概念に基づいた基礎構造物等に関する設計
原則（地盤コード 21）」5)が整備された。これらは，個別の技術基準を作成する際の上位基
準となっており，固有設計コードがこれと調和することを求めている。図－1.1 に包括設
計コードと個別の技術基準との関係を示す。 code PLATFORM Ver.1.0，および地盤コード
21 においては，照査方法は，照査アプローチ A，照査アプローチ B の 2 種類がある。表－
1.1 に照査アプローチの定義を示す。
図－1.1 性能記述の階層性
2表－1.1 照査アプローチの定義
照査アプローチ A は完全な性能規定型の照査アプローチであり，構造物の性能照査に用
いられる方法に制限を設けないが，設計者に対して，構造物が規定された要求性能を適切
な信頼性で満足することを要求する構造物性能照査のアプローチである。
照査アプローチ B は設計コードに基づく照査であり，構造物の性能照査に，各事業主体
が指定する固有（基本）設計コードに基づいて，そこに示された手順に従い，性能照査を
行う性能照査のアプローチである。2007 年の「港湾の施設の技術上の基準」では信頼性指
標に基づく安全性照査と設計の認証が示されており，完全に上記の内容が満たされている。
その他にも各事業主体の固有設計コードが性能規定化されているが，照査アプローチ B に
とどまっている。
性能設計においては，従来の規定によらない自由な発想による解析手法，設計手法，材
料，構造等を採用できるようになっている。また，供用期間中に所要の性能を満足するた
めに，時間経過による性能の変化も照査しなければならない。建設時だけの費用ではなく，
点検・補修・補強などの維持管理の費用を含めたライフサイクルコストを最小とすること
が要求される。そのため，時間軸を取り込んだ最新の解析法など，設計者により高度な技
術が要求される場合が多くなると考えられる。
こうした高度な解析を用いた設計手法を用いる場合，モデル化して挙動を予測するため
に必要なことと，そこに含まれる不確実さを次に示す。
・初期条件，境界条件の調査・設定
構造物の周辺条件を過去の履歴も含めて完全に把握することは不可能である。した
がって不明瞭な部分がある。また，供用期間中の地下水位や気象条件などはさらに不
可能である。
・作用の推定
構造物への作用・荷重は構造物の自重ですら，材料自体の不確実さが含まれる。ま
た，大規模地震や豪雨での災害事例を見ても分かるように，事前に変動荷重や偶発荷
重の作用を定性的ではなく正確に推定するのは非常に高度な判断を必要とする，とい
うより不可能である。
・鋼，コンクリート，地盤材料の物性値の設定
基礎地盤の地層構成や地盤の剛性，強度などを限られた調査や試験から推定するの
3は難しく，地盤に比べて比較的に性質が明確と思われているコンクリートにしても，
ばらつきを持っている。現地で生産する，コンクリートダムのコンクリートやトンネ
ルの吹付けコンクリートなどは骨材，セメントの種類，混和剤などの要因が品質に影
響するため，事前に設定することは難しい。
・施工の推定
地盤構造物の安定性や耐久性は，設計のみならず施工の良否や維持管理の程度に大
きく依存する。そのため，設計に当たっては，設計の前提となる施工，施工管理の条
件を定めなければならない。設計と施工が分離されている限り，設計時点で施工を特
定することはできない。
これらを事前に設定することの不確実さと，施工終了時点で構造物の性能が設計時点で
計画した性能を発揮しているのかを確認することも必要である。通常，施工時においては，
設計時に設定する物性値や強度を直接の管理指標として施工管理を行っておらず，直接，
性能を比較できないからである。例えば，盛土の場合には，構造物の設計時には強度を用
いるが，施工管理は密度に対して行う。また，施工時においては，施工管理値を下回るこ
とを恐れて，設計時点で確保されている安全性以上，すなわち要求されている以上の品質
となっていることが考えられる。
施工中や施工された構造物のある時点の健全性を精確に把握し，その後の施工や維持管
理段階までの性能を照査するために観測施工という方法がある。設計時に多くの不確実性
を含む構造物を構築する場合に，実際の施工を行いながら，施工中の様々な挙動を観察，
計測を通じて把握して安全性を随時確認し，その結果を設計に用いる物性値や施工方法の
見直しに反映させて，その後の設計・施工の最適化を図ろうとするものである。これは，
従来の仕様規定のなかでも採用されていた。例えば，基準で設定されている適用限界を超
えた高い盛土，未固結な地盤を大断面で掘削する場合など山岳トンネル全般，大深度の土
留めなどの構造条件がある場合，また重要構造物が近接している場合などの環境条件があ
る場合などである。
観測施工法は情報化施工とあわせて，地盤工学用語辞典 6)に次のように示されている。
「観測施工とは，工事中の構造物や地盤の挙動を観測または現場計測し，必要な場合は
それを基に当初の設計を適宜修正し，施工手順の手直しなどを行いながら工事を進める手
法をいう。また，情報化施工とは，施工中の現場計測によって得られる情報を，迅速かつ
系統的に処理，分析しながら次段階の設計・施工に利用する施工管理システムのことであ
る。」
観測施工の概念のもとになっているのは Terzaghi の observational method で，その手順を
Peck7)は次のように解説している。
(a)必ずしも詳細でなくてもよいが，基本的な性質を調べるための調査
(b)最も起りそうな状態と，最も不利な状態の把握（よくあるのは地質の相違）
(c)最も起りそうな状態での設計
(d)施工中の計測と，施工計画に基づく予測値の計算の比較
(e)最も不利な状態における計算値と得られたデータに矛盾がないこと
4(f)施工計画に基づいた予測と違いがある場合には設計の修正
(g)計測と現実の状態の評価
(h)現実の状態に適するように設計の修正
良くこの方法について観測施工法といわれるが，実際には設計方法であることが分かる。
(a)から (c)までが事前の設計段階， (d)から (h)までは施工段階に行う設計である。また，太
田 8)は，年代を考慮すると，Terzaghi が計測，設計と言っているのは，高精度な計測器や
コンピュータを用いるような複雑な解析ではないので，地盤や構造材料の様子を注意深く
観察してどういう状態にあるのかを想像することを示していると推定している。そのため，
近年の計測器による計測とコンピュータを用いて分析・評価する方法を情報化施工と言っ
て区別していた。しかし，本論文においては，近年の諸外国の調査 9)を行った結果におい
ては observational method としていること，また，情報化施工というと，最近では測量，制
御，通信，センサなどの情報の統合利用した建設機械の自動化技術などで使われることが
多いため，ここでは観測施工ということとする。
本研究では，観測施工が地盤構造物の健全性評価に有力な手法であると考え，3 種類の
地盤構造物に適用する場合について考察する。第 2 章では山岳トンネルにおける計測管理，
第 3 章では重力式ダムのマスコン温度管理，第 4 章ではロックフィルダムの動態解析につ
いて議論し，性能設計の枠組みにおける照査アプローチ A による場合の照査方法としても
有用であることを示す。
51.2 本論文の構成
本論文は，5 章で構成されている。各章の内容は以下のとおりである。
第 1 章では，本研究の背景と目的および構成について示している。
第 2 章では，山岳工法によるトンネル（ここではトンネルと称する）の計測管理および
トンネルの挙動予測法について示す。トンネルには NATM 工法が定着しているが，トンネ
ルは線状構造物であり，事前の調査を多数実施しても山岳地の地質構造が複雑で構成岩石
も変化に富んでいるため，地質を把握しきれない。そのため，事前の調査や設計に多大な
労力をかけるよりも，施工中のトンネルの地質を観察し，計測を実施しながら設計を変更
していくという方法になっている。計測管理に基づく評価手法を検討している。異常があ
る場合には，何らかの対策工を実施する場合があるが，多くの場合，その選定は技術者の
経験に委ねられている傾向があり，他者への説明責任を果たしていない。これに対し，観
察を中心とした計測管理と対策工選定手法を適用する研究について示す。また，実際のト
ンネルに対して異方性損傷パラメータを用いた数値シミュレーションによる動態解析を実
施した結果を示す。さらに，トンネル挙動予測法として模型実験と異方性損傷パラメータ
による解析手法の有効性を示し，パラメータ設定のための原位置試験機の開発を示す。
第 3 章では，重力式ダムを対象として，マスコンの温度管理について示す。重力式ダム
に用いられる貧配合コンクリートは，特に弱材齢において強度が小さく，引張応力が生じ
るとひび割れを生じて機能上で大きな問題となるため，厳重な温度管理のもとに施工され
る。打設されるコンクリートは，現地で製造されたコンクリートを 1 層あたり 75cm で順
次打設していくが，連続して打設するとセメントの水和反応による発熱により温度規制値
を超える。その結果，ひび割れを生じ，漏水とコンクリートの劣化に繋がる。一方，打設
間隔を大きくとると工期が長くなり，コストが増大する。そのため，性能を確保しつつ，
打設間隔を短くすることが要求される。ここでは，非定常の熱伝導解析に逆解析による動
態解析を適用し，その結果を用いてその後の温度分布を予測する手法を示す。マスコンの
場合に逆解析の対象とするのはコンクリートの初期温度（練上がり温度），発熱特性（断熱
温度上昇，比熱）および境界（熱伝達境界，熱伝導境界）などすべての入力値となり，こ
れらは材料特性，打設や養生方法などの施工条件，日射，気温，および風速などの気象条
件によって変動する。
第 4 章では，大型土構造物である，ロックフィルダムへ数値シミュレーションによる動
態解析を適用した場合について示す。大型のロックフィルダムは施工に長い期間を必要と
し，現地で作成した土質材料で構築される。事前の試験や品質管理のための施工中の試験，
あるいは施工中の埋設計器による計測データを分析し，施工のプロセスを詳細に，かつ忠
実に再現し，その後の挙動を予測することを試みた。
動態解析においては，施工中のシミュレーション結果と施工中に観測された実測値が整
6合しているかどうかが妥当性の指標となる。施工中の一局面だけでなく，全プロセスにわ
たって再現できた場合には，初期条件や境界条件，施工に伴って変化する荷重条件や物性
値の評価が妥当であるということになる。再現できたということは予測もできることにな
り，ここでは，初期湛水時の水理破砕に対する安全性を予測している。予測する条件を変
化させることもできるのでトライアルが可能になる。本研究では，コアの幅（厚さ）を変
えた場合，コアの形状を傾斜コアとした場合，フィルターの剛性を変化させた場合の比較
を行うことができることを示す。
第 5 章では，以上の研究成果を取りまとめ，地盤構造物の設計，施工に動態解析を取り
入れた観測施工を用いた場合の性能評価と今後の課題を示す。
付録では，土構造物の耐震性の診断について示す。近年の土構造物の地震時挙動分析に
における健全性確認事例に関する研究を示す。
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7第2章 トンネルの計測管理手法と挙動予測法に関する研究
2.1 概説
第 2 章では，山岳工法によるトンネル（ここではトンネルと称する）の計測管理および
トンネル挙動予測法について示す。
トンネルには NATM が定着しており，設計手順 1)は次のようになっている。
トンネルは線状構造物であり，事前の調査を多数実施しても山岳地の地質構造が複雑で
構成岩石も変化に富んでいるため，地質を把握しきれない。そのため，当初設計では，設
計計算による断面力の算定などを行うことは少なく，標準設計を用いることで必要以上に
詳細な設計は行わず，施工中の切羽観察や計測工のデータを用いて，当初設計をより地山
条件に適合させることで修正設計がなされる。
つまり，トンネルにおける設計は施工中に変更されることが前提条件になっている。こ
れは NATM の考え方そのものである。それは，要約すると次のようになる。
(a) トンネルの周辺地山に支持リングが形成されるように意図して設計・施工を行う
(b) 変形を考慮して支保構造の最適化を行う
地山の持つ強度を積極的に利用し，支保構造物を最も合理的なものにしようとすること
で，これを実現するために地山の挙動を監視するための計測や力学的な検討が必要となる。
NATM における支保構造は吹付コンクリートとロックボルトを主体としているが，その
機能として，吹付コンクリートは地山と密着して地山の緩みを最小限に抑え，地山の持つ
強度を維持するのに有効であり，リングとして閉合して安定性のある部材として機能する。
ロックボルトは地山の持つ潜在的な欠陥を補強し，地山の応力を三次元的な拘束状態にお
いて掘削面付近の地山の耐荷能力の低下を抑えるものである。これらの効果は地山の変形
と密接に係るため，計測によって確認し，場合によっては必要な処置をとることが大切に
なってくるため，NATM にとっては計測が重要な要素を構成する。
図－2.1 覆工反力と壁面変位の関係
工事中においては支保部材の変状を生じたりして設計変更を余儀なくされる場合も少な
くない。異常がある場合には，何らかの対策工を実施する場合があるが，多くの場合，そ
の選定は技術者の経験に委ねられている傾向がある。そこで，トンネルの計測管理手法 2)
と，対策工の選定を支援する方法について，統計的な方法，ファジイ推論を用いた方法 3)
8などについて述べる。
トンネルの計測管理に解析的な手法を用いる場合もあり，計測データのうち，変位計測
の結果を逆解析 4)して物性値などを評価し，その後の予測に用いるものである。山岳工法
によるトンネルは，もともと強固な岩盤中に構築されるものであったが，近年の大断面化
や偏平率の増大に伴い，相対的に強度の小さい岩盤中に構築されるようになってきた。ま
た，都市トンネルなどでは未固結の地盤中に構築されるようになってきた。それに伴い，
不連続面があるような地盤や，砂あるいは礫などの粒状体の挙動はせん断面の挙動が卓越
するため，従来用いられてきた連続体解析では挙動をうまく評価できないとされていた。
そのため，連続体モデルを用いた方法や不連続体モデルを用いた方法の両方向から検討さ
れている。
本章では，実際のトンネルに対して現場計測の結果を解析的に評価する場合に異方性を
表現できる異方性損傷パラメータを用いた数値シミュレーションによる動態解析を実施し
た結果を示し，連続体モデルでも十分評価できることを示す。
また，設計時点の解析モデルとしても用いることを想定して，力学的な根拠づけや，物
性値を事前に得るための試験方法を検討した。そのために実施した室内試験と模型実験お
よびその解析検討，さらにトンネルの現場物性値を得るための原位置試験機の開発を示す。
92.2 トンネルの計測管理手法
2.2.1 トンネルの計測管理手法概要
トンネルの計測管理の目的は施工中の周辺地山や支保部材の挙動を把握し，事前設計と
実状との相違を調べ，工事の安全性と経済性を確保することにある。このときの実施項目
を整理すると下記のようになる。
①安全性に関する項目
a）周辺地山の挙動の把握
b）支保部材の効果の確認
c）トンネルの構造物としての安定性の確認
d）周辺構造物等への影響の把捏
②経済性に関する項目
a）工事の経済性の確保
b）将来の同種工事のための資料の蓄積
これに対して現場では，その現場の特性を十分考慮した必要最小限の計測項目に絞り，
そのデータをもとに計測管理をしていくことが必要となる。
こうした背景を受けて開発してきたトンネルの計測管理の手順について説明する。
2.2.2 計測管理の流れ
計測管理は，図－2.2 の流れに従う｡過去の同種工事のデータから設計及び施工上重要で
あると想定される計測項目 (管理項目と記録項目 )に対して，計測管理表 (表－2.1)や切羽観
察記録表 (表－2.2)を作成する｡そして，これらに基づいて掘削後直ちに掘削面の地質を観
察･記録し，地山性状を把握する｡次に，事前設計･既存の観察記録･トンネル挙動に関する
データに基づいて支保パターンを選定し施工する｡施工の進捗に伴って計測や変状観察を
実施し，適時，トンネル構造物の安定性を検討する｡たとえば，計測管理表中の管理項目の
うち，いずれかの項目が異常レベルに遷した場合，何が原因であるかを検討する必要が生
じてくる｡この時，単一の項目 (要因 )が卓越するよりは，複数の項目が絡み合ってある現象
につながるのが普通である｡また，異常を確認するのは，通常施工がかなり進行した後であ
り，この時点では地質や施工中の状況が曖昧になりがちである｡このため，後で活用できる
ように施工中のデータを簡単に記入できる必要最小限の項目に指標化して残しておく必要
がある｡また，こうしたデータを補足する意味で掘削直後の切羽のスケッチや写真を取って
おくことも大切なことである。
管理項目から異常があると判断もしくは予想される場合，記録項目等を参考にしながら
異常の主因や効果的な対策工を検討し，実施することになる。トンネルの安定性は，管理
項目や記録項目からも十分検討できるが，解析を用いた検討としては逆解析の手法が利用
できる。また，対策工を検討するに際しては，逆解析の結果を用いてその後の予測を行う
検討も可能となる。
現場においては計測管理計画の段階で，ある程度の現象に対してデータベースを利用し
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て過去の実績等より事前に対策工を立案しておき，異常に対しては極力早期に対応できる
ようにしておくことが大切である。そして，ある程度施工が進んだ段階では，それまで集
められた計測・観察の結果からトンネル挙動に関する要因分析を行い，トンネルの挙動（変
位・変状）を予測することも，その後の支保パターンの選定や管理基準の設定に対して非
常に有効的である。
図－2.2 計測管理の流れ
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表－2.1 計測管理表の一例
（支保パターン ；      ）（ 計測断面 ；                  ）
                          （ 観察位置； ＳＴＡ      ＋    ）
管 理
項目
注意レベル     レベル１
    （安定状態）
     レベル ２
      （注意状態）
       レベル ３
      （異常状態）
    レベル ４
     （限界状態）管理基準値
地
山
Ａ 切羽の状態      自立している 肌落ちがある
やや不安定
局部的に自然にまたは
手で容易に崩れる
全体的に自然に崩れ
あるいは流出する
Ｂ 素掘面の状態 自立している 肌落ちがある
やや不安定
小崩落がある(<9m３)
  手で容易に崩れる
大崩落がある(>9m３)
自然に崩れ，流出
Ｃ 湧   水 なし にじみ水．滴水程度 常時しみ出し 流 出．噴 出
Ｃ’水による劣下 なし 部分的に軟弱化
  割れ目が開き緩む
部分的に崩壊．流出
  全体的に軟弱化
大崩壊
流 出
計
測
Ｄ 内空変位量 (mm)
Ｄ’内空変位速度(mm/d)
D<12.5
D<12.5
   (D=       )
12.5<D<33.4
12.5<D<33.4
       (D=       )
12.5<D<33.4
33.4<D<88.4
       (D=       )
88.4<D
88.4<D
       (D=       )
Ｅ 天 端 沈 下 量  
(mm)
E<12.5
   (E=       )
12.5<E<33.4
       (E=       )
33.4<E<88.4
       (E=       )
88.4<E
       (E=       )
Ｆ 地中変位区間歪  (%) F<0.23
   (F=       )
0.23<F<0.62
       (F=       )
0.62<F<1.62
       (F=       )
1.62<F
       (F=       )
Ｇ 鋼支保工軸力  (ton)
Ｇ’鋼支保工軸歪  (%)
G<52
G<0.08
   (G=       )
52<G<93
0.08<G<0.15
       (G=       )
93<G<129
0.15<G<22.5
       (G=       )
129<G
22.5<G
       (G=       )
Ｈ ﾛｯｸﾎﾞﾙﾄ軸力(ton)
Ｈ’ ﾛｯｸﾎﾞﾙﾄ軸歪(%)
I<60
   (I=       )
60<I<120
       (I=       )
120<I<180
       (I=       )
180<I
       (I=       )
Ｉ 吹付ｺﾝｸ応力(kg/cm2) I<60
   (I=       )
60<I<120
       (I=       )
120<I<180
       (I=       )
180<I
       (I=       )
変
状
Ｐ 泥  寧  化     なし 少しあり あり 著しい
Ｑ 鋼支保工 変状なし 吹付コンクリートと少
し分離
吹付コンクリートと大
きく分離．変形底盤プ
レートの湾曲フランジ
の局部座屈
大きく座屈
Ｌ ロックボルト 変状なし 頭部を叩くと高音がす
る
プレートの小変形
プレートの大変形 プレートの押抜きせん
断，ねじ部破断
Ｍ 吹付コンクリート 変状なし 軽微なクラック 顕著なクラック
RBによる押抜せん断
分離．剥離
崩 落
大規模な剥脱
備 考
（地 質                                         ）
（上半    掘削       年    月    日 ）
（下半    掘削       年    月    日 ）
（インバート 掘削       年    月    日 ）
対策工の実施有無
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表－2.2 トンネル切羽観察記録表の一例
2.2.3 観察を中心とした管理手法
過去の同種工事のデータを参考にし，トンネルの施工中に得られるデータの中で計測管
理に必要な項目を地質・支保・計測・施工の中から選定し，記録項目と管理項目の二つに
分けて整理する。
①記録項目…変状や異常の原因追求や対策の検討の資料となる項目（例）施工・支保
に関する記録，切羽観察記録，切羽の写真，変状のスケッチ等
②管理項目…トンネルの安定性や安全性を把捉できる項目（例）計測管理表，計測結
果等
記録項目に関しては，既存の切羽観察（表－2.2）等によるため，ここでは管理項目を整
理した計測管理表について説明する。本表は，計測や観察を通じて注意しておくべき項目
が示してあり，最低限これだけの項目を管理しておけばトンネルの安定性がチェックでき
るというものである。表－2.1 は二車線道路用 S トンネルの第三紀層砂質泥岩区間におい
て採用した計測管理表の例である。表－2.3，表－2.4 のように各管理項目にはそれぞれ構
造物の許容・降伏・破壊の 3 つの状態を考えた場合の管理基準値を境にして 4 つのランク
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にレベル分けしてあり，各注意レベルに対する概略の対応を示してある。
計測管理を実施し，トンネルの安定性に異常があると判断された場合には，まず何に起
因する異常であるかを見極める必要がある。そして，対策工はその主因に対するものでな
ければならない。しかし，実際は原因が複雑で不明瞭であることが多いため，原因が曖昧
のままで対応を余儀なくされることも多い。また，異常に達してから対策を考えているの
では施工的にかなり遅れることにもなる。このような状況を考え，表－2.5，表－2.6 には，
採用すべき対策工の目安と，異体的な対策工を示してある。これらは過去同様の注意レベ
ルに遷した時に，現場で採用もしくは計画された項目である。
表－2.3 計測管理値と支保部材の状態
計測管理値 支保部材の状態
注意レベルⅠ（安定状態）
トンネルの挙動に追従しても，支保部材としての安全性に問題がないレベル。
管理値 1
許容ひずみ 注意レベルⅡ（注意状態）
トンネルの挙動に追従しても，支保部材の耐力の増加が期待でき，構造物として安全性に問題
がないものの，耐力の限界に近づきつつあり，注意が必要なレベル。管理値 2
降伏ひずみ 注意レベルⅢ（異常状態）
トンネルの挙動に追従すると，破壊状態ではないが，支保部材の耐力の増加が期待できず，設
計で想定された支保能力が期待できないため，なんらかの補強が必要となるレベル。管理値 3
破壊ひずみ 注意レベルⅣ（限界状態）
支保部材は破壊状態にあり，支保機能が発揮できない状態にあるため，至急補強すると共に，
ここに至ることとなった施工法と設計全体にわたって見直しをする必要があるレベル。
表－2.4 注意レベルの概略の対応
注意レベル 状態 対応策
レベルⅠ 安定 通常の計測や観測を続ける。
レベルⅡ 注意
計測や観察の結果や現場の状況を総合的に判断して変状等の異常は何が主因となって
いるかを検討する。この間，計測・観察の頻度や精度を増し，地山の安定状態の確認に
努める。必要に応じて，対策工の資材の準備をする。
レベルⅢ 異常
異常の原因追求に努め，主因に対する対策工を実施する。この場合，施工的に簡単な変
更ですむ対策工を採用する。
レベルⅣ 限界
工法全体の見直し，支保部材の追加や補助工法等の併用も含めて，比較的大規模な変更
が必要となる。この場合，現場の状況や設備を十分に勘案し，適切な対策工の採用が望
まれる。
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表－2.5 対策工の目安
現  象 管理項目 分 類 注意レベル 3 注意レベル 4
切羽が不安定 A EX
SR
SC
RB
SO
1，4，6
5
1，4
5，6，7
1，11
2，5
5
天端等が不安定 B EX
SR
SC
RB
SO
1，4，6
1，5
1，3，5， 10
1，6，7， 11
1，11
2，5
5
湧水及び水による劣化 C EX
SR
SC
RB
SO
1
1，2，11
1，11，12， 13， 14
2，3，7
2，5
4，5， 6
地山の支持力不足 C，D
E，F
G，H
Ⅰ
E X
SR
SC
RB
SO
3
1，2，3， 4
1，3，7，8，10，12
1，2，4， 9
6，7，8
5
9
5，10
緩みの発達が著しい，又は，
変位挙動が大きいか収束し
ない
D，E
F，
（H）
EX
SR
SC
RB
SO
3
1，2，4
3，5，6， 10，12
2，3，4， 9
6，7，8， 9， 11
5
9
5，10
鋼支保工の変状 G，K EX
SR
SC
RB
SO
3
1，3，4
3，5，6， 7， 8， 10
2，3，4， 9
6，7，9
5
9
5，10
ロックボルトの変状 H，L EX
SR
SC
RB
SO
3
1
3
2，3，4， 8， 9， 10
6，7，9
5
9
5
吹付けコンクリートの変状 Ⅰ，M EX
SR
SC
RB
SO
3
1，3，4
3，5，6， 7， 8， 10
2，3，4， 8， 9
6，7，9
5
9
5
注）本表に対策を具体的に示してあるが，これらは単なる目安であり，実際の適用にあたって
は，個別の事象や状況を十分に検討し，決定する必要がある。
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表－2.6 対策工（記号）の説明
記号 対策工
EXl
EX2
EX3
EX4
EX5
EX6
リングカットにする（核を残す）
部分掘削する（加背割りを小さくし，自立出来る範囲で掘削と吹付けコンクリートを繰
り返し，所定の断面を仕上げる）
ベンチ長を短くする（リング開合距離を短くする）
施工ピッチを短くする（一掘進長を短くする）
掘削工法を変更する（サイロット工法等）
薬量を抑え，極力，プレイカー等で捉削する
SRl
SR2
SR3
SR4
SR5
鋼支保工の使用，もしくは，ランクを上げる
鋼支保工の建て込み時に予想変形分だけ上げ越し，拡げ越す
鋼支保工の底板の下にシートパイル等を設置し，支持面積を増やす
鋼支保工に脚部止め工を施工する
ルーフボルトを施工する場合，H 鋼支保工のウェブにルーフボルト用の孔を開ける
SCl
SC2
SC3
SC4
SC5
SC6
SC7
SC8
SC9
SC10
SC11
SC12
掘削後，早期に吹付ける
急結剤の添加量を増す
吹付けコンクリートによって，トンネル縦断方向の連続性を増す
鏡を吹付ける
吹付け厚さを増す
増し吹付けを施工する（剥離郡は，ハツリ落とす）
板固め吹付けを施工する
脚部の吹付厚を厚くし，支持面積を大きくする
上半盤に吹付けコンクリートによって仮インバートを施工する
吹付コンクリート施工前に，補強金網を施工し，ラップを十分にとる
目の細かい金網を施工し，地山と吹付けコンクリートの付着を良くする
吹付けコンクリートによってインバートを施工し，早期リング開合する
RBl
RB2
RB3
RB4
RB5
RB6
RB7
RB8
RB9
RB10
RB11
RB12
RB13
RB14
早期に施工する
ロックボルトの本数を増す
ロックボルトの長さを長くする
増しボルトを施工する
鏡ボルトを施工する
斜めボルトを施工する
ルーフボルトを施工する（必要に応じて注入タイプを用いる）
ベアリングプレートを大きくする
ベアリングプレートを鋼支保工にかける
ベアリングプレートを二枚使用する（厚くする）
定着用モルタルに急結剤を使用する
定着剤を樹脂系（ウレタン等）に変更する
注入タイプのロックボルトを用いる
挿入タイプの定着剤を使用する
SOl
SO2
SO3
SO4
SO5
SO6
SO7
SO8
SO9
SO10
SO11
SO12
縫地工法（ミニパイプ，先行鋼矢板等）を採用する
集水工（水抜きボーリング，ウエルポイント等）を採用する
排水工（RB 孔周辺の水抜き孔，掘削面の排水ドレイン，路盤の排水等）を採用する
止水（注入）工法を採用する
地盤改良工法を採用する
インバート（もしくは底盤コンクリート）によって早期リング開合する
支持地盤の劣化（泥寧化も含む）を防止する（吹付けコンクリートでシールしたり，排
水を良くする）
変形余裕量を設ける
支保規模のランク上げる
縫返す
鏡止め
垂直縫地工
（凡例）EX：掘削，SR：鋼支保工，SC：吹付けコンクリート，RB：ロックボルト，SO：補助
工法及びその他
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2.2.4 解析的な手法
計測結果を評価する場合，基本的には，手軽で数少ない計測データから現場の状況を有
効的に評価する必要がある。さらに，トンネル構造物（地山と支保部材）の安定を知るだ
けでなく，次の施工の影響も含めて，ある程度，将来予想できることが望まれる。このと
き活用できる解析システムとしては，有限要素法（平面骨組解析法も含む）と逆解析法等
がある。
ここで言う逆解析法 4)とは，有限要素法に非線形計画法を応用したものである。これを
活用することにより，日常管理である内空変位や天端沈下の計測結果から，表－2.7，図－
2.3 のように地山の挙動や支保部材の発生応力を推定し，さらに，地山の物性値や初期応
力等をシミュレーションして，予定している対策工等が設計的に適切なものであるかどう
かを検討することができる。本手法は，トンネルの計測結果の評価手法としてはかなり有
効的な手法であり，今後の活用が期待されている。しかし，理論的には十分確立されたも
のであっても，実用という意味では完全でない部分も残っている。それは使う側の技術に
より結果の解釈が変わる可能性があるためで，今後の研究成果が待たれている。
表－2.7 入出力値
入
力
値
物
性
値
地山 ν＝ 0.3
σ v0＝ 8.2kg／ cm2
τ xv＝0.0kg／ cm2
吹付けコンクリート E＝ 8,000kg／ cm2
t＝ 15cm
ロックボルト E＝ 1,000,000kg／ cm2
A＝ 5.07cm2
計
測
値
天端沈下 6.35cm
内空変位 4.45cm
出
力
値
解
析
値
地山 E＝ 800kg／ cm2
側圧係数 K＝ 1.02
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図－2.3 逆解析結果と実測値との比較“○”は実測値
2.2.5 統計的な手法
現場施工に先立って，同じような地質や施工条件でのデータをデータベースの中から検
索し，過去の施工上の問題点や実績について整理する。また，こうしたデータに基づいて
予想される施工上の問題点について事前に検討し，施工計画を立案する。次に，施工中の
データに関しては，施工の進捗に合わせて順次整理して行き，全国平均や他現場のデータ
と比較したりしながら現場の健全度についてチェックする。こうした手法は施工中のあら
ゆる問題に適用できることになるが，例えば，計測管理に適用する場合を考えると次のよ
うになる。
施工中に遭遇する一つの異常現象（例えば支保部材の変状等）の要因を調べるときには，
地山・支保・施工に関する諸条件の中から因子を選定する必要が生じてくるが，それぞれ
の要因はお互いに複雑に絡み合っているために実際の検討は更に難しくなっている。
本手法では，こうした分析に対して下記のような統計手法が活用できる。
(a) 基本統計分析検定，回帰分析，時経列分析等
(b) 多変量解析因子分析，垂回帰分析，判別分析等
(c) 数量化分析数量化分析Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ類等
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データベースと連動させることにより，ある程度施工が進捗し，データが集積されてく
ると岩判定（切羽観察から岩盤区分をする）の段階でのトンネル挙動や変状の予測，支保
パターンの選定等にも役立つ資料が提供できる（表－2.9）。また，他現場でのデータとの
比較により，有効的な対策の想定ができることになり，事前準備をするなどして早期の対
応が可能となる。計測管理用のデータベースの活用例として，あるトンネル現場の内空変
位の最終値と増し吹付けと増しボルトの実施頻度を示すと図－2.4 のようになった｡デー
タ数が少ないため十分な検討はしにくいが，本現場では，内空変位が 40mm を越える付近
からこれらの対策工を実施しており，変位の小さい範囲では増し吹付けが主体で，大きく
なると増しボルト主体で対応している様子が良く分る｡特に内空変位が 80mm を越える全
区間に対して増しボルトが施工されている｡
図－2.4 内空変位量と対策工の関係
このようにトンネルの施工管理において，統計的手法は有効である。しかし，最終的な
決定は，技術者個人の有する経験に則した直感力という複雑な感触に頼ることになり，こ
うした分析結果は，判断材料の一つに過ぎないことに注意する必要がある。
2.2.6 実施工への適用
二車線道路用 S トンネルでの適用例について説明する｡
S トンネルの地質は，第三紀の砂質泥岩と凝灰角傑岩から成り，トンネルのほぼ中央を
二分している (図－2.5)。このうち砂質泥岩区間における管理項目と記録項目を表－2.1，
表－2.2 のように設定した｡また，トンネル延長でのデータの変化が分かり易いように，施
工の進捗に従って表－2.8 のように計測結果を整理した｡
STA649+30 付近までの地山は安定した砂質泥岩であったが，その後，厚さ 50mm 程度の
粘土を挟んだ断層破砕帯や割れ目に粘土フィルムを挟む等の地質の変化が生じた｡しかし
切羽は比較的安定していたため支保バターンを変更することなく施工を続けたが，掘削後
19
一週間もしないうちに，①上半脚部付近のロックボルトの座金が大きく変形または押し抜
かれる｡②吹付けコンクリートのロックボルトによる押抜きせん断破壊｡等の注意レベルⅣ
に達する区間が生じてきた｡このため急きょ対応策を検討し (表－2.5，2.6)，脚部の地耐力
不足を補い，支保の補強を行うために①鋼支保工の脚部止め工，②上半脚部の根固め吹付
けコンクリート，③増し吹付け及び増しボルトを実施した｡また，上半切羽付近では，内空
変位や天端沈下の変位量はレベルⅡ程度であるにもかかわらず，吹付けコンクリートや鋼
支保工の変状はレベルⅢを示していた｡このため，変状の補強を行うとともにインバートコ
ンクリートによる早期のリング閉合をおこなった｡本トンネルでは泥岩部を対象に要因分
析を行った。一例として，表－2.8 のように計測された内空変位量を外的基準とし，切羽
観察や変状等を説明変数として数量化理論第Ⅰ類で分析した。結果を表－2.9，図－2.6 に
示す｡解析結果 (表－2.9)を見ると砂質泥岩層においては，単相関係数 (0.88)の高さからみて，
変状の生じているところでは内空変位量の進行も大きくなっている様子が分る｡また，｢内
空変位｣は，｢土被り｣ ｢割れ目間隔｣ ｢割れ目状態｣との相関が高い｡これに対して現場では，
土被りが 80m を超えた付近から｢割れ目の開口部に油日が見られる｣とか｢割れ目間隔が
200～50mm｣という記録が多くなり，図－2.7 に示したように内空変位の進行も大きくなっ
てきた｡このことによって，それまで安定した塊状の砂質泥岩が，土被り 80m を超えた付
近から粘土フィルムをかむ割れ目を有するようになり，内空変位の進行が著しくなった｡
そしてこの結果として支保部材に変状が生じるようになってきたものと結論付けられた｡
図－2.5 地質縦断図
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表－2.8 計測結果一覧表
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表-2.9 内空変位量と各アイテムの回帰係数と相関係数
    カテゴリー
アイテム
1 2 3 4 レンジ
単相関
係数
偏相関
係数
F分布
検定値
K.圧縮強度 -0.29 0.33 0.62 0.313 0.023 0.349
L.風化変質 1.92 -12.50 14.42 -0.301 0.279 0.349
M.割れ目間隔 -6.89 -4.25 20.54 27.43 0.693 0.616 0.426
N.割れ目形態 l.12 -2.02 3.14 -0.033 0.134 0.349
0.割れ目状態 -8.13 -4.76 26.54 34.67 0.655 0.610 0.426
P.湧水 -0.67 -2.05 41.86 43.91 -0.084 0.279 0.426
R.支保バターン 5.50 -7.02 -29.14 34.65 -0.490 0.279 0.426
S.土被り -25.05 -32.82 4.78 39.34 72.16 0.912 0.656 0.475
Z.変状の有無 -6.07 4.86 10.93 0.879 0.192 0.349
定数項10.27   重相関係数0.974
※F分布検定値は，5%の有意水準を示す｡
図－2.6 解析結果と実測値
図－2.7 土被りと変位量の関係
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2.2.7 まとめ
観察を中心としたトンネルの計測管理手法が日常の計測管理や変状を生じたときの対策
工選定に有用であることを示した。ここで述べた方法は統計的な手法や逆解析による解析
的な手法によるものであり，解析的な手法による場合には将来予測も可能であり，施工法
などの検討まで拡張できる。
今後の課題としては，統計的な手法の場合は，精度を高めていくために，トンネルの計
測･設計･施工に関するデータの蓄積が，重要になってくる。
解析的な手法の場合は，トンネルの解析に付きまとう問題であるが，境界条件や初期応
力状態が明確でなく，施工の良否なども含めて，逆解析で求める初期応力や等価弾性係数
に反映されてしまう。そのため，予測や将来の設計に用いる場合には何らかの解釈が必要
になり，今後の研究が必要だと考えられる。しかし，将来の精度よりも，今日，明日の施
工を決めるために実施する場合には，何らかの答えが必要であり，トンネルでは逆解析手
法は有用な手法である。
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2.3 トンネルの対策工選定支援のためのデータベースとファジィ理論
2.3.1 概要
施工中のトンネル構造物に変状が認められる場合に実施すべき対策工の選定は，その最
終的な意志決定が現場技術者個人の経験に委ねられているという傾向が強い。これに対し
て，過去の経験豊富な技術者が自らの施工現場で実施してきた変状対策等の経験を他の技
術者が自らの知識ベースの中に取り込み，未知なる経験の中での対応の信頼性を向上させ
ることを目的にした｢トンネルの対策工選定支援システム 4)｣について述べる。ここでは，
本支援システムの中から，データベース化された過去の施工実績を基にしたファジィ推論
をトンネル施工時の変状対策を選定に活用した場合の適用性について検討するものである。
対策工選定支援システムを図－2.8 に示す。
図－2.8 対策工適定エキスパートシステムの全体構成
変状や異常現象に遭遇した場合，施工中に集められるデータを基にして，まず何に起因
する異常であるかを見極め，その主因に対する対策工を実施する必要がある｡しかし，実際
には，原因が唆味のままで対応を余儀なくされることも多く，また，たとえ原因が明確に
なっても有効的な対策工の判断ができなかったりすることも多い｡このため，構築する対策
工選定支援システムは，現場技術者の推論過程に存在するさまざまな暖昧さを評価できる
手法が必要となる｡ここでいう曖昧さとは，次のように分類される｡
1) 切羽観察記録等を記入するときの唆昧さ
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2) 変状等の注意レベルを設定するときの曖昧さ
3) 対策工を採用するときの曖昧さ
4) 対策工の効果を評価するときの曖昧さ
これに対して，ここで述べる手法は，経験豊富な技術者が実施してきた施工現場での実
績をデータベース化して，そのデータを整理分析し，さらに，対策効果が向上するように
検討を加えて，経験していない技術者が施工中に遭遇する変状等の異常現象に対して適切
な対策工の選定ができるようにすることを目的としている｡
2.3.2 ファジィ推論
トンネル施工中に自立性の乏しい切羽に遭遇した現場のデータを基にして，技術者の対
策工選定時の推論過程について説明する｡データ分析に用いたトンネルは，掘削断面が 80
～ 90 m2 程度で，領家帯の圧砕岩，三波川帯の緑色岩および秩父帯の堆積岩区間を NATM
によって施工されおり，途中で切羽の自立性が著しく低下した断層破砕帯に遭遇し，さま
ざまな切羽保持のための対策工の採用を余儀なくされている｡
(1) 前件部のメンバーシップ関数
前件部のメンバーシップ関数に関して，ここでは，現場の計測管理として記入されてい
る地山観察記録と計測管理表のデータから無作為に 38 断面のデータを抽出して，数量化理
論第Ⅱ類を用いて分析した｡このとき，現場での適用を考えて，説明変数と外的基準を次の
ように設定した｡
1) 説明変数：
  ｢圧縮強度，風化･変質，割れ目の間隔，割れ目の状態，割れ目の形態，湧水｣
2) 外的基準
  ｢切羽の状態の注意レベル｣
分析結果として，回帰係数と相関係数を表－2.10 に，サンプル値 (第一固有ベクトルス
コア )に対する回帰結果の分布を図－2.9 に示す｡前件部のメンバーシップ関数としては，
本分折結果から各サンプル値に対する切羽の状態の注意レベルの発生割合を本トンネルに
おける帰属度として定義すると，図－2.10 のように表される｡
表 － 2. 1 0 回 帰 係 数 と 相 関 係 数
カテゴリー
アイテム
1 2 3 4
単相関
係数
偏相関
係数
C.圧縮強度 -3.127 -0.830 -0.101 0.453 0.430 0.730*
D.風化･変質 0.084 -0.253 0.298 0.539 0.350
E.割れ目の間隔 -0.744 0.204 0.160 0.381 0.628*
F.割れ目の状態 -0.033 -0.249 0.180 0.462 0.238
G.割れ目の形態 0.763 -0.789 0.062 -0.552 0.026 0.723*
H.湧水 -0.335 0.991 0.733 0.476 0.788*
注)*は，偏相関係数がF分布による検定で5%有意であるアイテムを表す｡
25
図－2.9 切羽観察記録と切羽の状態に関する分析結果
図－2.10 前件部(切羽の状態)のメンバーシップ関数
(2) 後件部のメンバーシップ関数
後件部のメンバーシップ関数として，現場での各対策工の実施度合いと帰属度を図－
2.11 のように定義する｡ そして，本現場で切羽の安定性確保のために採用したもしくは採
用が検討された｢鏡吹付けコンクリート，鏡ボルト，リングカットおよび機械掘削｣の対策
工に対して，この定義に従って実施度合いを 4 段階に分けて評価した｡次に，説明変数を切
羽の状態の注意レベルとし，外的基準を各対策工の実施度合いとして前件部と同様に数量
化理論第Ⅱ類を活用して分析した｡分析結果として，サンプル値に対する各対策工の実施度
合いのサンプル値の分布を図－2.12 に示す｡この結果から，本現場における切羽の状態に
対する対策工採用状況が分かる｡例えば，切羽の状態に対する対策工としての鏡吹付けコン
クリートは， ｢①実施しない｣と，｢⑥実施する｣という判断に関しては，切羽の状態を見た
だけでかなり明確に分かれている｡それに対して， ｢②実施しない方がよい｣という判断は
｢①実施しない｣という判断と大きく重なっており，両者の判断の違いに関してはかなり曖
昧さのあることが分かる｡ ｢③実施した方がよい｣という判断に関しては，さらに曖昧さが
大きくなり，切羽の状態からはほとんど判断していない様子が良く分かる｡これは，例えば，
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断層破砕帯区間で良く経験されることであるが，切羽の状態が連続しておらず自立性の悪
い区間と良い区間が交互に出現するような場合に，目視できる切羽の状態が良くても次掘
削時のために鏡吹付けコンクリートは実施しておいた方がよいと判断しているためであろ
うと考えられる｡このように曖味さが残る対策工選定に関する判断に関してはサンプル値
に対する壊準偏差等で評価しておき，実際の推論に対しては，各注意レベルに対する対策
工の実施度合いの頻度が最も多い評価をその注意レベルに対する評価として定義すると，
推論の基本的なルールとして表－2.11 のような結果が導かれる｡
図－2.11 後件部のメンバーシップ関数
図－2.12 切羽の状態に対する各対策工の実施度合い
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表－2.11 推論の基本ルール
注意レベル I Ⅱ Ⅲ Ⅳ 凡例
鏡吹付ｺﾝｸﾘｰﾄ ① ② ④ ④ ①:実施しない
②:実施しない方がよい
③:実施する方がよい
④:実施する
鏡ボルト ① ② ③ ④
リングカット ① ① ② ③
機械掘削 ① ① ③ ③
(3) 推論過程
分析に使用したデータの中から無作為に抽出したトンネル断面に対して，対策工選定時
の推論過程を再現してみると次のようになる｡
対象断面の切羽観察記録と切羽の状態の注意レベルに対する適合度 (帰属皮 )が表－2.12
のようになっている｡この中で，断面番号 2 の切羽保持のための対策工の選定を例にして推
論過程 (図－2.13)を説明する｡
1)切羽観察記録簿の記録からそのトンネル断面のサンプル値を求める (表－2.12) ｡
2)各サンプル値に対して，図－2.10 の前件部のメンバーシップ関数から各注意レベル
の適合度 {ω i: 0.0,0.11.0.89,0.0}を求める｡
3)表－2.11 の推論の基本ルールに基づいて，図－2.11 で示される後件部のメンバーシ
ップ関数に関して，各注意レベルの適合度ω i で頭切りを行う｡
4)得られた結果を max 合成することによって結論とする｡
この手順によって得られた関数から，例えば重心を結論とすると，本断面の切羽保持の
ための対策工の実施皮合いについて図－2.13 と表－2.12 のように結論付けることになる｡
鏡吹付けコンクリートを例にして説明すると，図－2.13 から実施する度合いとして 0.72
が求められ，さらに，この値と図－2.11 から｢③実施した方がよい｣という結論が導き出さ
れる｡本手法は，前記した計測管理手法の中の全ての対策工の選定に対しても活用できるも
のであり，現地で採用された対策工と同じような推論過程が再現できることが分かる｡
表－2.12 対策工選定システムの適用結果
断面番号 1 2 3 4 5 6
切
羽
観
察
記
録
C.圧縮強度 4 4 3 3 3 3
D.風化･変質 4 4 3 4 3 3
E.割れ目の間隔 3 3 3 3 2 3
F.割れ目の状態 4 4 3 4 3 3
G.割れ目の形態 3 3 3 3 3 3
H.湧水 2 1 2 1 2 1
前件部の
適合度
注意レベルⅠ 0 0 0 0.01 0.36 0.75
注意レベルⅡ 0 0.11 0.25 0.85 0.64 0.25
注意レベルⅢ 0 0.89 0.75 0.14 0 0
注意レベルⅣ 1.00 0 0 0 0 0
推論結果 鏡吹付けｺﾝｸﾘｰﾄ 0.89 0.72 0.62 0.54 0.31 0.24
鏡ボルト 0.89 0.62 0.57 0.39 0.31 0.24
リングカット 0.67 0.33 0.32 0.30 0.12 0.11
機械掘削 0.67 0.62 0.56 0.3 0.12 0.
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図－2.13 断面番号 2 における対策工選定時の推論結果
2.3.3 まとめ
トンネル計測管理システムのうち，トンネル対策工選定のための支援システムについて
の研究を示した。施工中に遭遇した変状に対して対策工を選定する場合，推論過程にさま
ざまな唆昧さがあるにもかかわらず，ファジィ推論を導入することによって適切な対策工
選定ができることが確かめられた。知識ベースとなるトンネルのデータベースは，過去の
経験豊富なトンネル技術者の施工経験を他の技術者でも活用できるようになることは大き
な利点であると考えられる。
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2.4 動態解析によるトンネルの挙動の解析的な評価
2.4.1 解析的な評価手法概説
計測結果を評価する方法として，トンネルでよく用いられるのは 2.2.4 解析的な手法で
述べた逆解析手法である。しかし，この逆解析手法による場合は，岩盤の不連続性などを
既存の物性値として評価してしまうため，解析手法と物性値の組み合わせが固定されてし
まい，物性値としてよりも，力学的な根拠のないパラメータとなってしまう。そのため，
設計計算などに反映することができない。
未固結地山や大断面化により，従来のトンネルよりも相対的に悪い地山にトンネルを施
工することが増えてきている中で，地盤の非線形挙動，特に，せん断挙動が卓越するよう
な地盤の評価手法が求められるようになってきた。
ここでは，特に施工ステップの多い双設トンネルが土被りの小さい未固結地山に施工さ
れる場合を対象として，異方性損傷パラメータ 7)を用いた解析モデルによる動態解析で計
測の評価を行った結果を示し，解析モデルの有効性を示す。
2.4.2 異方性損傷パラメータを用いた解析モデルによる動態解析
異方性損傷パラメータを用いた解析的な手法を適用した T トンネルの例を示す。
適用した T トンネルは高速道路用で，延長 98ｍである。もともと切土構造で計画されて
いたが，貴重な遺跡を保存するため，トンネル構造に変更された経緯がある。そのため，
土被りが 12.5ｍと小さく，上下線とも 2 車線の双設トンネルである。図－2.13 にトンネル
の縦断図，図－2.14 に断面図を示す。双設トンネルの掘削工法は何種類かあるが，T トン
ネルでは側壁導坑先進上部半断面工法で，機械掘削によるものである。地質は第三紀中新
世の泥岩を主とする層を基盤とし，その上に段丘堆積物であるシルト混じり砂礫層が厚く
堆積している。砂礫層には局部的に礫混じり粘土層をレンズ状に挟んでいる。地表部はロ
ームが覆い，ローム層の上部は均質なロームであるが，下部は礫分を多く含む，シルト～
粘土状を呈している。基盤層である泥岩は起点側から終点側に傾斜しており，トンネルの
断面でみると，下り線から上り線側へ傾斜している。
図－2.13 トンネル縦断図
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図－2.14 トンネル断面図および施工手順図
解析を実施する時点までに切羽観察によって得られた地質状況を図－2.15 に示す。シル
ト質砂礫が主体であるが，混入する玉石は直径 300mm 程度のものが多く，断片的にシルト
層が介在している。Ms2（泥岩層）は下り線の導坑では天端付近まであったものが，中央
の導坑では下端付近まで傾斜し，上り線の導坑では全くなくなっている。泥岩層の上部に
は Ms3 と呼ばれる，風化して軟化した部分が分布している。
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図－2.15 地質実績（後述する解析対象断面の場合）
（上り線側導坑，中央導坑，下り線側導坑，上り線上半，および上り線下半の
  切羽観察を合成して作成）
このトンネルにおいて，導坑 3 本と先進する上り線側の本坑の掘削が終了した時点で，
これまでの施工中に得られた計測結果から，解析的な手法によって現地の地山の力学特性
と地盤内の緩み領域などの評価を行った。解析は有限要素法を用いて，計測結果と整合す
るように地山の物性値をパラメータとして同定する方法によった。
2.4.3 計測結果
内空変位や天端沈下等の坑内で実施する計測を開始するのは，切羽が通過してからであ
る。しかし，計測が開始される以前にも変形は生じており，計測によって得られるデータ
は，絶対変位ではなく，部分的な値を示している。したがって，地盤の初期応力や等価変
形係数を同定するためには，この計測の遅れを評価する必要が生ずる。これは掘削を模擬
した軸対象モデルの解析結果から得られる天端沈下と切羽位置の関係から全変位量を推定
する。このトンネルの軸対象解析において天端沈下と切羽位置の関係を求める際に，切羽
から 1.5m 後方において計測が開始されるものとする。
その結果，表－2.13 に示すように計測の遅れを取り扱うものとする。
表－2.13 計測の遅れを評価した全変位量の推定
計測開始位置
(切羽後方)
計測開始時の変位率 全変位量 備考
導坑 0.45D 0.60 計測値/0.40 D=3.3m
本坑 0.15D 0.37 計測地/0.37 D=10.6m
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2.4.4 解析手法
(1) 地山の力学特性
事前の調査を基に設定された物性値と同定対象とする物性値を表－2.14 に記す。
表－2.14 地山の力学特性値
記号 N 値 単位体積重量
(kN/m3)
弾性係数
(kN/m2)
ポアソン比
ローム層 Lm 15 程度 15.0 30000 0.3
段丘堆積物(砂礫層) Tg 70 以上 19.0 同定 0.3
新第三紀泥岩 Ms3 強風化部 20.0 同定 0.3
新第三紀泥岩 Ms2 弱風化部 22.0 同定 0.3
(2) 支保部材の力学特性
支保部材のうち，吹付けコンクリートなどは切羽付近で施工されるが，時間の経過に従
って，強度や変形係数が増加してくる。その間にも掘削が進むため，部材の支保効果は施
工との関係を考慮して決定する必要がある。
掘削直後に施工される吹付けコンクリートおよびインバートコンクリートについては，
強度発現やクリープ変形等を考慮して，施工直後は変形係数を低減し，その後の施工段階
においては長期の値に再設定することにした。表－2.15，表－2.16 に支保部材の力学特性
と断面諸元を示す。
表－2.15 支保部材の力学特性
支保部材
変形係数
(kN/m2)
備考
吹付けコンクリート
2.0×106 施工直後の値として低減したもの
10.0×106
インバートコンクリート
12.0×106 施工直後の値として低減したもの
20.0×106
二次覆工コンクリート 20.0×106
側壁コンクリート 20.0×106
表－2.16 支保部材の断面諸元
支保部材 形状・寸法
断面積
(m 2)
断面二次モーメント
(m 4)
単位重量
(kN/m)
導坑 吹付けコンクリート t=100mm 0.10 8.330×10 5 2.4
本坑
吹付けコンクリート t=250mm 0.10 130.0×10 5 6.0
二次覆工コンクリート t=350mm 0.10 357.0×10 5 8.4
インバートコンクリート t=500mm 0.10 1040.0×105 12.0
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同定する未知数は初期応力係数，等価弾性係数および異方性損傷パラメータである。
1) 初期応力係数
土被り H の地点における初期応力は，側圧係数 Kh によって，
  σ v=γ・H
  σ h=Kh・σ v=K h・γ・H
として表される。ここでは，Kh を初期応力係数として同定する。
2) 地盤の等価弾性係数
トンネルの施工に伴って，地盤は塑性やクリープなど複雑な力学的挙動を示すことにな
るが，こうした様々な挙動を地盤の等価弾性係数として評価する。対象とする土層は，変
位の計測結果に大きな影響を与えていると考えられる以下の層の等価弾性係数とする。
・段丘堆積物（Tg：砂礫層）
・泥岩（Ms3：強風化部）
・泥岩（Ms2：弱風化部）
3) 異方性損傷パラメータ
地層の傾斜によって生じる地盤の異方性を表すものとして，以下の層の異方性損傷パ
ラメータとする。
・泥岩（Ms3：強風化部）
2.4.5 解析対象断面および解析モデル
解析は有限要素法による平面ひずみ問題とし，要素数，節点数は以下のとおりとする。
また，モデル化対象と要素種別を表－2.17 に一覧で示す。また，図－2.16 に材料分類図
・要素数 2025
・節点数 1782
表－2.17 要素一覧表
対象 要素種別
地山 平面要素
吹付けコンクリート 梁要素
側壁コンクリート 平面要素
二次覆工 梁要素
インバートコンクリート 梁要素
34
図－2.16 解析断面モデル図（材料分類図）
2.4.6 解析手順
施工手順に従った解析の手順を図－2.17 に示す。
図－2.17 解析手順図
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2.4.7 解析結果
導坑および本坑上り線の計測結果から同定された，地盤の初期応力係数および等価弾性
係数を表－2.18 に，各トンネルでの逆解析結果と計測結果の比較を表－2.19 に示す。各施
工段階の最大ひずみ図を図－2.18～図－2.21 に示す。
表－2.18 地盤の初期応力係数，等価弾性係数および異方性損傷パラメータの同定結果
初期応力係数
Kh
等価弾性係数 単位:kN/m2
段丘堆積物
(Tg：砂礫層)
泥岩
(Ms3：強風化部)
泥岩
(Ms2：弱風化部)
上り線側導坑 0.75 140.0×10 3 18.0×10 3 200.0×10 3
中央導坑 100.0×10 3 18.0×10 3 200.0×10 3
下り線側導坑 1.0×10 3 18.0×10
3
m=0.0019
42.5×10 3
本坑上り線上半 140.0×10 3 18.0×10
3
m=0.00076
200.0×10 3
本坑上り線下半，
インバート
20.0×10 3 18.0×10
3
m=0.00038
200.0×10 3
※m は異方性損傷パラメータを表す，ただし，α=165 ﾟとして求めた。
表－2.19 逆解析結果と計測結果の比較表
トンネル名
計測値 (単位：mm) 逆解析値 (単位：mm)
天端沈下 内空変位 天端沈下 内空変位
上り線側導坑 2.5 7.5 2.5 7.9
中央導坑 5.0 12.0 3.9 12.1
下り線側導坑 15.0 37.5 14.4 36.5
本坑上り線 8.0 13.6 9.3 13.4
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図－2.18 地山最大主ひずみ図（中央導坑施工時）
図－2.19 地山最大主ひずみ図（下り線側導坑施工時）
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図－2.20 地山最大主ひずみ図（本坑上り線上半施工時）
図－2.21 地山最大主ひずみ図（本坑上り線インバート施工時）
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図－2.22 地山最大主ひずみ図（本坑下り線インバート施工時，予測結果）
2.4.8 まとめ
解析の結果は次の 1)～4)のようにまとめられる。
1) 上り線側導坑から中央導坑，下り線側導坑と施工が進むにつれて， Tg 層の等価弾性
係数は小さく同定される。
2) 中央導坑施工時と下り線側導坑施工時の主ひずみ分布図を比べると，中央導坑施工時
にはトンネル周辺にとどまっていた 0.3%以上の主ひずみ領域が，下り線導坑施工時
にはトンネル周辺だけでなく下り線側導坑の右肩から中央導坑の左脚部まで連続す
る。このとき，Ms3 層では層面に沿ってずれを生じるような挙動を示すため，逆解析
では異方性損傷パラメータ m で評価した。
3) 本坑上り線側導坑施工時の逆解析では Tg 層の等価弾性係数は上り線側導坑施工時と
同じであるが 2)で述べた Ms3 層内でのずれの領域がさらに大きくなり，異方性損傷
パラメータ m が低下する。
4) 本坑上り線下半，インバート施工時の逆解析では Tg 層の等価弾性係数は低く同定さ
れた。また，Ms3 層内のひずみレベルが大きくなり，異方性損傷パラメータ m は低
下する。
これより，考察すると以下のようになる。
上り線側導坑から中央導坑，下り線側導坑と進むのに従い，Tg 層の等価弾性係数は小さ
く同定されることから，同じ Tg 層でも下り線側に行くに従い，地質が悪くなっていると
考えられる。また，本坑上り線の上半施工時の Tg 層の等価弾性係数より，下半，インバ
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ート施工時の Tg 層の等価弾性係数の同定値のほうが小さい。これより，地層の傾斜を考
えると Ms3 層に近いほど地質が悪いと言える。
Ms3 層のせん断に対する剛性を異方性損傷パラメータ m で評価しているが，ひずみレベ
ルが大きくなると m の値は低下していく。
こうした予測解析を行った場合，予測の結果と施工時の実際のデータと比べて検証し，
今後の資料とすべきである。このトンネルにおいても，図－2.22 に示すように最終段階で
どのような結果になるかを予測した。ただし，本坑上り線掘削完了時に行った薬液注入に
よる地盤改良の影響を受け，計測データが大きく変動した。そのため，計測データとの比
較が困難になった。
2.4.9 まとめ
異方性損傷パラメータを用いた方法により，トンネルの大きさに対して，相対的に地盤
の強度が小さい場合や局部的なゆるみが発生するような場合の変位挙動を評価できること
が分かった。しかし，解析結果の考察で述べたように，ひずみレベルによりせん断に対す
る剛性が変化し，施工ステップが進むたびに剛性が低下してくるような場合には，その時
点までの剛性低下しか分からない。したがって，その結果に基づいた予測結果は危険側に
なることが考えられる。予測解析や事前の設計段階における計算では，ひずみと剛性低下
の関係を事前に何らかの関数で与えられるような機能が必要である。
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2.5 異方性損傷パラメータを用いた解析モデルの室内試験と模型実験による検討
2.5.1 概説
動態解析により，トンネルの計測評価を行う際に異方性損傷パラメータを用いた解析モ
デルが有効であることが確認されたが，設計時点の解析や予測手法として展開するため，
試験による物性値としての設定をするための室内試験や模型実験を通じた検討 7)を示し，
実務への適用するための原位置試験機 8)の製作を示す。
均質な砂を例として，土質試験によって異方性損傷パラメータを評価するとともに，落
とし戸実験とその解析を通じて，せん断剛性低下モデル（異方性損傷パラメータによって
定義される解析モデル）の粒状体材料への適用性について考察する。
2.5.2 土質実験
落とし戸実験に用いる試料は，表－2.20 に示すような豊浦標準砂である。試料の力学的
特性を把握する目的で，中空ねじりせん断試験や三軸圧縮試験を実施した。試験結果の概
要を次に示す。
表－2.20 実験に用いた材料（豊浦標準砂）
項目 仕様
最大粒径     0.42 mm
均等係数         Uc 1.54
曲率係数         Uc' 0.96
土粒子の比重     Gs 2.648
相対密度試験    em a x
          em i n
0.961
0.609
(1) 中空ねじりせん断試験（CD）
実施した試験条件を表－2.21 に示す。試験結果の中から圧密後の相対密度 63 %（間隙
比 0.74）の応力とひずみの関係を図－2.23 に示す。得られた試験結果に対して，式 (2.1)
のような応力ひずみの関係式を想定する。
𝜏௢௖௧=
𝐺଴ ∙ 𝛾௢௖௧
1 + 𝑏∙ (𝛾௢௖௧ 𝛾௖௥⁄ )௡
(2.1)
ここに，τ୭ୡ୲：八面体せん断応力，γ୭ୡ୲：八面体せん断ひずみ，G଴：初期せん断剛性，γୡ୰：
基準せん断ひずみである。 b，nは中空ねじりせん断試験で得られる定数で，今回の試験で
は b =1.4 , n = 0.92 となった。
適用した異方性損傷パラメータのモデルと本試験結果との関係を調べる目的で，図－
2.24 に示す解析モデルを用いて単純せん断試験の解析を実施する。試験と解析の結果比較
として，応力とひずみの関係を図－2.25 に示す。また，同図には解析モデルの比較の時に
用いる線形弾性モデルと非線形弾性モデルの結果も示す。異方性損傷パラメータモデルに
は良い一致が見られる。非線形弾性モデルは，ひずみが 0.1 ～ 3.0 % の範囲で大きく評
価しているようであるが，全体としては良く一致した応力ひずみの関係が得られている。
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表－2.21 中空ねじりせん断試験
項目 仕様
供試体寸法 d0:70mm,di:30mm×h:70mm
廃水条件 CD
せん断速度          0.5   %/min
最大せん断ひずみ           20    %
有効拘束圧       50,100,200 kPa
背 圧          200    kPa
図－2.23 中空ねじりせん断試験結果（CD）
図－2.24 せん断試験のための解析モデル
図－2.25 せん断応力とせん断ひずみの関係
（せん断試験結果と解析結果の比較）
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(2) 三軸圧縮試験（ＣＤ）
実施した試験条件を表－2.22 に示す。また，試験結果の中から圧密後の相対密度 66 % 
（間隙比 0.73）の応力ひずみ関係を図－2.26 に示す。試料の三軸圧縮試験結果から求めら
れる変形係数は，一般的に試料の拘束圧と間隙比によって決定されると言われている。本
試料では，図－2.27 に示したよう，試料の初期弾性係数𝐸଴は拘束圧によって，𝐸଴ = 750 ∙ 𝑃で
近似できる。落とし戸実験の解析には，本関係式を用いて初期弾性係数を仮定するものと
する。
表－2.22 三軸圧縮試験の試験条件
項目 仕様
供試体寸法     d:50mm×h:100mm
廃水条件 CD
せん断速度          0.5   %/min
最大せん断ひずみ           20    %
有効拘束圧       50,100,200 kPa
背 圧          200    kPa
図－2.26 三軸圧縮試験結果の応力とひずみの関係
図－2.27 初期弾性係数と拘束圧の関係
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2.5.3 落とし戸実験
土質試験によって力学特性等の把握できた試料を用いて落とし戸の実験をする。本実験
に使用した土槽は，図－2.28 に示すような内側の大きさが幅 980mm，高さ 600mm，奥行
き 300mm のアクリル製の容器から成っており，底部には幅 100mm，奥行き 300mm の機
械的に沈下する落とし戸を設けてある。摩擦を除去するためテフロンシートを張り付けて
いる土槽の内側に，空気乾燥状態の試料を空中落下方式によって均質な模擬地盤を作成し
た。
図－2.28 落とし戸実験に用いた土槽の外観図
2.5.4 解析
異方性損傷パラメータの適用性を調べる目的で，前述の落とし戸実験を想定した有限要
素法解析を実施する。
(1) 解析条件
図－2.29 で示した解析モデルを使用して，荷重漸増法により，平面ひずみ解析を実施す
る。また，異方性損傷パラメータを用いたモデルとの比較のために，線形弾性モデルと非
線形弾性モデル（破壊接近度）による解析も同時に実施する。解析に用いた力学定数を表
－2.23 に示す。各解析ケースに対して，落とし戸の沈下量が 5, 10, 15,  20,  30,  40,  50 mm の
時の変形挙動について解析する。
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図－2.29 落とし戸実験の解析に用いた有限要素モデル
表－2.23 落とし戸の解析に用いた力学定数
解析モデル
項目
線形弾性 非線形弾性
異方性損傷
パラメータ
単位体積重量 kN/m 3 16
変形係数 kN/m 2 750･P（P:拘束圧）
ポアソン比 － 0.3
粘着力 kN/m 2 － 0.1 －
内部摩擦角 ° － 35 －
一軸引張強度 kN/m 2 － 0.01 －
備考 － 破壊接近度 式（2.1）
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(2) 異方性損傷パラメータ
使用した異方性損傷パラメータを用いたモデルの応力ひずみの関係式は，平面ひずみを
仮定すると図－2.30 の最大せん断応力方向（Ｘ ' -Ｙ '座標系）に対して，次のように表され
る。
図－2.30 主応力方向と異方性の角度の関係
ቐ
𝜎௫′
𝜎௬ ′
𝜎௭′
ቑ=
𝐸
(1 + 𝜈)(1 − 𝜈− 2𝜈ଶ)
቎
1 − 𝜈ଶ 𝜈∙ (1 + 𝜈) 0
𝜈∙ (1 + 𝜈) 1 − 𝜈ଶ 0
0 0 𝑚 ∙ (1 + 𝜈) ∙ (1 − 𝜈− 2𝜈ଶ)
቏ቐ
𝜀௫′
𝜀௬ ′
𝛾௫௬′
ቑ (2.2)
{𝜎′} = [𝐷′]{𝜀′} (2.3)
{𝜎} = [𝑇][𝐷][𝑇]்{𝜀} (2.4)
ここで，｛σ '｝｛ε '｝［Ｄ '］は，それぞれ最大せん断応力方向に対する応力，ひずみおよ
び要素剛性マトリックスを表し，Ｅとνは弾性係数とポアソン比を表す。m が異方性損傷
パラメータであり，m = 1/2(1+ν ) の時，［Ｄ '］は等方等質の要素剛性マトリックスとなる。
また，［Ｔ］は，次式で表される座標変換マトリックスである。
[𝑇] = ൥
cosଶ 𝛼 sinଶ𝛼 −2 sin𝛼cos 𝛼
sinଶ𝛼 cosଶ 𝛼 2sin 𝛼cos𝛼
sin𝛼cos 𝛼 − sin 𝛼cos𝛼 cosଶ𝛼− sinଶ𝛼
൩ (2.5)
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(3) 解析結果
実験結果と各解析結果の中から，落とし戸の沈下量が 15 mm と 50 mm の時の地盤内
の最大せん断ひずみと変位の分布を図－2.31 に示す。同図から次のような考察がなされる。
1) 実験結果では，落とし戸の沈下量が 15 mm になった段階で，落とし戸と固定部と
の境界付近に発生したせん断帯が真上方向に進展し始めている。
2)落とし戸と固定部との境界付近に発生したせん断帯は，その後の落とし戸の沈下量の
増加とともに次第に地表面まで伸びて行き，地表面付近では主に落とし戸の直上の
部分だけが沈下している。
3)線形弾性モデルの解析結果では，実験結果で確認されている地盤内のせん断帯はうま
く表現していない。
4)このため，線形弾性モデルでは土槽内の広い範囲に渡って変位挙動が進展しており，
地表面沈下としては実験土槽全体に，広く緩やかな沈下傾向を示すことになる。
5)これに対して，破壊接近度による非線形弾性モデルでは，中空ねじりせん断試験で得
られた応力ひずみの関係を比較的うまく表現できていたにも拘らず，実験で発生し
たせん断帯の挙動はほとんど再現されず，落とし戸付近の砂が全体的に緩む傾向に
ある。
6)このため，非線形弾性モデルでは，実験結果に比べて地表面沈下が小さく評価されて
いる。
7)異方性損傷パラメータを用いたモデルでは実験で発生しているせん断帯の幅や進展
方向に関しては，かなりの一致が見うけられる。
8)また，せん断帯が地表面にまで到達し，落とし戸直上の地表面だけが沈下する状況を
うまく再現している。
9)しかし，せん断帯の進展速度が落とし戸実験より速く，結果として地表面の沈下量が
大きく評価されている。
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図－2.31 落とし戸の実験結果と解析結果
2.5.5 まとめ
今回の一連の試験解析の結果から，砂のような粒状体の力学的挙動に関しても，異方性
損傷パラメータによって連続力学的な解析手法が適用できることが分かった。また，これ
まで，主に現場計測結果の評価として導入されてきた異方性損傷パラメータであるが，こ
こでは室内の中空ねじりせん断試験からでも評価され，さらに，模擬的に実施した落とし
戸実験ではあるが，試験結果を基にした解析でも十分に再現できることが分かった。
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2.6 物性値を得るための原位置試験機の製作
2.6.1 原位置試験機の製作概要
模型実験の試料としては豊浦標準砂を用いたため，物性値を得るための試験として室内
試験によって求めることができた。しかし，トンネルの比較的軟質な地山材料を対象とす
る場合，砂礫や軟岩などが該当することになるが，地山を代表するような中空ねじりの試
料を現地で得ることは難しい。そのため，トンネルの地山を対象とし，必要な物性値を得
られるような原位置せん断試験機の開発を行う。
原位置せん断試験はダムの基礎地盤を対象とするような場合には，試験のための横坑内
に地山を反力材としてロックせん断試験やブロックせん断試験を行っているが，大掛かり
な準備と費用が掛かり，機動性にも劣る。また，通常，岩を対象とする場合には水平から
15 ﾟから 20 ﾟの傾斜をつけてせん断荷重を作用させる。土質材料の場合には水平から 0 ﾟで
せん断荷重を作用させる場合もある。傾斜を付けてせん断荷重を作用させると垂直成分も
増加し，試験中の拘束圧が変化することになる。
2.6.2 原位置試験機の要求事項
製作する試験機に要求される機能を次に示す。
・異方性損傷パラメータを求めるため，拘束圧一定の試験を行うことができる。
・地山材料として軟岩程度までを対象とする。
・ひずみが 20%程度までのせん断を行うことができる。
・ひずみ制御式の試験を行うことができる。
・分解，組立，持運びができる。
・横坑を必要としない。
・多段階載荷試験ができる。
以上のことから，図－2.32，図－2.33 に示す試験機を製作した。試験機の仕様は次のと
おりである。
垂直方向，せん断方向の荷重を油圧ジャッキで作用させる。油圧は制御盤を介したパソ
コン制御のモーター式ボールベアリングで作用させる。反力については，せん断力は横置
きにした H 形鋼を PC 鋼棒で地盤に固定し，垂直力は溝形鋼と PC 鋼棒を用いてフレーム
を作成し，地盤に固定する。測定については，変位は電気式変位計と非接触変位計の併用
とし，初期せん断剛性を得るための微小なひずみレベルから 20%程度の大ひずみまで精度
よく得られるようにした。荷重は油圧ジャッキの先端にロードセルを取り付け，せん断箱
に作用する荷重を計測できるようにした。
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1)供試体寸法 幅 300mm，長さ 300mm，高さ 200mm まで
2)荷重載荷 せん断荷重 Ps：400kN，載荷角度θ：0 ﾟ or 20 ﾟ，
      ストローク 135mm，載荷速度 0.5～15.0mm/min
      鉛直荷重 Pk：300kN
図－2.32 原位置せん断試験機のせん断荷重と鉛直荷重の制御模式図
図－2.33 原位置せん断試験機の側断面図
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2.6.3 原位置せん断試験機の試験結果例
原位置せん断試験機によるせん断試験を行った一例を以下に示す。試験は試験室内で模
擬地盤を作成して行った。原位置試験においては，排水制御を行うことはできないため，
せん断速度を 0.5%/min とゆっくりした速度で実施した。また，模擬地盤作成時には供試体
の自立のために水分を加えた。
試験に用いた地盤材料の物性値を表－2.24 に示す。
表－2.24 試験に用いた材料
項目 単位 試験値
粒度特性 礫分 % 20
砂分 % 79
シルト分 % 1
最大粒径 mm 4.76
均等係数 Uc － 3.10
土粒子の比重 Gs － 2.688
間隙比 e － 0.647
せん断抵抗角φ d ﾟ 38.3
粘着力ｃ d kN/m
2 3.3
※せん断抵抗角および粘着力は別途間隙比を同じになるよう
にして作成した供試体に対して三軸圧縮試験（CD）を実施
して求めた
鉛直荷重は有効拘束圧が 50kN/m2 とした。
図－2.34 原位置せん断試験機による試験結果例
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2.7 結論
本章では，トンネルの計測管理およびトンネルの挙動予測法について示した。トンネル
では施工中の設計変更は，工法の前提条件である。地山の状態や，支保工の観察，計測結
果から，対策工の有無や，対策工を実施する場合にはその方法を選定することが必要にな
る。まず，観察を中心としたトンネルの計測管理手法が日常の計測管理や変状を生じたと
きの対策工選定に有用であることを示し，統計的な手法に加えてファジィ推論を用いた方
法を加えることで，より判断が明確になることを示した。
解析的な手法による場合には将来予測も可能であり，施工法などの検討まで拡張できる。
しかし，トンネルでは境界条件や初期応力状態が明確でなく，施工の良否などという施工
前に確定できないものも，逆解析で求める初期応力や等価弾性係数に反映される。その現
場で，近い将来の予測を行うには有用であるが，予測や将来の設計にそのまま用いること
ができない。
それを解決するため，せん断挙動が卓越するような実トンネルを例として，現場計測の
結果を解析的に評価する場合に，せん断剛性低下法を用いた数値シミュレーションによる
動態解析を実施した結果を示した。さらに，設計時点の解析モデルとしても用いることを
想定して，力学的な根拠づけや，物性値を事前に得るための試験方法を検討した。そのた
めに実施した室内試験と模型実験およびその解析検討，さらにトンネルの現場で物性値を
得るための原位置試験機を開発した。
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第3章 地盤構造物に用いられるコンクリートの温度ひび割れに関する研究
3.1 概説
第 3 章では，地盤構造物で用いられるコンクリートの温度ひび割れに関する研究を示す。
マスコンクリートの代表的な構造物であるコンクリート重力式ダムを対象として，施工時
における構造物の品質確保の事例として，温度ひび割れに対する施工時事前検討と計測管
理の適用を示す。
コンクリートの品質として温度ひび割れは劣化の進行にもつながり，構造物の長期の耐
久性に大きく影響する。また，コンクリートダムでは貯水などの機能が低下するなど使用
性においても問題を生じる。
コンクリートは人工の材料であり，また発生する熱は水和反応であるため，熱特性と熱
境界特性に関する物性値を正確に把握することで，変動の少ない正確な予測ができるよう
に考えられる。実際に事前検討はなされているが，実施工に入ると，骨材の種類やセメン
トの銘柄や製造ロットの違いによりかなりの差を生じる。また，コンクリートの熱特性を
調べるための試験方法にも問題がある。さらに熱境界特性についてもコンクリートの打設
地点の気象条件や養生方法によって大きく左右される。
特にダムのコンクリートは現地生産であり，長期間にわたって繰り返し打設されるため，
少しの物性値の違いが大きく影響してくる。重力式コンクリートダムに使用するコンクリ
ートは通常の構造物のコンクリートよりセメント量が少なく，水和反応が少ないため，発
熱量は小さい。しかし，強度が小さいため，より慎重な管理が必要である。それらの結果
は工程や品質に大きく影響するため，ダムではマスコンの温度を計測しながら安全性を確
認している。
解析方法は熱伝導解析と応力解析を非連成で行う。はじめに熱伝導解析を行うが，通常，
熱伝導解析は FEM による非定常熱伝導解析が主体となっている。得られた温度分布から別
途，応力解析を行う。応力解析はある時間における温度分布とコンクリートの線膨張係数
から同じく FEM の弾性計算を行い，構造物各所における引張応力度を求めて，ひび割れ発
生の有無を判定する。
したがって，温度分布を求める熱伝導解析の結果が支配的になり，ダムの温度ひび割れ
の管理においても施工時には温度により規制を行っている。本章においてはダムにおける
非定常の熱伝導解析に逆解析による動態解析を適用し，その結果を用いてその後の温度分
布を予測し，施工管理を行う方法の研究を示す。
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
第 3 章では，本文および図表中で使用している単位を以下のように換算して頂きたい。
比熱 1 kcal/kg･℃ ＝ 4.186 J/(kg･K)
熱拡散率 1 m2/hr ＝ 2.778×10 -4 m2/s
熱伝導率 1 kcal/m･hr･℃ ＝ 1.163 W/m･K
熱伝達係数 1 kcal/m2･hr･℃ ＝ 8.6×10 -1 W/m2･K
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3.2 マスコンクリートの熱特性と境界特性および解析的な評価手法
3.2.1 熱伝導解析に用いる熱特性と境界特性概説
マスコンクリート構造物の熱伝導解析では，次のパラメータを入力値として事前に設定
する必要がある。
① 材料の熱特性 ---密度，発熱率，熱伝導率，比熱等
② 熱境界特性 ---地盤温度，外気温，熱伝達係数，日射量とその吸収率，降雨量，風
向風速等
③ 施工条件  ---構造物の形状寸法，コンクリート打設温度，リフトスケジュール等
しかしながら，材料の熱特性や熱境界特性の中でも，打設されたコンクリートの発熱率 ,
養生面における熱伝達係数および日射の影響等は事前の評価が難しく，材料の密度，熱伝
導率および比熱等以外は，試験方法や評価方法が十分に確立されていないのが現状である｡
コンクリートの発熱特性に関しては，通常は，現地での発熱特性を断熱状態の発熱特性
に近似できるとして，断熱状態における発熱特性を調べようとしている 1)｡これらは，試験
環境を断熱状態にしようとしているために，室内試験でしか実施できず，試験装置が特殊
になったり，大掛かりになったりする傾向にある｡また，試験装置が一般化されておらず，
前述したように試験装置やセメント材料の特性 2)，試験環境と現地の養生環境の不一致等
の影響によって，必ずしも試験結果が現地のコンクリートの発熱特性を正確に評価してい
るとは限らない｡このため，精度の高い発熱特性の評価方法の開発が望まれている｡
コンクリートの熱特性の評価に関しては，熱拡散率や熱伝導率や比熱のように，試験装
置によって関係する理論式と一致する状態を作り出し，任意の熱量で加熱した時の供試体
内部の温度勾配や温度変化等から目的とする熱特性値を算定する方法 3)が一般的である。
これらの評価手法は，関連する理論式を逆定式化することによって，測定可能な加熱量や
供試体の温度変化等から，直接測定することができない熱特性値を算定しており，広義な
意味での逆解析手法であると定義することができる｡こうした熱特性値の評価に関しては，
試験方法や装置が一般化され，普及しているため，問題が生じることは少ないとされてい
る｡しかし，実施工上は納入するコンクリートのメーカーが複数になったりして，骨材品質
を一定に保てない現場が多く，打設されたコンクリートの熱特性を直接的に評価する必要
が生じることもある｡熱伝達係数に関しては，養生材の熱伝導率から理論式の逆定式化によ
って換算する手法が一般的である｡しかし，風速の影響を受けた養生面やクーリングパイプ
表面の熱伝達係数に関しては，理論式が逆定式化できないため，有限要素法や差分法等を
用いたパラメトリックスタディ手法によって評価されている｡この手法では，一度に複数個
の熱特性や熱境界特性が求められなかったり，計測データが定常状態になるまで長時間の
試験を行う必要が生じたりすることが多く，実施工中の現場計測結果から熱伝達係数を評
価することは難しい｡これに対して，熱伝達係数は養生方法や周辺環境に大きく影響を受け
ることになるため，試験環境と現地での状態が著しく異なることになり，実施工中の構造
物の現地における値を直接的に評価する手法の開発が望まれている｡このため，コンクリー
トダムをはじめとする大型で，重要なマスコンクリート構造物では，計画や設計段階にお
ける材料の熱特性や熱境界特性の信頼性の高い試験方法や評価方法の開発が望まれている｡
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また，試験施工や本体打設段階においては，設計時に設定した熱特性や熱境界特性の妥当
性の確認方法，さらには，実施された計測結果の評価方法と設計へのフィードバック手法
の開発が望まれている｡
本章では，マスコンクリート構造物内部の温度計測結果から，打設されたコンクリート
構造物の熱特性値や熱境界特性値を同定するための逆解析手法を開発し，室内試験や現場
計測データの評価に活用することを目的としている。ここでの逆解析手法とは，有限要素
法の非定常熱伝導解析と非線形計画法とを組み合わせたものであり，次のような利点を有
している｡
(a) 一つの温度計測データから複数個の熱特性や熱境界特性を同時に同定できる｡
(b) 従来の評価手法では取り扱えないような非定常な温度計測データに関しても解析的
な検討を加えることができる｡
(c) 従来の方法では，特殊で，大掛かりになりがちであった試験装置を比較的単純で，
簡易な装置にすることができるようになる｡
まず，実構造物や室内試験等で得られた温度計測データの評価に対する本逆解析手法の
適用性を検証する｡施工中の実構造物で得られた温度計測結果から養生面における熱伝達
係数や打設されたコンクリートの発熱率等を同定し，既往の試験装置や試験方法による評
価結果と比較しながら，同定結果の妥当性について考察する。このうち，養生面における
熱伝達係数に関しては，これまで系統立てた試験や評価がなされていなかったために個別
の検討に委ねることが多かったが，ここでは一連の室内試験や現場計測等を実施し，その
計測結果から同定された熱伝達係数を整理する｡ここで整理した熱伝達係数は，今後のマス
コンクリート構造物の熱伝導解析の一助となることを期待するものである。
3.2.2 マスコンクリートの温度管理
コンクリート構造物の温度応力は，水和熱の発生と冷却に伴って生じる体積変化を拘束
することによって発生する。冷却に伴って発生するコンクリート構造物の体積収縮を拘束
すると内部には引張応力 (ひずみ )が発生し，これがその時に有しているコンクリートの引
張強度 (伸び能力 )以上になるとひび割れ発生につながる｡このため，マスコンクリート構造
物の有害なひび割れ発生につながるような拘束を少なくする必要が生じる｡ひび割れ発生
の検討の中で，施工者の立場では，コンクリートダムでは温度規制が数多く採用され，品
質向上や工期の短縮に役立てられている。通常，現場ではいろいろな計測機器類を設置し，
得られたデータを基にして温度管理に役立てている｡このうち温度計測に関しては，次の項
目に管理基準値を設けて，計測値と比較しながら温度管理することが多い｡
(a) 練上がり温度 (骨材温度，セメント温度，練混ぜ水温，練上がり温度 )
(b) リフト露出期間中の温度降下量
(c) リフト露出期間中の温度降下率 (1 日当たりの温度降下量 )
(d) 長期にわたる温度降下量
そして，計測値が事前に設定した管理設定値を越えそうになった場合には，練り上がり
温度を下げたり，打設間隔を延ばしたり，現場で採用できる制御方法を採用することにな
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る｡このとき，施工中に得られた計測データを設計にまでフィードバックして，ひび割れ制
御方法を検討することは少ないが，ここでの試みは，現場計測データの処理を迅速に行い，
必要に応じて簡単な設計や解析的検討を現場でも手軽にできることを目的としており，計
測結果を設計にフィードバックするための本格的な計測管理することを目的としている。
3.2.3 解析に用いる逆解析手法
通常のマスコンクリート構造物の熱伝導解析では，解析モデル，材料特性および境界特
性等を事前に設定してからコンクリートの水和反応に伴う内部温度の履歴を求める｡これ
に対して，本研究では，通常の解析手法に非線形計画法 4)を組み合わせることによって，
打設後のマスコンクリート構造物内部の局所的 (部分的 )な温度計測結果から打設されたコ
ンクリートの熱特性値や熱境界特性値等を同定する｡これは，図－3.1 に示すように通常の
逆の手順で解析することになるため，逆解析と呼ばれている｡逆解析手法を用いれば，理論
的には複雑で非定常な環境下でも，コンクリートの熱特性値や熱境界特性値等を同定する
事ができることになる。
図－3.1 熱伝導に関する順解析と逆解析
ここで用いる逆解析手法は，クランク･ニコルソン法による時間差分法を用いた有限要素
法の非定常熱伝導解析に非線形計画法を組み合わせたものであり，施工後のコンクリート
構造物の任意の位置における計測された温度と解析された温度との残差平方和 J (以後，こ
れを目的関数と呼ぶ )が最小になるように，すなわち，
J = ෍ (𝑇௜− 𝑡௜)
ଶ
௡
௜ୀଵ
ただし，𝑇௜：解析された温度
    𝑡௜：計測された温度
    𝑛：計測点数
(3.1)
となるように熱特性値や熱境界特性値を同定するものである｡このとき求める未知数や
目的関数の性質によって，適用する非線形計画法の手法も違ってくることになるが，ここ
では，直接法の Simplex 法および格子探索法を適用する。直接法は，既存の解析プログラ
ムを大きく変更する事なく作成できるが，膨大な繰り返し計算を必要とするため，解析に
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多くの時間が掛かる。本研究においては，室内試験や現場計測の結果からマスコンクリー
ト構造物の熱特性値や熱境界特性値の同定を行うが，とくに断りの無い場合には，同定す
る未知数が 1 つの場合には格子探索法を用い，2 つ以上の場合には Simplex 法を用いるこ
ととする｡また，用いる目的関数は，式 ( 3.1 )によって表される内部温度の解析値と計測値
との残差平方和とする。
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3.3 室内試験による養生面における熱伝達係数の評価
3.3.1 熱伝達試験装置
本章では，逆解析手法を用いて簡単な室内試験や現場計測結果から，熱伝達係数を実用
的なオーダで効率的に同定することができることを示すとともに，系統立てて実施した一
連の試験結果を整理し，養生方法の違いによる熱伝達係数の変化について検討する 5)。
熱伝達試験装置は，図－3.2 に示すように，直径 400mm，厚さ 100mm の円柱形のコン
クリート供試体を底部から加熱できるようになっている｡熱電対を埋め込んだコンクリー
ト供試体の側面は断熱材で覆ってあり，側面からの熱伝達が少なくなるようにしてある。
この試験装置を用いて，それぞれの養生方法に対して，供試体底部を約 10 時間加熱し，コ
ンクリート供試体内部の温度変化を計測した。表－3.1 と表－3.2 に，使用したコンクリー
トの配合と別途室内で実施した熱特性試験結果を示す。
図－3.2 熱伝達試験装置
表－3.1 供試体に用いたコンクリート   表－3.2 供試体に用いたコンクリート
    の配合表                の熱特性試験結果
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3.3.2 熱伝達係数の同定方法
試験結果の評価に際して，図－3.3 に示すような 1 次元の有限要素モデルを用いる｡この
有限要素モデルの中で，中黒で示した 5 つの節点は逆解析時に入力データとして用いた内
部温度の測定点に対応している｡そして，ヒータと接するコンクリート底部は計測された温
度を入力値とする温度指定境界とし，養生面としているコンクリート上面に関しては室内
温度を外気温とする熱伝達境界として評価する｡コンクリートの熱特性は別途実施した室
内試験によって得られているため，ここでは試験中の供試体内部の温度変化から 1 時間毎
にコンクリート上面の熱伝達係数だけを未知数として同定する｡
図－3.3 熱伝達試験の同定のための有限要素モデル
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3.3.3 熱伝達係数の同定結果と考察
(1) 養生方法の違いと熱伝達係数
前述した熱伝達試験装置を用いて，
①湿度 60%前後 (湛水養生以外 )
②平均試験室内温度 13℃
③無風状態
の室内で 14 通りの養生方法に対して試験を実施した｡また，噴霧・湛水・流水以外の養
生材料とコンクリート供試体は，乾燥状態にある。
ここで，試験結果と解析結果の比較のために，無養生と養生マット (1 枚 )の場合の供試体
内部の温度と試験室内温度を図－3.4 と図－3.5 に示す。図中に示した測点番号は図－3.4
の測点番号に対応している。
図－3.4 供試体の内部温度の計測値と解析値の比較(無養生の場合)
図－3.5 供試体の内部温度の計測値と解析値の比較(養生マット 1 枚の場合)
図－3.6には無養生と養生マット (1 枚 )の場合の試験結果から同定された養生面における
熱伝達係数の経時変化を示したが，時間の経過とともに次第に一定値に収束している様子
が分かる。また，試験開始 10 時間後の供試体の内部温度の測定結果から熱伝達係数を同定
する際の式 ( 3.1)で表される目的関数 (残差平方和 )を図－3.7 に示す。本試験結果から熱伝
達係数を同定する場合，局所最適解が 1 つしか存在しないことと，未知数となる熱伝達係
数の目的関数に対する感度が高いことが分かる｡このため，熱伝達係数を同定する場合，逆
解析手法の適用が容易な条件になっている。ここでは，同定された収束値もしくは最終値
を各養生方法による熱伝達係数として表－3.3 に整理する。
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図－3.6 同定された熱伝達係数の経時変化図
図－3.7 試験開始 10 時間後の計測データを用いたときの
目的関数によって作られる曲面
表－3.3 熱伝達係数の一覧表(単位 kcal/m2･hr･℃)
( t=30mm )
( t=50mm )
( t=50mm )
( d=100mm )
100mm
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(2) 熱伝達に与える風速の影響
無養生の場合に対して，大型ファンを使って熱伝達係数に与える風速の影響 6)について
調べる。図－3.2 に示した熱伝達試験装置 (無養生状態 )の断熱材の高さを 100mm にして，
風速を約 1.9, 2.8,5.0,7.4m/sec の 5 段階に変化させて試験した。また，大型ファンによって
発生させた風速を熱線式風速計 (日本カノマックス社製 6151 型風速計 )によって測定し，積
算平均値として整理した。このとき室内の湿度はほぼ 60%の一定値を示していた。同定結
果を図－3.8，図－3.9 および図－3.10 に示す。図－3.10 に示す試験結果から，熱伝達係
数は， 7.4 m/sec の風速の変化に伴って 11.4kcal/m2･h r･℃をほぼ線形的に変化している様
子が分かる。比較のために，図－3.10 には既往の試験結果も記入する。風速の影響を示す
傾きは山川らの試験とほぼ同じ結果となり，無風時の熱伝達係数は四国電力㈱の試験結果
に近い値を示している。今回の試験結果から同定された風速変化に対する熱伝達係数は，
既往の試験結果に比べて大きく評価される傾向にあった｡これは，既往の試験装置では，温
めた空気を供試体表面に安定した風速で流しているのに対して，本試験では，温めた供試
体表面に複雑に変化する風を発生させているためであると考えられる。通常の実施工中の
マスコンクリート構造物においては，こうした風速の変化だけでなく，風向も複雑に変化
することになるため，風速の熱伝達係数に与える影響を事前にうまく評価するのは難しい
ものと考えられる。しかし，施工現場での試験計測の結果を基にして風速と熱伝達係数の
関係を整理した方が良い場合もあり，その時には，本研究で活用している逆解析手法は有
効な解析手法になるものと思われる｡
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図－3.8 供試体の内部温度の経時変化図（風速 1.9 m/sec の場合）
図－3.9 同定された熱伝達係数の経時変化図（無養生の場合）
図－3.10 風速の変化と熱伝達係数（無養生の場合）
(3) 熱伝達に与える湛水深さの影響
湛水深さの熱伝達係数に与える影響 7)について調べる。使用した水の顕熱や気化熱が大
きく影響する事になるが，ここでは熱伝導解析上の定数の把握を目的としているため，湛
水深さの違いによる保温性能の違いを熱伝達係数として評価する。また，除湿機を作動さ
せていなかったため，湛水養生を実施した試験室内の湿度は，試験開始時に 60%前後であ
ったのが， 85 %程度にまで徐々に上昇した。図－3.2 に示す熱伝達試験装置のコンクリー
ト供試体の上部を湛水し，底部を 14 時間加熱した時の内部の温度変化を測定した。このと
き湛水深さは，現場での変化を考えて 50, 100, 200,  300mm の 4 通りとした。試験結果と解
析結果の一例として，湛水深さ 100mm の時のコンクリート試験体の内部温度と室内温度の
変化を図－3.11 に示す。また，図－3.12 にはそれぞれの試験結果から同定された熱伝達係
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数の経時変化を示す。これらの試験結果から次のように考察される。
①湛水養生時の熱伝達係数は，試験直後では主に養生水の顕熱，熱伝達および気化熱の
影響を受けるが，養生水温が平衡状態に達すると顕熱の影響はなくなり，主に熱伝達
と気化熱の影響を受けることになる。
②試験直後の熱伝達係数は，養生水の顕熱の影響が大きく，使用した水量が多くなるに
従って初期の熱伝達係数も大きく評価され， 50～200 kcal/m2･hr･℃の範囲で同定され
ている｡
③前述したように養生面の熱量の流出を全て熱伝達係数として評価しているため，湛水
深さが 50mm 以外の同定された熱伝達係数は，試験開始 14 時間後も完全には収束して
いないものの， 25～35 /m2･hr･℃程度の値に収束している｡
④周辺環境や養生水温等が本室内試験とは違った状況にあるにも拘らず，結果的に，同
意された熱伝達係数は，後述する湛水養生中のコンクリートダムの現場計測結果から
同定された結果と良く似た値となっている。
⑤湛水養生時の熱伝達係数は，養生水と空気との熱伝達よりも養生水の蒸発に伴われる
気化熱の影響が大きくなっているものと考えられる。
⑥実施工現場での養生水の蒸発は複雑に変化する周辺環境に大きく影響を受けて，その
現場特有の違った傾向を示すことになる。したがって，湛水養生時の熱伝達係数を設
計に用いる場合には，養生水の蒸発に伴う気化熱に影響を与える周辺環境や養生水温
等も十分に考慮しておく必要がある｡
図－3.11 内部温度の経時変化図(湛水養生 100mm の場合)
図－3.12 湛水養生時の熱伝達係数の経時変化図
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(4) 養生水の蒸発試験
養生水の蒸発試験装置の概略図を図－3.13 に示す。深さが 10mm になるように湛水した
本試験装置を室温 20℃，湿度 60 %の恒温室内に設置し，養生水が蒸発して無くなるまで，
底面を 36 時間加熱した。コンクリート供試体内の各測定点の温度変化を図－3.14 に示す｡
また，養生水の蒸発量は，図－3.15 のようになっており，加熱後 4 時間から 28 時間の蒸
発速度は，ほぼ一定値 0.33 kg/m2･hr (193 kcal/m2･hr･℃ )を示していた。ここで，図－3.16
に示す有限要素モデルを用いて，図－3.14 に示す供試体内部の温度変化から養生面におけ
る熱伝達係数を同定すると図－3.17 のようになる。試験開始直後，養生水の顕熱の影響を
受けて若干大きな値を示すが，養生水の温度がほぼ一定になると，同定された熱伝達係数
もほぼ一定の 26 kcal/m2･hr･℃程度の値を示すようになる。試験開始 32 時間で養生水は蒸
発し，養生面が乾くと熱伝達係数は 10 kcal/m2･hr･℃で，無養生時の熱伝達係数と同じ程度
の値となった。
図－3.13 養生水の蒸発試験装置
図－3.14 供試体内部の温度変化の測定値
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図－3.15 養生水の蒸発量
図－3.16 逆解析に用いた有限要素モデル
図－3.17 熱伝達係数の同定結果
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つぎに，養生面における流出熱量を顕熱，気化熱および養生水の熱伝達熱量に分けて整
理すると，表－3.4，図－3.18 のようになる。養生水の蒸発速度が一定であったため，気
化熱によって流出する熱量も一定値 (193 kcal/m2･hr･℃ )を示していた。例えば，試験開始
10 時間後の養生水の熱伝達による流出熱量は 138 kcal/m2･hr であり，養生水の熱伝達によ
る熱量の 1.4 倍以上もの熱量が気化熱として流出していることが分かった。また，養生水
の熱伝達係数としては，10.8 kcal/m2･hr･℃となり，蒸発後の無養生時の熱伝達係数と良く
似た値を示している。コンクリート標準示方書で提案している式から算定される 10mm 深
さの養生水の熱伝達係数は 9.1 kcal/m2･hr･℃であり，同定された熱伝達係数は若干大きめ
の値を示している。これは養生水の深さの変化と養生水内の対流の影響を受けたためであ
ると考えられる。本試験における湛水養生時の熱伝達係数に関しては，蒸発に伴う気化熱
等の影響によって見かけの熱伝達係数は養生水の熱伝導だけから算定された熱伝達係数の
3 倍弱の値になっていることが分かる。こうした気化熱に関しては，試験環境や試験温度
等に大きく影響を受けることになる。このため，今後，さらに試験等を実施する必要があ
るが，本試験結果からでも，湛水養生時の熱伝達に与える養生水の蒸発の影響の大きいこ
とが理解される。
表－3.4 供試体表面からの熱の流出
図－3.18 湛水養生時の流出熱量
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3.4 実施工中のダムコンクリートの発熱特性と熱伝達係数
3.4.1 ダムにおける温度の計測
逆解析手法を活用すれば，プログラム上は通常の熱伝導解析の入力値として用いられて
いる全てのパラメータを同定することができるようになる。本章においては，逆解析手法
を用いて施工中のダムコンクリートの現場計測データからコンクリートの発熱率や養生面
における熱伝達係数を同定することによって，本手法の実構造物に対する適用性について
検証する 8)。また，同定結果と別途室内で実施した試験結果とを比較することによって，
これまで直接的に評価されることが無かった実構造物の施工中のコンクリートの発熱率や
養生面における熱伝達係数について考察する。
3.4.2 コンクリートダムにおける内部温度の計測
実施工中のコンクリートダムにおける打設されたコンクリートの発熱特性や養生面の熱
伝達係数を把握する目的で，図－3.19，図－3.20，および表－3.5 に示す重力式ダム (No.6
ブロック )の EL.836.500 ～841.000 の 3 リフトに温度計を設置し，現場計測を実施した。以
後文中では，温度計測を実施した 3 リフトを下から順に下部，中間，上部リフトと呼ぶこ
ととする。温度計の設置位置の詳細を図－3.21 に示す。打設したコンクリートの配合と別
途室内で実施した熱特性試験結果を表－3.6 と表－3.7 に示す。コンクリートの発熱特性と
養生面における熱伝達係数の評価対象としたリフトの打設温度と打設日をつぎに示す｡
①下部リフト (打設温度 21.9℃ ) :  1989.7.21
②中間リフト (打設温度 19.9℃ ) :  1989.7.28
本リフトの打設後に計測された外気温とコンクリートの内部温度を図－3.22 と図－
3.23 の上図に示す｡
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図－3.19 M ダムの標準断面図
図－3.20 M ダムの下流面図
表－3.5 M ダムの諸元
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図－3.21 計測点の位置図
表－3.6 打設したコンクリートの配合表
表－3.7 打設したコンクリ-トの熱特性試験結果
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図－3.22 コンクリートの内部温度の計測結果と解析結果の比較図(下部リフト)
図－3.23 コンクリートの内部温度の計測結果と解析結果の比較図(中間リフト)
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3.4.3 逆解析手法によるダムの熱特性と境界特性の評価
前述の 2 リフトの熱特性の評価に用いた有限要素モデルを図－3.24 に示す｡
ダム上下流面における熱伝達の影響が少ないブロック打設されたコンクリートの中央部
での解析であるため，コンクリート部は 2 節点の一次元要素でモデル化する｡また，下部リ
フトの底面は計測温度を入力値として用いる温度指定境界とし，打設後のリフト上面の養
生面は熱伝達境界として評価する。使用する有限要素モデルは，
  a) 要素数･･ 26(一次元要素 )
  b) 節点数･･ 27
であり，図中に示した黒丸印の節点は，現地で実施した内部温度の計測点に対応してい
る。下部リフト打設直後から中間リフト打設 14 日後までの 20 日間のデータに対して， 6
時間毎 (00:00～ 06:00～ 12:00～ 18:00～ 24:00)の温度計測データを基にしてコンクリートの
発熱率と養生面における熱伝達係数を同定する｡
図－4.24 計測データ評価のための解析モデル
通常，コンクリート構造物の養生面は，日射や湛水されている水温等によって大きく影
響を受けることになるが，ここでは，計測された外気温を外部温度とする熱伝達境界とし
て評価する。このため，本文においては，同定する 6 時間毎のコンクリート養生面の熱量
の収支を平均的な熱伝達係数として評価することになり，通常の熱伝達係数とは違った値
として評価される場合がある。例えば，天気の良い日中のコンクリート構造物の表面は，
熱伝達境界としては冷えようとしているが，逆に，日光によって温められることになり，
流入熱量が多い日中などは，コンクリート構造物の表面の熱伝達係数は負値として評価さ
れることになる。このように，本来の意味とは違った結果を同定することになるが，本文
では広義な意味での熱伝達係数として扱うこととする。しかしながら，どのような係数と
して評価されようとも，それによって表面の熱量の収支が現実と合ってさえいれば，コン
クリートの発熱率に関しては比較的精度良く同定されることになる。
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3.4.4 ダムの熱特性と境界特性の同定結果と考察
(1) コンクリートダムの内部温度
コンクリート構造物の内部温度の計測結果と逆解析によって求められた解析結果との比
較を図－3.22 と図－3.23 に示す。計測結果と解析結果との誤差は少なく，比較的精度良く
解析している様子が分かる。
(2) 打設されたコンクリートの発熱特性
同定されたコンクリートの発熱率を図－3.25 に示す。また，同図には，別途室内で実施
した断熱温度上昇試験結果を併記する。これらの結果から次のことが分かる。
①今回の堤体コンクリートは，各リフトとも配合，材料，打設方法が同じであったが，
打設温度と外部温度が若干違った環境で打設された｡このため，各リフトで計測され
た内部温度はそれぞれ違った様相を呈しているが，同定された下部リフトと中間リフ
トのコンクリートの発熱曲線はほぼ同じ結果となっている。
②同定結果と断熱温度上昇曲線とを比較すると， 14 日後の発熱温度は， 31 ℃程度と良
く似た値になっているが，温度上昇速度は同定結果の方が若干大きくなっている。
図－3.25 コンクリートの内部発熱曲線の同定結果と室内試験結果
(3) 養生面における熱伝達係数
同定された養生面における熱伝達係数と養生方法を図－3.26 に示す。また，湛水養生期
間に関して，日射の影響の無い時間のコンクリート構造物表面の熱伝達係数の頻度分布を
図－3.27 に示す。この結果から次のことが分かる。
①前述のように，ここでの熱伝達係数は，日射の影響も含まれた，いわゆる等価な値と
して同定しているため，日射量の多い日中には負値として評価されている。
②型枠移動やグリーンカット等のために流水した場合，コンクリート構造物表面の熱伝
達係数は，著しく大きな値を示すことになる。
③湛水養生時の熱伝達係数は，平均 21.2 kcal/m2･hr･℃，標準偏差 4.8 kcal/m2･hr･℃であ
る｡
④養生面における熱量の流出を熱伝達係数で評価した場合，通常の養生水と空気との熱
伝達よりも，養生水の蒸発に伴われる気化熱の影響が大きくなっているものと考えら
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れる｡
図－3.26 同定された養生面における熱伝達係数
図－3.27 同定された湛水養生時の熱伝達係数の頻度図
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3.5 マスコンクリートの熱伝導解析に用いる熱特性や熱境界特性の評価
3.5.1 日射の影響に関する評価
日射の影響を解析する場合，日射の吸収率の選定が重要となるが，これまで系統立てた
試験や評価がなされていないため，より詳しい資料の整備が望まれている。これに対して，
ここでは，内部温度の変化から日射の吸収率や構造物表面からの熱の流入量の評価に対す
る逆解析手法の適用性を検証する目的で，野外試験とコンクリートダムの現場計測を実施
した。そして，得られた供試体やコンクリートダムの内部温度の測定データから，日射に
よる流入熱量を同定することによって，コンクリートダムの下流面における日射の影響に
ついて考察する。
(1) コンクリート供試体を用いた日射試験
野外における日射の吸収試験として，直径 400mm，高さ 100mm の円柱形のコンクリー
ト供試体を図－3.28 のように，側面および底面を断熱材で覆い，日射計とともに野外に設
置して，内部温度変化を測定した。図－3.29 に計測された内部温度を示す。
図－3.28 日射試験装置
図－3.29 日射量と供試体内部温度
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逆解析手法を用いて，日射によって供試体表面から流入する熱量を同定する。
解析に用いたモデルは図－3.30 に示す一次元の有限要素モデルである。このとき，供試
体底面の境界条件は計測された温度をそのまま入力値として用いた温度指定境界として評
価する。供試体上面は，外気との熱伝達と日射による熱の流入を考慮して，熱伝達境界と
熱流束境界として評価する。表－3.8 に解析に用いた熱特性値を示す。ここで用いた熱伝
達係数 16kcal/m2･hr･℃は，日射のない夜間のデータを用いて同定した値であり，無養生で
風速 1m/sec の時の値に相当する。
図－3.30 日射熱量の吸収率を評価した有限要素モデル
表－3.8 供試体に用いたコンクリートの熱特性試験結果
図－3.31 に日射計で記録した日射熱量と同定された供試体表面からの流入熱量を示す。
供試体表面からの熱流入量は日射熱量の 68 %程度であることが分かる。
図－3.31 日射熱量と同定された供試体表面からの流入熱量
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(2) コンクリートダムにおける日射の影響評価
図－3.19 に示したコンクリートダムの下流側表面における日射の影響を調べる目的で
実施した温度計測と日射計測の計器配置図を図－3.32 に示す｡
図－3.32 温度計と日射計の計測位置図
図－3.33 に計測されたコンクリートダムの内部温度と日射量の経時変化図を，図－3.34
にダム下流側表面からの深さ方向の内部温度の分布図を示す｡
図－3.33 計測されたコンクリ-トダムの内部温度と日射熱量の経時変化図
図－3.34 コンクリートダムの内部温度の分布図
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下流側表面からの流入熱量の評価を行うため，計測された内部温度を用いて，本ダムの
下流側の表面から流入 (出 )する熱量を逆解析手法によって同定する。解析にはダム下流側
表面からの深さだけを考えた図－3.35 に示すような一次元の有限要素モデルを用いる。解
析モデルの最深部に対応する節点は，計測された温度データを入力値として用いた温度指
定境界とし，ダム表面の境界は，外部との熱伝達と日射による熱流入とを合わせた熱流束
境界として評価する。未知数以外の熱特性値は，別途室内で実施した熱特性試験結果 (表－
3.9)を用いる｡
図－3.35 ダムの下流例表面からの流入熱量の評価に用いた有限要素モデル
表－3.9 打設されたコンクリートの熱特性試験結果
ダムの下流側表面における流入熱量の解析結果と考案を以下に記す。
図－3.36 に，ダムの下流側表面における 2 時間毎の流入熱量の同定結果を示す。図中の
太実線は，表面から流入 (出 )する総熱量を示すものであり，日射のある昼間は表面より熱
量が流入している様子が分かる。図中の細実線は日射計で計測された熱量に吸収率 0.68 を
乗じたもので，表面から吸収されると考えられる日射熱量を表す。コンクリート表面にお
ける日射熱の吸収率は，前述した野外試験結果から求められた値を採用している。図より，
日射による流入熱量は表面から流入する総熱量に対して大きな比重を占めていることがわ
かる。また，同図に破線で示したのは，表面から流入 (出 )する総熱量から日射による流入
熱量を差し引いたもので，熱伝達により表面から流出していると考えられる熱量である。
これを見ると，コンクリート表面における日射以外の熱量流出は，気温の高い昼間で逆に
多くなっている。これは，このダムの下流面では，散水養生が行なわれており，日中は日
射の影響を受けてコンクリート表面と養生水温が上昇し，これに伴って養生水の蒸発が夜
間に比べて多くなっている｡このため，この養生水の蒸発に伴う気化熱によって，夜間に比
べて，日中のコンクリート表面からの日射以外の熱量流出が多くなっているものと思われ
る｡
計測を実施した 3 日間のコンクリートダム表面からの流入熱量を整理すると表－3.10の
ようになる。日中，日射や気温等の影響で表面からの熱の流入量は大きく変動することに
なるが，例えば，第二日目では，熱伝達や養生水の蒸発による流出熱量が 1,182 kcal/m2･day
であり，日射による流入熱量が 1,111 kcal/m2･day である。この日は，合計 71 kcal/m2･day
の熱の流出があり，打設したコンクリートは，断熱に近い状態で養生されていたことにな
る。また，本コンクリートの各リフトの単位面積当たりの全発熱量は 27,200kcal/m2 程度で
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あり，夏期 (8 月上旬 )に測定された日射の吸収熱量が比率的にも大きい値であることが分か
る。また，近年の RCD 工法等のコンクリートでは，単位セメント量が少なく，ハーフリフ
ト毎に打設されるため，6,800kcal/m2 程度の発熱しかせず，日射の影響の割合がさらに大
きくなってくることになる。
図－3.36 ダムの下流側表面からの流入(出)熱量の経日を変化図
表－3.10 ダムの下流側表面における流入熱量
3.5.2 原位置試験によるコンクリートの熱特性の評価
コンクリートの熱特性の評価に関しては，ここでは，逆解析手法を用いて，野外計測で
得られたコンクリート供試体の内部温度の変化から，打設されたコンクリートの比熱や熱
伝導等の熱特性値を同定する｡そして，同定結果と別途実施した試験結果と比較しながら，
本逆解析手法の適用性について考察する。
(1) コンクリート供試体の内部温度に関する野外計測
図－3.37 に示すように，側面と底面を断熱材で覆われたコンクリートの供試体に温度測
定用の熱電対を設置してある。本供試体の上面に養生マットを敷き，野外に設置して内部
温度を計測する｡このため，供試体の上面は，空気との熱伝達によって冷却され，日射によ
って暖められることになる。
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図－3.37 コンクリートの熱特性の評価に用いた供試体
(2) コンクリートの比熱と熱伝導の評価
前述の野外試験の結果に対して，図－3.38 のような一次元の有限要素モデルを用いて，
コンクリートの比熱と熱伝導率を同定する。供試体の内部温度の計測位置は図－3.38 の黒
三角印で示す 4 点であり，入力値として用いた供試体の計測された温度変化を図－3.39 に
示す。供試体底面は，計測された温度をそのまま入力値として用いた温度指定境界とし，
供試体上面は，外気温を外部温度とする熱伝達境界として評価する。供試体に用いたコン
クリートの配合と別途室内で実施した熱特性試験結果を表－3.11 と表－3.12 とに示す。逆
解析に際して，コンクリートの密度は室内試験結果から 24.06kN/m3 とする。また，使用し
た養生マット (1 枚 )の熱伝達係数は，日中の試験結果から 5kcal/m2･hr･℃とした。
図－3.38 供試体の熱特性の評価のための有限要素モデル
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図－3.39 供試体の内部温度の計測結果と解析結果の比較図
表－3.11 供試体に用いたコンクリートの配合表
表－3.12 供試体に用いたコンクリートの熱特性試験結果
(3) 解析結果と考案
野外に設置した本供試体は，日中温められ，日没後に冷やされて行くことになる。この
うち，日没後の冷却過程にある供試体の内部温度の変化からコンクリートの熱特性を評価
する。供試体の内部温度の計測結果と解析結果を図－3.39 に示すが，解析結果と計測結果
とは良く一致している様子が分かる｡
図－3.40 に示すように同定されたコンクリートの熱伝導率は平均 2.4 kcal/m2･hr･℃，標
準偏差 0.36 kcal/m2･hr･℃という結果になった｡これに対して，別途室内で QTM 迅速熱伝導
率計 (京都電子工業社製 )を用いて測定した熱伝導率の試験結果は，平均 1.97 kcal/m2･hr･℃，
標準偏差 0.12 kcal/m2･hr･℃であり，同定結果は 2 割程度大きな値を示しているが，比較的
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良い一致を示している｡
図－3.40 コンクリートの熱伝導率の同定結果
図－3.41 に示すように同定されたコンクリートの比熱は，平均 0.22 kcal/kg･℃で，標準
偏差は 0.030 kcal/kg･℃である｡これに対して，水中冷却法 ( Glover 法 )によって測定した本
コンクリートの熱拡散率は 0.00367 m2/hr であり，式 (3.2)からコンクリートの比熱は， 0.22
kcal/kg･℃として求められる｡
   (3.2)
同定結果と室内試験結果とは一致しており，精度良く同定していることが分かる｡
図－3.41 コンクリートの比熱の同定結果
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3.5.3 地盤の熱特性の評価
地盤構造物の熱伝導解析を実施する場合，地盤の局部的な特性値 (比熱，熱伝導率等 )は，
ボーリングコア等を用いた室内試験で評価することができる｡しかし，地盤全体としての熱
特性値の評価は難しく，とくに複雑な地層の場合にはさらに困難になる。ここでは，こう
した問題に対して逆解析手法を用いた地盤の熱特性の評価 9)について述べる｡
(1) 地盤の熱特性試験
地盤の熱特性を調べる目的で，図－3.42 のような試験を実施した。ヒータによって地表
面を 2℃から 27℃まで温度上昇させたときの地盤内 (深さ 1m)の温度変化を 5 時間計測し
た｡
図－3.42 地盤の熱特性試験
(2) 地盤の熱特性の評価
前述の試験に対して，図－3.43 のような軸対称の有限要素モデル (節点数 :121，要素数
120)を使って，地盤の比熱と熱伝導率を同定する。地盤の温度計測位置は図－3.42 の黒三
角印で示す 6 点であり，入力値として用いた地盤の計測された温度変化を図－3.42 に示す｡
ここで，解析モデルの側部とヒータに接しない上面は，それぞれ断熱温度境界と熱伝達境
界とし，ヒータ部と最深部は，それぞれ計測されたヒータ部温度と地盤内温度を入力値と
する温度指定境界として評価する。本解析では，地盤密度を 18.0 kN/m3 と仮定する。
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図－3.43 地盤の熱特性の評価のための有限要素モデル
図－3.44 解析に用いた境界温度の計測結果
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(3) 解析結果と考察
地盤内温度の計測結果と解析結果を図－3.45 に示す｡また，試験開始 5 時間後の地盤内
の温度分布を図－3.46 に示す。解析結果と計測結果とは良く一致している様子が分かる。
図－3.45 地盤内温度変化の解析結果と計測結果
図－3.46 試験開始 5 時間後の地盤内の温度分布の解析結果と計測結果
同定された地盤の熱伝導率を図－3.47 に示す。試験の初期の段階では， 3 割程度大きな
値を示すことになるが，試験開始 2 時間後以降は比較的安定した値を示している。別途室
内で実施した熱伝導試験の結果では，0.31～ 0.37 kcal/m･hr･℃の範囲でばらついており，
同定された地盤の熱伝導率は，平均的な値を示していることが分かる。
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図－3.47 地盤の熱特性値の同定結果
同定された地盤の比熱を図－3.47 に示す。熱伝導率の同定結果と同様に，試験の初期の
段階では 2 割程度大きな値を示しているが，試験開始 2 時間後以降は比較的安定した値を
示していることが分かる。本地盤は地表面付近の複雑な土質性状をしている土砂地山であ
るため，他の測定方法では地盤としての比熱の測定はできなかった。このため，定量的な
比較はできないが，熱伝導率の同定結果や地盤内の温度変化の解析結果が，別途実施した
試験結果や現場計測結果と良く一致していることから判断して，同定された比熱は，地盤
の評価としては妥当な値であると考えられる。
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3.6 結論
本章では，地盤構造物で用いられるコンクリートの健全性に大きくかかわる，施工時の
温度ひび割れに関する研究として，マスコンクリートの代表的な構造物であるコンクリー
トダムの温度ひび割れの検討を行った。計測データを，有限要素法による熱伝導解析に，
逆解析を組み込んだ動態解析により評価した。逆解析の方法は，非線形計画法の一つであ
る，Simplex 法を改良したものと，格子探査法を適用した。
まず，有限要素法を基にした逆解析手法により，簡易な試験装置による室内試験に適用
し，コンクリートの発熱特性など熱特性値さまざまな養生材料や養生方法を用いて実施し
た室内試験の熱境界特性値などを精度よく求めることができることを確認した。
次に実際の構造物であるダムのコンクリートにおいて，現場計測の評価に適用し，温度
計測の結果を逆解析し，コンクリートの発熱特性や養生面における熱伝達係数を同定した｡
その結果，精度よく温度分布を求めることができ，予測にも十分な精度が見込めることを
確認した。その際に湛水養生についての熱伝達係数が水の蒸発などの影響を含めて評価し
ていることや，日射や風速などの自然条件も含めて評価していることが分かった。そのた
め，別途，これらが熱伝達係数に与える影響を実験とその結果の逆解析による評価によっ
て確認した。
コンクリートの熱伝導解析において，すべてを一度に逆解析するのは無理があるにして
も，順次，求めていくことは可能であり，最終的には全てを逆解析により求められること
を示した。さらに，逆解析の結果からそのまま予測を行うことができることが分かった。
また，ここで実験と解析を通じて得られた養生面の熱伝達係数などは今後のコンクリー
トのひび割れ検討に貢献できると考えている。
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第4章 大型土構造物の試験結果や施工中の計測データを用いた動態解析に関す
る研究
4.1 概説
既存の構造物が将来にわたって要求性能を満たすように適切に維持管理していくため，
調査技術だけでなく，調査結果から健全性を適切に評価し，合理的な補修・補強を計画す
るようなソフト技術の開発が求められている。そのためには建設時から将来までの時間的
な経過とその間の行為（補修・補強）とその時期も取り込むことができる解析技術が要求
される。大型土構造物のうち，一例としてロックフィルダムの水理的破砕現象に対する安
全性診断についての研究を示す。こうした検討は，全ての土構造物において調査・試験方
法や解析内容などの違いはあっても，建設時点から将来の維持管理までの構造物の状態を
解析的に表現できる手法であり，今後ますます需要が高まってくると考えている。
ロックフィルダムの安定性を検討する上で重要な項目の一つとして，初期湛水時の水理
的破壊現象（Hydraulic Fracturing）がある。既往研究 1)では水理的破砕現象に対する安全性
の検討はいずれも応力状態と間隙水圧の関係によるとされている。本章で取りあげる摺上
川ダムでは築堤時から初期湛水時までの一連の解析により，水理的破砕現象に対する安全
率は最小でも 1.2 を確保できると予測された。本研究においては，まず，フィルダムの各
ゾーンの材料を室内試験と現場計測結果から関口・太田 2)による粘弾塑性材料としてモデ
ル化し，施工課程を忠実にモデル化した解析によりフィルダムの応力・変形を再現できる
ことを示し，本手法がダムの安定性評価に対して有効な手法であることを示す。次に，実
湛水過程で得られた堤体各部の応力状態から水理破砕に対する安全性評価と実測結果に基
づく安全性評価の比較検討を行った。さらにダムの形状や締固めによる強度に関して今後
のダムの設計に資する目的で，幾つかのトライアルを行った結果を示す。
ロックフィルダムは施工される位置付近で採取される粘土，砂，礫，大粒径の礫をフィ
ルダム各部の機能別にゾーンに組み合わせて築造される。ロックフィルダムの堤体を破壊
するきっかけとして水理的破壊現象（Hydraulic Fracturing：以下 HF 現象と略する）がある。
盛立てから引き続き行われる初期の湛水時に，コア内部の不均一性や部分的な破壊・侵食
などが生じた場合，コアゾーンに十分な鉛直応力が伝達されていないような状態では浸透
破壊が生じる可能性がある。自己修復機能や下流側フィルターの補足機能が十分でない場
合には，これをきっかけとしてコアゾーンの上流側から下流方向に浸透破壊が連続し，ダ
ム崩壊の危険性もある。そのため，きっかけとなるコア上流側の任意の箇所での HF 現象
に対する安定性を評価することが必要である。
本章では摺上川ダムの長期安定性や初期湛水時における堤体，特にコアゾーンの水理破
砕に対する安全性の確認を行うことを目的として，盛立て時において堤体材料を関口・太
田モデルによる粘弾塑性材料として，土／水連成圧密解析を適用した動態解析を行い，盛
り立て時の堤体の応力状態や変形挙動を実用的な範囲で再現できることを確認する。引き
続き初期湛水過程における土圧や間隙水圧等の実測結果との比較検討を行うとともに，水
理破砕に対する安全性の検討を行った結果を述べる 3)。さらに，今後ダムを設計する際を
想定して，コアの勾配を変化させた検討やフィルターの剛性を変化させた場合などを例と
して示す。
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4.2 水理破砕に対する堤体安定性評価方法
4.2.1 ハイドロリックフラクチャリング発生条件
浸透破壊に対する土の抵抗性については必ずしも統一的な見解が示されておらず，既往
の実験結果によれば，せん断破壊と引張破壊が主な破壊のメカニズムとして挙げられてお
り，HF の発生条件を調べた既往の文献 1)によると，一般的に最小主応力σ 3 と間隙水圧 u
が，次式を満足する場合に発生すると考えられる。
      ),(3 は実験から求まる定数nmnmu           (4.1)
そのため，実際のコア材の浸透破壊に対する抵抗を実験により求めた。
4.2.2 室内浸透破壊実験
数値解析の結果から安定性を判定することに適用する目的で，式 (4.1)に示す m と n を実
験的に求めた。ここでは，実験方法と実験結果について述べる 4)。
試料には実際のフィルダムで用いられている試料を用いた。採取された試料の最大粒径
は 63.5mm であったが，粒径 9.5mm で頭切りして用いた。供試体の目標密度は，堤体にお
ける品質管理試験結果より求められた平均の乾燥密度を Walker-Holtz 5)の礫補正方法によ
り粒径 9.5mm 以下の間隙比に換算した値とした。
図－4.1 に，試験装置と供試体の概要および供試体内の水の流れを示す。供試体は，外
径 100mm，内径 15mm，高さ 200mm の中空円柱である。このように供試体をドーナッツ状
にしたのは，供試体内部の水の流れが円周方向で均一になるようにするためである。
図－4.1 試験装置と供試体の概要
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次に実験方法を示す。実験は難透水性材料であるコア材を用いているため，通常の手順
では破壊するまで内部圧を段階的に増加する方法が採用されるが，時間を短縮するため，
内部圧 Pf を一定にして拘束圧σ 3 を低下させる方法とした。図－4.2 に実験の流れを示す。
なお，実験では，（内部圧，初期拘束圧）を（100kPa，200kPa），（200kPa，300kPa），（ 300kPa，
400kPa）の 3 ケースとした。
図－4.3 に，経過時間と体積変化量および拘束圧の関係の一例を示す。体積変化量は多
少の変動も見られるが，いずれの拘束圧においても供試体が破壊されるまでのその変化量
はわずかであった。拘束圧を段階的に下げていくと，ある段階では急激に排水量が増加し
ている。前述のように，この時の拘束圧を破壊時拘束圧とした。
図－4.4 に破壊時拘束圧と内部圧の関係を示す。破壊時拘束圧と内部圧はほぼ比例関係
にあり，その近似直線は， m=1.0， n=40.1 であった。既往の研究結果 6)も併記したが，今
回の値はばらつきの下限付近に位置していることがわかった。また，今回の実験における
供試体の破壊形状はほぼ鉛直方向であったことから，拘束圧と内部圧との力の釣り合いか
ら見ても，本実験による破壊はせん断破壊よりも引張破壊によるものが主因であると考え
られる。この結果より安全性検証に用いる場合には m=1.0， n=0.0 とする。
図－4.2 実験方法および各圧力の変化
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図－4.3 体積変化量と拘束圧の時間変化の一例（内部圧300kPa（初期拘束圧400kPa））
図－4.4 破壊時拘束圧と内圧の関係
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4.3 摺上川ダムの概要と動態解析
4.3.1 摺上川ダムの概要
摺上川ダムは，堤高 105m，堤頂長 718.6ｍ，堤体積 8,300,000m3 の中央コア型ロックフ
ィルダムである。最大断面で埋設計器が配置されている No.28 断面（解析断面）の平面位
置を図－4.5 に，断面図を図－4.6 に示す。また，埋設された計器配置図を図－4.7 に示す。
図－4.5 堤体平面図
図－4.6 検討断面図（No.28）
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図－4.7 計測器設置位置（土圧計，間隙水圧計）
4.3.2 解析概要
フィルダム各部の挙動を解析する手法として，森ら 7)は堤体材料を全て関口・太田モデ
ルによる粘弾塑性材料とし，土／水連成圧密解析を適用できることを示し，過去の大型ダ
ムの浸透破壊事例を数値解析により検証している。ここでは，大型重機により転圧して築
造される堤体の構成材料は転圧荷重を先行圧縮応力とする過圧密土として扱っている。本
検討では二次元の有効応力解析を行った。用いた解析コードは DACSAR8）である。有限要
素メッシュを図－4.8 に示す。
湛水工程は，予測時には平水年，豊水年，渇水年の 3 ケースで予測を行ったが，ここで
は実際の湛水工程による解析を行った結果を示す。築堤時から湛水時まで連続した挙動を
把握するため，ダムの形状や施工工程を忠実に反映できるように，可能な限り詳細なモデ
ルで解析を行った。盛立て工程を図－4.9，図－4.10 に，湛水工程を図－4.12 に示す。
図－4.8 解析メッシュ図（全体）
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図－4.9 盛立て工程
図－4.10 盛立工程図
（年度毎盛立工程図）
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図－4.12 湛水工程
4.3.3 解析条件
土／水連成圧密解析に用いる境界条件や水理境界条件は森 9)らの方法と同様に設定した。
また湛水に伴う荷重や水理境界条件の設定も森らと同様に行った。境界条件は側面を鉛直
ローラと静水圧条件，底面を固定と非排水条件とした。また，森らと同様に築堤時に出現
する要素のうち，ロックとフィルター要素の間隙水圧を 0 に固定するため，要素の上下面
に圧力水頭=0 の境界条件を付加した。コアでは表層部に圧力水頭=0 の境界条件を与える
が，次の盛立て工程で内部要素となる時点で境界条件を取り消した。
湛水時のモデル化を図－4.12 に示す。湛水時は上流ロック表面および岩盤表面に貯水圧
相当の分布荷重を作用させ，それと同時に水理境界条件として同じ面に貯水位に応じた静
水圧条件を設定した。また，上流側のロックおよびフィルターは単位体積重量が築堤時の
湿潤重量γ t から湛水後の飽和重量γ sat まで増加することを考慮し， 2 つの単位体積重量
の差分Δγ＝γ sat－γ t を各要素に対して下向きの分布荷重として作用させた。
図－4.12 湛水時のモデル化
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4.4 品質管理試験および施工中の計測結果の分析
4.4.1 埋設計器計測結果（No.28 断面）
No.28 断面に設置した計測器で得られた結果を以下に示す。
(1) 計測土圧と土被り圧の関係
フィルダム堤体の形状は三角形となっている。また，コアとフィルターゾーンの剛性差
によってアーチング現象が生じる。このため，上載荷重は必ずしも盛土高さ×単位体積重
量とはならない。この現象を確認するために，計測値と土被り圧の関係をまとめた。
以下に，コア，フィルター，ロックのゾーンにおける計測土圧と土被り圧（ρ t･h）の関
係を示す。h は土圧計直上の被り厚さとし，ρ t は現場密度試験結果（湿潤密度）の平均値
とした。
図－4.13 計測土圧と土被り圧の関係（N0.28断面，コアゾーン）
図－4.14 計測土圧と土被り圧の関係（N0.28断面，フィルターゾーン）
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図－4.15 計測土圧と土被り圧の関係（N0.28断面，ロックゾーン）
(2) 水平方向土圧分布
E.L.230 のコアとフィルターに設置された土圧計の計測結果を示す。図中には，土被り
圧（ρ t･h）を同時に示した。盛り立てに伴って，アーチングの効果が大きくなったと考え
られる。
図－4.17 コアゾーンを中心としたダム軸直角方向の土圧分布（E.L.230）
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(3) 圧縮曲線
ロックフィルダムの材料は弾塑性的な力学挙動を示す。そこで，現場で得られた初期間
隙比とクロスアーム（層別沈下計）データの層間の変位よりひずみを求めこれを間隙比の
変化に換算し，横軸に上載圧をとって e-log p 曲線を描いた。
① 各ゾーンにおいて，現場密度試験から求まる間隙比の平均値を初期値とした。
② 盛立てに伴う層間圧縮量の実測値を初期アーム間隔 (5m)で除し，圧縮ひずみを求め
る。初期間隙比と実測圧縮ひずみから間隙比の変化を盛土高さ毎に逐次追跡する。
𝑒ଵ = ℎ௩ଵ ℎ௦⁄   , 𝑒ଶ = ℎ௩ଶ ℎ௦⁄
S = ℎ௩ଵ − ℎ௩ଶ = ℎ௦(𝑒ଵ− 𝑒ଶ)
ℎଵ = ℎ௦− ℎ௩ଵ = ℎ௦(1 + 𝑒ଵ)
ε = 𝑆 ℎଵ⁄ = (𝑒ଵ− 𝑒ଶ) (1 + 𝑒ଵ)⁄
∴ 𝑒ଵ −𝑒ଶ = 𝑆 ℎଵ(1 + 𝑒ଵ)
ൗ
③ 荷重は，上位のクロスアーム位置における上
載圧とした。
その曲線から，圧縮指数，膨潤指数，先行圧
縮応力，先行時の間隙比を算出した。アーチン
グの影響のあるコアゾーンは横軸を土圧の計測値
とし，アーチングの影響のないロックゾーンは横軸
を密度より求められる土被り圧（ρ t･h）とした。
コアゾーンでは間隙水圧が発生しているので，鉛直有効土圧を横軸にとった。土圧は 5m
間隔で設置されているクロスアームの上側の土被り圧を横軸にとった（右図参照）。したが
って，クロスアーム計測間の土の自重は無視している。
クロスアームの設置されていないゾーンでは，室内三軸試験結果から e-logp 関係を求め
た。室内三軸試験結果では，拘束圧を横軸にとった。ただし，堤体の水平土圧は鉛直土圧
の 1/2 程度になっているため，三軸試験の平均主応力は堤体の 3/2 倍となる。そこで，三
軸試験の結果をプロットするときに，拘束圧を 3/2 倍とすることにした。
得られた曲線を片対数軸上の二本の直線として近似し，それぞれの傾きを膨潤指数（κ：
自然対数表示）と圧縮指数（λ：自然対数表示）とし，交点の土圧を先行圧縮応力とした。
なお，この時の横軸は自然対数である。また，そのときの間隙比を先行時の間隙比とした。
以下に，各ゾーンの圧縮曲線を示す。
ただし，
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図－4.17 実測圧縮曲線（コアゾーン）
図－4.18 室内三軸試験より求めた圧縮曲線（細粒フィルター）
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図－4.19 室内三軸試験より求めた圧縮曲線（粗粒フィルター）
図－4.20 室内三軸試験より求めた圧縮曲線（ロックⅠ）
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図－4.21 実測圧縮曲線（ロックⅡゾーン）
図－4.22 実測圧縮曲線（ロックⅡ－①ゾーン）
105
(4) 基礎岩盤の応力ひずみ関係
No.28 断面の上流側，ダム軸，下流側に岩盤変位計が設置されている。4 箇所の沈下量を
計測区間長で除してひずみを求め，上載荷重を縦軸にとって応力ひずみ曲線を描いた。
区間 1 は赤の実線，区間 2 は黒の実線，区間 3 は青の実線，区間 4 は緑の実線でそれぞ
れ示されている。図中には，平成５年度の設計で使用された地盤の変形係数（Nlt(1)のＣH，
ＣM 級）を破線で示した。原地盤の変形係数は，当初考えられていた値（CH 級：1.9～2.8
×106kPa，CM 級：1.3～ 2.2×106kPa）よりも大きな値となった。
図－4.23 岩盤変位計設置位置
図－4.24 地盤の応力ひずみ関係
〔ＣH級〕
〔ＣL級〕
〔ＣL級〕
〔ＣL級〕
〔ＣM級〕
〔ＣH級〕
〔ＣM級〕L=45m
EL140.31
L=70m
EL165.31
EL135.29L=70mEL131.60
L=70m
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(5) No.28 断面付近の透水係数
No.28 断面付近で実施したルジオン試験から基礎地盤とグラウト部分の透水係数を算出
し，基礎地盤とグラウト部分の透水係数をそれぞれ 1.20×10 -5(cm/s)，2.74×10 -8(cm/s)とし
た。
No.28 断面付近のルジオン値を図－4.25 に，No.28 断面付近の透水係数を図－4.26 に示
す。ルジオン値から透水係数の換算式は 1Lu＝1.3×10 -5cm/s とした。また，グラウト部分
は注入材で改良された部分と改良されない（健全な）部分に分かれるため，これらを考慮
し，透水係数をルジオン値から計算された値の 1/100 に設定した。
図－4.25 No.28 断面付近のルジオン値深度分布
図－4.26 No.28 断面付近の透水係数深度分布
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(6) 降雨記録とダムの変形
一般に不飽和な土が飽和されると，浸水沈下現象が発生する。コアゾーンのように比較
的密に締固めた土でも浸水沈下が発生することがわかっている。盛立て中のダムの変形に
降雨の影響があるかどうかを調べた。図－4.27 は 2000 年 7 月 21 日から 2002 年 11 月 30
日までの期間の１日当りの降雨量と沈下計の経時変化を示す。また，図－4.28 は，その期
間で日降水量が最大となる 2002 年 7 月の降雨量と沈下の関係である。いずれのグラフから
も，100mm／日程度の降雨では堤体の沈下に影響はないことがわかる。
図－4.27 降水量と沈下の経時変化
図－4.28 降水量と沈下の経時変化(2002 年 7 月)
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4.5 フィルダムの品質管理データの分析
4.5.1 コア材
(1) 深度分布図
現場で実施した品質管理試験のうち，入力定数の設定に必要な以下の項目を標高方向の
分布図として次ページ以降にまとめた。図中には，平均値と±１σの値を同時に示す。今
回の解析では平均値を用いた。
(a) 乾燥密度（ρ d）
V
Wd
d 
(b) 湿潤密度（ρ t）
V
Wt
t 
(c) 透水係数（ k）
(d) 間隙比（ e）
1
d
bGe 
(e) 合成絶乾比重（Gb）
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(f) 飽和度（S r）
bd
r
G
w
S
11 

ρ
(g) 塑性指数（ Ip）
(h) 内部摩擦角（φ）（単位 deg）
ここで， V ：体積 (m3)
Wd：全粒径における乾燥質量 (t)
W t：全粒径における湿潤質量 (t)
ｋ：透水係数 (cm/s  or  m/day)
P-37 .5：37.5mm 粒径未満の残留率 (%)
P+37. 5：37.5mm 粒径以上の残留率 (%)
ρ S -9 . 5：9.5mm 粒径以下の土粒子密度 (t  /m
3)
Gb+37. 5：37.5mm 粒径以上の絶乾比重
ρw：水の密度 (1t /m
3)
w：含水比
コアゾーンのデータは粒径が 37.5mm 以下の値が示されているため，現場密度試験の各
孔について礫率を用いて含水比と絶乾比重を全粒径の値に変換した。
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   ここで   ，ｗ：全粒径の合成含水比
      ｗ -37 . 5：37.5mm 以下の含水比
      ｗ +37. 5：礫の含水比（ｺｱﾊﾟｲﾙで得られた礫の吸水率とした）
          P+37 . 5 ：礫率（37.5mm 以上の混入率）
         Gb     ：全粒径の合成絶乾比重
         ρ s -9 .5：9.5mm 以下の土粒子密度（ 37.5mm 以下の値に代用した） (t /m
3)
（ｺｱﾊﾟｲﾙで得られた 9.5mm 以下の真比重とした）
      Gb+37 . 5：礫 (37.5mm 以上 )の絶乾比重
（ｺｱﾊﾟｲﾙで得られた礫の絶乾比重）
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(a)乾燥密度分布      (b)湿潤密度分布      (c)透水係数分布
(d)間隙比分布    (e)合成絶乾比重分布    (f)ｺｱﾊﾟｲﾙ塑性指数分布
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(g)飽和度分布     (h)内部摩擦角分布
図－4.29 コアの物性値の深度方向分布
(2) 三軸試験結果
応力ひずみ関係と応力経路の図を以下に示す。内部摩擦角φ’は応力経路図で求められ
る限界応力比 M から算出する。三軸試験結果の平均を内部摩擦角とした。
応力経路の図から破壊線の傾き（Ｍ）を求め，以下の関係式よりφ’を算出した。
'sin3
'sin6


M
      
M6
3M
sin ’より
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(a)応力ひずみ関係と有効応力経路（コア１）
(b)応力ひずみ関係と有効応力経路（コア２）
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(c)応力ひずみ関係と有効応力経路（コア３）
(d)応力ひずみ関係と有効応力経路（コア４）
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(e)応力ひずみ関係と有効応力経路（コア５）
図－4.30 コアの応力ひずみ関係と応力経路（三軸試験結果）
コア材の限界応力比 M とφ’の結果一覧を表－4.1 に示す。解析用の定数として平均値
を用いた。
表－4.1 コア材の内部摩擦角と限界応力比
4.5.2 細粒フィルター
(1) 深度分布図
現場で実施した品質管理試験のうち，入力定数の設定に必要な項目について，以下の項
目を標高方向の分布図として以下にまとめた。図中に平均値と±１σの値を同時に示す。
今回の解析では平均値を用いた。
(a) 乾燥密度
(b) 湿潤密度
(c) 透水係数
(d) 間隙比（ e）  1
d
bGe
ρ
とした。（Gｂ：合成絶乾比重，ρ d：乾燥密度）
(e) 合成絶乾比重
1 2 3 4 5 平均
内部摩擦角φ’(Deg) 43.6 42.6 42.6 40.7 40.7 42.1
限界応力比　M 1.791 1.750 1.750 1.666 1.666 1.725
p'-q図より
求めた値
項目
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(f) 飽和度（S r）
bd
r
G
w
S
11 

ρ
とした。（ｗ：含水比）
(g) 内部摩擦角
(a)乾燥密度分布     (b)湿潤密度分布   (c)透水係数分布
(d)間隙比分布    (e)合成絶乾比重分布    (f)飽和度分布
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(g)内部摩擦角分布
図－4.31 細粒フィルターの物性値の深度方向分布
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(2) 三軸試験結果
(a)応力ひずみ関係と応力経路 (細粒ﾌｨﾙﾀｰ 1) (b)応力ひずみ関係と応力経路 (細粒ﾌｨﾙﾀｰ 2)
(c)応力ひずみ関係と応力経路（細粒ﾌｨﾙﾀｰ 3）
図－4.32 細粒フィルターの応力ひずみ関係と応力経路（三軸試験結果）
細粒フィルターの限界応力比 M とφ’の結果一覧を表－4.2 に示す。
表－4.2 細粒フィルターの内部摩擦角と限界応力比
1 2 3 平均
内部摩擦角φ’(Deg) 48.6 39.2 48.6 45.4
限界応力比　M 2.000 1.600 2.000 1.867
項目
p'-q図より
求めた値
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4.5.3 粗粒フィルター
(1) 深度分布図
現場で実施した品質管理試験のうち，入力定数の設定に必要な項目について，以下の項
目を標高方向の分布図として以下にまとめた。図中に平均値と±１σの値を同時に示す。
今回の解析では平均値を用いた。
(a) 乾燥密度
(b) 湿潤密度
(c) 透水係数
(d) 間隙比（ e）  1
d
bGe
ρ
とした。（G b：合成絶乾比重，ρ d：乾燥密度）
(e) 合成絶乾比重
(f) 飽和度（S r）
bd
r
G
w
S
11 

ρ
とした。（ｗ：含水比）
(g) 内部摩擦角
(a)乾燥密度分布      (b)湿潤密度分布      (c)透水係数分布
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(d)間隙比分布      (e)合成絶乾比重分布    ( f)飽和度数分布
(g)内部摩擦角分布
図－4.33 粗粒フィルターの物性値の深度方向分布
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(2) 三軸試験結果
(a)応力ひずみ関係と応力経路（粗粒ﾌｨﾙﾀｰ 1） (b)応力ひずみ関係と応力経路（粗粒ﾌｨﾙ
ﾀｰ 2）
(c)応力ひずみ関係と応力経路 (粗粒ﾌｨﾙﾀｰ 3)
図－4.34 粗粒フィルターの応力ひずみ関係と応力経路（三軸試験結果）
粗粒フィルターの限界応力比 M とφ’の結果一覧を表－4.3 に示す。
表－4.3 粗粒フィルターの内部摩擦角と限界応力比
1 2 3 平均
内部摩擦角φ’(Deg) 49.8 47.4 45.0 47.4
限界応力比　M 2.050 1.950 1.850 1.95
項目
p'-q図より
求めた値
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4.5.4 ロックⅠの試験結果
(1) 深度分布図
現場で実施した品質管理試験のうち，入力定数の設定に必要な項目について，以下の項
目を標高方向の分布図として以下にまとめた。図中に平均値と±１σの値を同時に示す。
今回の解析では平均値を用いた。
(a) 乾燥密度
(b) 湿潤密度
(c) 透水係数
(d) 間隙比（ e）  1
d
bGe
ρ
とした。（G b：合成絶乾比重，ρ d：乾燥密度）
(e) 合成絶乾比重
(f) 飽和度（S r）
bd
r
G
w
S
11 

ρ
とした。（ｗ：含水比）
(g) 内部摩擦角
(a)乾燥密度分布      (b)湿潤密度分布      (c)透水係数分布
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(d)間隙比分布     (e)合成絶乾比重分布    (f)飽和度分布
(g)内部摩擦角分布
図－4.35 ロックⅠの物性値の深度方向分布
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(2) 三軸試験結果
(a)応力ひずみ関係と応力経路 (ﾛｯｸⅠ 1)  (b)応力ひずみ関係と応力経路 (ﾛｯｸⅠ 2)
(c)応力ひずみ関係と応力経路 (ﾛｯｸⅠ 3)
図－4.36 ロックⅠの応力ひずみ関係と応力経路（三軸試験結果）
ロックⅠの限界応力比 M とφ’の結果一覧を表－4.4 に示す。
表－4.4 ロックⅠの内部摩擦角と限界応力比
1 2 3 平均
内部摩擦角φ’(Deg) 46.2 48.6 48.6 47.8
限界応力比　M 1.900 2.000 2.000 1.967
項目
p'-q図より
求めた値
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4.5.5 ロックⅡの試験結果
(1) 深度分布図
現場で実施した品質管理試験のうち，入力定数の設定に必要な項目について，以下の項
目を標高方向の分布図として以下にまとめた。図中に平均値と±１σの値を同時に示す。
今回の解析では平均値を用いた。
(a) 乾燥密度
(b) 湿潤密度
(c) 透水係数
(d) 間隙比（ e）  1
d
bGe
ρ
とした。（G b：合成絶乾比重，ρ d：乾燥密度）
(e) 合成絶乾比重
(f) 飽和度（S r）
bd
r
G
w
S
11 

ρ
とした。（ｗ：含水比）
(g) 内部摩擦角
(a)乾燥密度分布      (b)湿潤密度分布       (c)透水係数分布
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(d)間隙比分布    (e)合成絶乾比重分布    (f)飽和度分布
(g)内部摩擦角分布
図－4.37 ロックⅡの物性値の深度方向分布
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(2) 三軸試験結果
(a)応力ひずみ関係と応力経路 (ﾛｯｸⅡ 1)   (b)応力ひずみ関係と応力経路 (ﾛｯｸⅡ 2)
(c)応力ひずみ関係と応力経路 (ﾛｯｸⅡ 3)   (d)応力ひずみ関係と応力経路 (ﾛｯｸⅡ 4)
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(e)応力ひずみ関係と応力経路 (ﾛｯｸⅡ 5)   ( f)応力ひずみ関係と応力経路 (ﾛｯｸⅡ 6)
(g)応力ひずみ関係と応力経路 (ﾛｯｸⅡ 7)
図－4.38 ロックⅡの応力ひずみ関係と応力経路（三軸試験結果）
ロックⅡの限界応力比 M とφ’の結果一覧を表－4.5 に示す。
表－4.5 ロックⅡの内部摩擦角と限界応力比
1 2 3 4 5 6 7 平均
内部摩擦角φ’(Deg) 46.1 43.8 46.1 47.4 47.4 53.6 49.8 47.7
限界応力比　M 1.900 1.800 1.900 1.950 1.950 2.200 2.050 1.964
項目
p'-q図より
求めた値
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4.5.6 ロックⅡ－①の試験結果
(1) 深度分布図
現場で実施した品質管理試験のうち，入力定数の設定に必要な項目について，以下の項
目を標高方向の分布図として以下にまとめた。図中に平均値と±１σの値を同時に示す。
今回の解析では平均値を用いた。
(a) 乾燥密度
(b) 湿潤密度
(c) 透水係数
(d) 間隙比（ e）  1
d
bGe
ρ
とした。（G b：合成絶乾比重，ρ d：乾燥密度）
(e) 合成絶乾比重
(f) 飽和度（S r）
bd
r
G
w
S
11 

ρ
とした。（ｗ：含水比）
(g) 内部摩擦角
(a)乾燥密度分布      (b)湿潤密度分布      (c)透水係数分布
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(d)間隙比分布    (e)合成絶乾比重分布    (f)飽和度分布
(g)内部摩擦角分布
図－4.39 ロックⅡ－①の物性値の深度方向分布
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(2) 三軸試験結果
(a)応力ひずみ関係と応力経路 (ﾛｯｸⅡ -① 1)    (b)応力ひずみ関係と応力経路 (ﾛｯｸⅡ -① 2)
(c)応力ひずみ関係と応力経路 (ﾛｯｸⅡ -① 3)   (d)応力ひずみ関係と応力経路 (ﾛｯｸⅡ -① 4)
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(e)応力ひずみ関係と応力経路 (ﾛｯｸⅡ -① 5)   (f)応力ひずみ関係と応力経路（ﾛｯｸⅡ -① 6）
(g)応力ひずみ関係と応力経路 (ﾛｯｸⅡ -① 7)    (h)応力ひずみ関係と応力経路 (ﾛｯｸⅡ -① 8)
図－4.40 ロックⅡ－①の応力ひずみ関係と応力経路（三軸試験結果）
ロックⅡ－①の限界応力比 M とφ’の結果一覧を表－4.6 に示す。
表－4.6 ロックⅡ－①の内部摩擦角と限界応力比
1 2 3 4 5 6 7 8 平均
内部摩擦角φ’(Deg) 49.8 43.8 45.0 42.6 43.2 42.6 42.6 43.8 44.2
限界応力比　M 2.050 1.800 1.850 1.750 1.775 1.750 1.750 1.800 1.816
項目
p'-q図より
求めた値
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4.6 動態解析のための試験
動態解析を行うにあたり，各種物性値を厳密に求めることが重要である。一般に，品質
管理試験などでは，ばらつきや不明確な部分について安全側となるように物性値が求めら
れる。ここでは，フィルダム堤体の実挙動をできるだけ正確に予測するために特に重要な
項目について，厳密な試験を実施し各材料の物性値を求めた。
4.6.1 追加試験内容
(1) 試験項目
試験項目一覧表を表－4.7 に示す。対象材料は，コア材，Ⅱ -①材，内部ロック材の 3 材
料である。外部ロック材は，体積が少ないので省略した。また，フィルター材は採取不可
能であった。試験項目は，三軸圧密透水試験，三軸等方圧縮試験，三軸等体積排水せん断
試験，浸水沈下試験である。
それぞれの供試体寸法は，コア材における三軸圧密透水試験が直径 100mm×高さ 50mm，
浸水沈下試験が直径 300mm×高さ 350mm，その他の三軸試験が直径 300mm×高さ 600mm
である。
表－4.7 試験項目一覧表
表－4.8 供試体の作製条件
試験項目 材　料 試験条件 数量 パラメータ
③三軸等体積
　排水せん断試験
（φ300mm×H600mm ）
Ⅱ-①材
σv(100kPa)
σv(400kPa)
σv(1600kPa)
全3ｹｰｽ σv～εv関係e～logσv関係
σc=30 ～ 800 ～ 30kPa
（各ステップへ圧密→透水）
σv～εv関係
e～logσv関係
e～logP関係
λ，κ
④浸水沈下試験
（φ30mm×H350mm ）
内部ロック材
σv(100kPa)
σv(500kPa)
σv(2000kPa)
全3ｹｰｽ
e～logP関係
λ，κ
コア材 2ケース e～logP関係λ，κ，λk
②三軸等方圧縮試験
（φ300mm×H600mm ）
Ⅱ-①材 σc=20 ～ 1600 ～ 20kPa 2ケース
内部ロック材 σc=20 ～ 1600 ～ 20kPa 2ケース
①三軸圧密透水試験
（φ100mm×H50mm ）
コア材 σc 0 =100 ， 1000kPa 全2ｹｰｽ p～q関係Ｍ
内部ロック材 σc 0 =100 ， 1000kPa 全2ｹｰｽ p～q関係Ｍ
Ⅱ-①材 σc 0 =100 ， 1000kPa 全2ｹｰｽ p～q関係Ｍ
材　料　名 密　　度 含　水　比 粒度組成 締固め方法
コア材
（φ30cm）
堤体平均間隙比
（Dmax=63.5mmに換算）
堤体平均含水比
（Dmax=63.5mmに換算）
搬入試料の
Dmax=63.5mm頭切り粒度
振動ランマー
コア材
（φ10cm）
堤体平均間隙比
（Dmax=19.0mmに換算）
堤体平均含水比
（Dmax=19.0mmに換算）
搬入試料の
Dmax=19.0mm頭切り粒度
振動ランマー
Ⅱ-①材
（φ30cm）
堤体平均間隙比 堤体平均含水比
（Dmax=63.5mmに換算）
堤体平均粒度の
Dmax=63.5mm相似粒度
振動ランマー
内部ロック材
（φ30cm）
堤体平均間隙比 堤体平均含水比
（Dmax=63.5mmに換算）
堤体平均粒度の
Dmax=63.5mm相似粒度
振動ランマー
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表－4.9 供試体の設定方法
(2) 供試体の作成方法
フィルダム堤体における材料は，ロック材で最大粒径 1000mm，コア材で 150mm である。
一方，室内試験で実施可能な最大粒径は，直径 100mm の供試体で 19mm，直径 300mm の
供試体で 63.5mm であるので，堤体における密度をそのまま供試体とすることはできない。
そこで，それぞれの供試体作製方法を表－4.2 に示すようにした。コア材においては，粒
度組成を搬入試料の 63.5mm,または 19mm 以下の頭切り粒度とし，密度は，堤体における
平均乾燥密度と含水比より 63.5mm または 19mm 以下の粒径以下の間隙比および含水比を
求め，求められた含水比でその間隙比になるように供試体を作製した。内部ロック材とⅡ -
①材については，粒度組成が堤体における平均の粒度組成と相似粒度となるように粒度調
整を行い，堤体おける全粒径の間隙比と供試体の間隙比が一致するように供試体を作製し
た。具体的な設定値を表－4.9 に，粒度組成を図－4.41 に示す。
コア材
Dmax ρd ρd-63.5 ρd-19.0 w w-63.5 w-19.0 efull e-63.5 e-19.0 Gb Gb-63.5 Gb-19.0
現場(150㎜) 2.010 1.970 1.953 11.6 12.7 13.2 0.370 0.338 0.365 2.590 2.635 2.666
63.5㎜ － 1.926 － － 12.7 － － 0.338 － － 2.577 －
19㎜ － － 1.925 － － 13.2 － － 0.365 － － 2.627
内部ロック材
Dmax ρd ρd-63.5 w w-63.5 e e-63.5 Gb Gb-63.5
現場(1000㎜) 2.080 - 2.6 - 0.230 - 2.550 -
63.5㎜ － 2.050 － 2.6 － 0.230 － 2.523
Ⅱ-①材
Dmax ρd ρd-63.5 w w-63.5 e e-63.5 Gb Gb-63.5
現場(1000㎜) 2.030 - 3.9 - 0.230 - 2.500 -
63.5㎜ － 2.057 － 3.9 － 0.230 － 2.530
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図－4.41 粒度組成の設定
(a)コア材の粒度組成設定
(b)Ⅱ -①材の粒度組成設定
(c)内部ロック材の粒度組成の設定
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4.6.2 試験方法
(1) 三軸圧密透水試験
三軸圧密透水試験は，直径 100mm×高さ 50mm の供試体を用いて，図－4.42 に示す試験
装置により実施した。この試験装置は，三軸室内に内セルが設けてあり，供試体の体積変
化を内セルに満たした液位の変化により求めることが可能である。また，供試体内の体積
変化量や透水量は，電子天秤により計測可能である。試験は，まず，供試体を設置後，脱
気水により供試体を飽和した。その後，所定の拘束圧に上げて圧密を行い，一次圧密がほ
ぼ終了した段階で透水試験を行った。透水試験完了後次の拘束圧に上げて圧密をおこなっ
た。このような圧密，透水試験を繰返し，拘束圧が 800kPa に達してからは除荷をおこなっ
た。
圧密および透水試験の工程および時間は，表－4.10 に示す工程表の通りである。
図－4.42 三軸圧密透水試験機
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表－4.10 三軸圧密透水試験工程
(2) 三軸等方圧縮試験
三軸等方圧縮試験は，図－4.43 に示す大型三軸試験機（供試体寸法直径 300mm×高さ
600mm）を用いて，等方拘束圧で圧密載荷および除荷をおこなった。
図－4.43 大型（供試体寸法直径 300mm×高さ 600mm）三軸試験機
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(3) 三軸等体積排水せん断試験
三軸等体積排水せん断試験は，前述の図－4.42 に示す大型の三軸試験機を用いた。供試
体を試験機に設置後，供試体を飽和し所定の拘束圧で圧密を行った。その後，排水条件で
軸ひずみを 0.01%/min 以下の載荷速度で軸ひずみが 16%程度になるまでせん断を行なった。
せん断試験中は，供試体からの排水量が常にゼロを保つように拘束圧を調整した。
なお，コア材については透水性が低く，拘束圧が 1000kPa では排水状態の試験が不可能
であったので，非排水条件の等体積せん断試験をおこなった。
(4) 浸水沈下試験
浸水沈下試験は，図－4.44 に示す試験装置を用いた。試料を試験用モールドに投入し所
定の密度になるまで締固めた後，所定の荷重まで上載圧を載荷した。このとき，上載圧は
段階的に載荷した。所定の上載圧で載荷後，モールド下部より水道水を流し込み，これに
伴う沈下量を計測した。
図－4.44 浸水沈下試験
上載圧
供試体
変位計変位計
排水
供給水
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4.6.3 三軸圧密透水試験結果
(1) コア材
図－4.45 に三軸圧密試験における排水量の時刻歴を示す。2000 分程度で一次圧密が終
了していることがわかる。コア材の圧密透水試験より求められたケース１と２の e-logp 関
係を図－4.46 に示す。ケース２の方がやや間隙比が小さいが，膨潤指数κ，圧縮指数λ，
等価先行圧縮応力 pc は，両者でほぼ同じ値が得られている。
図－4.45 コア材三軸圧密試験における排水量の一例
図－4.46 コア材三軸圧密試験結果
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図－4.47 コア材の間隙比と透水係数の関係
図－4.48 コア材の間隙比と透水係数の関係における既往研究成果 5)との比較
図－4.47 に圧密透水試験より求められた間隙比と透水係数の関係を示す。ケース１およ
び２ともほぼ同じ値が求められている。図－4.48 に同じ関係における既往の研究成果との
比較を示す。実験結果の透水係数が 1×10 -7cm/s とかなり小さな値となっているが，既往の
研究成果と比較すると，間隙比との関係においてほぼ整合していることがわかる。
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4.6.4 三軸等方圧縮試験結果
(1) 内部ロック材
内部ロック材の各拘束圧の等方圧縮過程における排水量の径時変化を図－4.49 に示す。
いずれの拘束圧においてもほぼ一次圧密が終了していることがわかる。
内部ロック材の e-logp 関係を図－4.50 に示す。ケース No.1 と No.2 でほぼ同じ結果が得
られていることがわかる。
(a)No.1
(b)No.2
図－4.49 内部ロック材の等方圧縮過程における排水量の径時変化
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図－4.50 内部ロック材の e-logp 関係
(2) Ⅱ -①材
Ⅱ -①材の e-logp 関係を図－4.51 に示す。ケース No.1 と No.2 でほぼ同じ結果が得られ
ていることがわかる。
図－4.51 Ⅱ-①材の e-logp 関係
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4.6.5 三軸等体積排水せん断試験結果
(1) コア材
図－4.52 に軸ひずみと軸差応力，平均有効主応力，体積ひずみ（過剰間隙水圧）関係
を示す。拘束圧 1000kPa の試験は，排水条件の試験が実施できなかったので，非排水条件
で等体積せん断試験をおこなった。体積ひずみは概ね 0.01%以下で変動しており，等体積
をほぼ満足していることがわかる。
図－4.53 に応力経路図を示す。この図より図中に示すように限界応力比を求めた。
(a)拘束圧 100kPa
(b)拘束圧 1000kPa
図－4.52 コア材の軸ひずみと軸差応力，平均有効主応力，
体積ひずみ（過剰間隙水圧）関係
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図－4.53 コア材の応力経路
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(2) 内部ロック材
図－4.54 に軸ひずみと軸差応力，平均有効主応力，体積ひずみ関係を示す。拘束圧 100kPa
の試験では，体積ひずみが 0.05%程度発生しているが，その他や 1000kPa の試験では 0.01%
以下に制御され等体積条件をほぼ満足していることがわかる。
図－4.55 に応力経路図を示す。この図より図中に示すように限界応力比を求めた。
(a)拘束圧 100kPa
(b)拘束圧 1000kPa
図－4.54 内部ロック材の軸ひずみと軸差応力，平均有効主応力，
体積ひずみ関係
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図－4.55 内部ロック材の応力経路
0
1000
2000
3000
4000
0 1000 2000 3000 4000
平均有効主応力　p'(kPa)
軸
差
応
力
　
q(
kP
a)
σo= 1 0 0kPa
σo= 1 0 00 kPa
破壊線
σo= 1 0 0kPa(2 % ピッ チ)
σo= 1 0 00 kPa(2 % ピッ チ)
M=2.125
φ’=51.7°
(品質管理平均値：φ '=42.9°)
εa100k Pa=14.7%
εa1000kPa=14.2%
内部ロック材
146
(3) Ⅱ -①材
図－4.56 に軸ひずみと軸差応力，平均有効主応力，体積ひずみ関係を示す。体積ひずみ
が 0.01%程度以下に制御され等体積条件をほぼ満足していることがわかる。
図－4.57 に応力経路図を示す。この図より図中に示すように限界応力比を求めた。
(a)拘束圧 100kPa
(b)拘束圧 1000kPa
図－4.56 Ⅱ-①材の軸ひずみと軸差応力，平均有効主応力，
体積ひずみ関係
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図－4.57 Ⅱ-①材の応力経路
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4.6.6 浸水試験結果
(1) 内部ロック材
内部ロック材の各載荷実施前の変位量の径時変化を図－4.58 に示す。いずれの載荷ステ
ップにおいても，2 分経過後には概ね一次圧縮が終了している。
図－4.59 に各上載圧における浸水沈下時の沈下量の径時変化を示す。この図より最終沈
下量を読み取り浸水沈下による軸ひずみを求めた。
図－4.60 に上載圧と浸水沈下による軸ひずみの関係を示す。浸水沈下試験時には載荷時
にモールド側面の摩擦の影響で軸ひずみを過小評価する可能性がある。そこで，供試体の
層厚を種々変えて試験を実施した。直径 /層厚比と浸水時の軸ひずみの関係を図－4.61 に示
す。直径 /層厚比が大きいほど軸ひずみが大きく，モールド側面の摩擦の影響があることが
わかる。この関係より，半無限地盤における一次元的な軸ひずみを外挿して求めるとε
vs=0.86%となった。
(a)100kPa 載荷時
(b)500kPa 載荷時
　ス テップご との変位量（ 0kPa-100kPa)
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(c)1600kPa 載荷時
図－4.58 内部ロック材浸水沈下試験前各ステップの変位量
図－4.59 内部ロック材浸水沈下量
図－4.60 内部ロック材の上載圧と浸水沈下によるひずみの関係
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図－4.61 内部ロック材の浸水沈下試験における直径/層厚比と
浸水沈下軸ひずみの関係
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(2) Ⅱ -①材
内部ロック材と同様に図－4.62～図－4.64 にⅡ -①材の浸水沈下結果を示す。
(a)100kPa 載荷時
(b)400kPa 載荷時
(c)1600kPa 載荷時
図－4.62 Ⅱ-①材浸水沈下試験前各ステップの変位量
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図－4.63 Ⅱ-①材浸水沈下量
図－4.64 Ⅱ-①材の上載圧と浸水沈下によるひずみの関係
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4.6.7 追加試験結果から求められたパラメータ
追加試験結果より得られたパラメータをまとめて表－4.11 に示す。
表－4.11 追加試験結果から求められたパラメータ
       コア材     内部ロック材        Ⅱ-①材
No.L No.R No.1 No.2 No.1 No.2
膨潤指数  κ 0.0156 0.013 0.0033 0.0023 0.0022 0.0021
圧縮指数 λ 0.0273 0.0248 0.0235 0.0255 0.0206 0.0317
等価先行圧縮応力 pc kPa 120 110 600 600 700 800
透水係数初期間隙比 e0 0.381 0.369
初期透水係数 k0 cm/s 4.5×10
-8 4.4×10-8
透水係数の変化率 λk 0.063 0.067
限界応力比 Μ 1.95 2.13 2.08
内部摩擦角 φ' Deg 47.4 51.7 50.4
浸水沈下係数 Ks 0.000108 (0.00043) 0.0000235
浸水沈下係数Ks：εvs=Ksσv
()内は，半無限地盤の浸水沈下係数を推定したい値
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4.7 物性値の設定
検討は堤体の盛立てがほぼ終了した時点から始め，得られたデータから順次，解析に用
いる物性値を設定し，変更していきながら精度の向上を目指した。まず，施工中の品質管
理試験や埋設計器による計測データから物性値を設定した。次に，コアとロック材料の詳
細な室内試験を実施して物性値を設定した。最後に，詳細な追加試験により求めることが
できなかったパラメータを計測データとの整合を図るように物性値を設定した。順次設定
した物性値を記す。
CASE-1 :現場計測および品質管理試験
埋設計器の計測結果および品質管理データの分析により得られた物性値を使用する。表
－4.12 に物性値の一覧，表－4.13 にその物性値の決定方法について示す。
CASE-2 :追加試験
今回，新たに実施した室内土質試験により得られた物性値を使用する。
表－4.14 に物性値の一覧を示す。
CASE-4 : CASE-2 より一部変更
CASE-2 で使用した物性値の一部を変更し，解析結果と現場計測値が近づくようにトラ
イアル計算を実施した。変更した定数を以下に示す。
・コアの透水係数を k=1.19E-06(cm/s)  とする。（CASE-1 の値）
・コアの透水係数の変化率 :λ k=0.065 ⇒0.010
・コアの先行圧縮応力 :pc=120(kPa) ⇒200(kPa)
・コアの圧縮指数λを 1/2 とする。
・細粒フィルター，粗粒フィルターの圧縮指数λを 1/3 とする。
・グラウトの透水係数 :k=2.74E-08(cm/s)  ⇒ 2.74E-09(cm/s)
最終的に決定した物性値を表－4.15 に示す。
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表－4.12 CASE-1 :現場計測および品質管理試験 物性値
表－4.16 CASE-1 のパラメータの決定方法
コ　ア 細粒ﾌｨﾙﾀｰ 粗粒ﾌｨﾙﾀｰ ロックⅡ ロックⅡ-① ロックⅠ 基礎岩盤 グラウト
2.246 2.294 2.201 2.130 2.113 2.109 2.200 2.200
0.287 0.212 0.200 0.224 0.229 0.282 － －
120 170 270 320 240 340 － －
0.025 0.0076 0.0075 0.024 0.0136 0.027 － －
0.0016 0.0011 0.0022 0.0019 0.0018 0.0021 － －
42.1 45.4 47.4 47.8 47.7 44.2 － －
－ － － － － － 2.75E+06 2.75E+06
(m/day) 1.03E-03 2.28E+00 1.76E+01 5.58E+01 4.62E+01 9.16E+01 1.04E-02 2.37E-05
(cm/s) 1.19E-06 2.64E-03 2.04E-02 6.46E-02 5.35E-02 1.06E-01 1.20E-05 2.74E-08
21.4 - - - - - － －
0.0105 0.0029 0.0023 0.0092 0.0049 0.0107 － －
0.936 0.855 0.707 0.921 0.868 0.922 － －
1.73 1.87 1.95 1.97 1.96 1.82 － －
0.346 0.311 0.310 0.309 0.309 0.312 0.3 0.3
0.530 0.451 0.449 0.448 0.448 0.453 － －
1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 － －
9.3 9.7 9.0 8.5 8.3 8.3 － －
12.8 17.5 30.0 37.8 28.8 40.9 － －
1.685 2.048 2.731 3.084 2.668 3.198 － －
9.71E-04 3.14E-04 3.13E-04 9.80E-04 5.53E-04 1.05E-03 － －
0.025 0.0076 0.0075 0.024 0.0136 0.027 － －
　　※今回の解析は、透水係数の変化率λkを考慮していない。
 湿潤密度 ρt (ｔ/m
3
)
先行時の間隙比　e0
先行圧縮応力　Ｐc(kPa)
圧縮指数λ
膨潤指数κ
内部摩擦角　φ’（°）
ﾔﾝｸﾞ係数　E(ｋPa)
透水係数
ｋ
塑性指数　IP
ﾀﾞｲﾚﾀﾝｼｰ係数　D
非可逆比　Λ
限界応力比　M
ポアソン比　ν'
先行時の静止土圧係数K0
盛り立て要素の厚さ(m)
有効上載圧　σvi’(kPa)
過圧密比　OCR
原位置土圧係数　Ki
二次圧密係数　α
透水係数の変化率　λk
  パラメーターの決定方法
　品質管理試験（堤体），事前調査資料（基礎岩盤）
　ｅ-log p 曲線により算定
　層別沈下計の計測結果（コアとロックⅡとロックⅡ-①）
　三軸試験結果（フィルター）
　ｓｉｎφ’＝3M/(6+M)（コア），CD試験結果（ﾌｨﾙﾀｰ,ﾛｯｸ）
　岩盤変位計計測結果
(m/day) 　現場透水試験（堤体），ルジオン値（基礎岩盤，ｸﾞﾗｳﾄ部）
(cm/s) 　１Lｕ＝1.3×10
-7
m/s，ｸﾞﾗｳﾄ部は試験結果の1/100とした
　試験結果（コア）
　D＝(λ-κ)/M(1+e0)
　Λ＝1-κ/λ
  応力経路（コア），M＝6sinφ'/（3-sinφ')　(ﾌｨﾙﾀｰ,ﾛｯｸ）
  ν'＝K0/(1+K0) (堤体），　事前調査（岩盤）
  K0＝0.44＋0.42Ｉp×10
-2，ｓｉｎφ’＝0.81-0.233logＩｐ
　OCR＝pc/σvi’
　Ki＝K0(OCR)
0.54exp(-Ip/122) ，ｓｉｎφ’＝0.81-0.233logＩｐ
　αe＝0.05λ，α＝αe/(1＋ｅ）
　λk＝λ
過圧密比　OCR
原位置土圧係数　Ki
二次圧密係数　α
透水係数の変化率　λk
ポアソン比　ν'
先行時の静止土圧係数K0
盛り立て要素の厚さ(m)
有効上載圧　σvi’(kPa)
塑性指数　IP
ﾀﾞｲﾚﾀﾝｼｰ係数　D
非可逆比　Λ
限界応力比　M
膨潤指数κ
内部摩擦角　φ’（°）
ﾔﾝｸﾞ係数　E(ｋPa)
透水係数
ｋ
 湿潤密度 ρt (ｔ/m3)
先行時の間隙比　e0
先行圧縮応力　pc(kPa)
圧縮指数λ
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表－4.14 CASE-2 :追加試験 物性値
表－4.15 解析に用いた物性値
コ　ア 細粒ﾌｨﾙﾀｰ 粗粒ﾌｨﾙﾀｰ ロックⅡ ロックⅡ-① ロックⅠ 基礎岩盤 グラウト
2.246 2.294 2.201 2.130 2.113 2.109 2.200 2.200
0.365 0.148 0.185 0.23 0.23 0.282 － －
120 470 500 280 200 500 － －
0.026 0.026 0.026 0.024 0.026 0.0846 － －
0.0035 0.0022 0.0022 0.0028 0.0022 0.0021 － －
47.4 50.8 51.6 51.7 50.4 50 － －
－ － － － － － 2.75E+06 2.75E+06
(m/day) 3.63E-05 2.28E+00 1.76E+01 5.58E+01 4.62E+01 9.16E+01 1.04E-02 2.37E-05
(cm/s) 4.20E-08 2.64E-03 2.04E-02 6.46E-02 5.35E-02 1.06E-01 1.20E-05 2.74E-08
21.4 1.4 1.3 1.3 1.5 1.5 － －
0.0085 0.0099 0.0095 0.0081 0.0093 0.0312 － －
0.865 0.915 0.915 0.883 0.915 0.975 － －
1.95 2.09 2.12 2.13 2.08 2.06 － －
0.346 0.308 0.308 0.308 0.308 0.308 0.3 0.3
0.530 0.446 0.445 0.445 0.446 0.446 － －
1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 － －
9.3 9.7 9.0 8.5 8.3 8.3 － －
12.8 48.4 55.5 33.0 24.0 60.1 － －
1.685 3.538 3.805 2.884 2.428 3.962 － －
9.52E-04 1.13E-03 1.10E-03 9.76E-04 1.06E-03 3.30E-03 － －
0.065 0.026 0.026 0.024 0.026 0.0846 － －
　　※今回の解析は、透水係数の変化率λkを考慮していない。
過圧密比　OCR
原位置土圧係数　Ki
二次圧密係数　α
透水係数の変化率　λk
ポアソン比　ν'
先行時の静止土圧係数K0
盛り立て要素の厚さ(m)
有効上載圧　σvi’(kPa)
塑性指数　IP
ﾀﾞｲﾚﾀﾝｼｰ係数　D
非可逆比　Λ
限界応力比　M
膨潤指数κ
内部摩擦角　φ’（°）
ﾔﾝｸﾞ係数　E(ｋPa)
透水係数
ｋ
 湿潤密度 ρt (ｔ/m
3
)
先行時の間隙比　e0
先行圧縮応力　Ｐc(kPa)
圧縮指数λ
コ　ア 細粒ﾌｨﾙﾀｰ 粗粒ﾌｨﾙﾀｰ ロックⅡ ロックⅡ-① ロックⅠ 基礎岩盤 グラウト
2.246 2.294 2.201 2.130 2.113 2.109 2.200 2.200
0.365 0.148 0.185 0.23 0.23 0.282 － －
200 470 500 280 200 500 － －
0.0130 0.0087 0.0087 0.024 0.026 0.0846 － －
0.0035 0.0022 0.0022 0.0028 0.0022 0.0021 － －
47.4 50.8 51.6 51.7 50.4 50 － －
－ － － － － － 2.75E+06 2.75E+06
(m/day) 1.03E-03 2.28E+00 1.76E+01 5.58E+01 4.62E+01 9.15E+01 1.04E-02 2.37E-06
(cm/s) 1.19E-06 2.64E-03 2.04E-02 6.46E-02 5.35E-02 1.06E-01 1.20E-05 2.74E-09
21.4 - - - - - － －
0.0036 0.0027 0.0026 0.0081 0.0093 0.0312 － －
0.731 0.746 0.746 0.883 0.915 0.975 － －
1.95 2.09 2.12 2.13 2.08 2.06 － －
0.346 0.308 0.308 0.308 0.308 0.308 0.3 0.3
0.530 0.446 0.445 0.445 0.446 0.446 － －
1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 － －
9.3 9.7 9.0 8.5 8.3 8.3 － －
21.4 48.4 55.5 33.0 24.0 60.1 － －
2.124 3.538 3.805 2.884 2.428 3.962 － －
4.76E-04 3.77E-04 3.66E-04 9.76E-04 1.06E-03 3.30E-03 － －
0.010 0.0087 0.0087 0.024 0.026 0.0846 － －
過圧密比　OCR
原位置土圧係数　Ki
二次圧密係数　α
透水係数の変化率　λk
ポアソン比　ν'
先行時の静止土圧係数K0
盛り立て要素の厚さ(m)
有効上載圧　σvi’(kPa)
塑性指数　IP
ﾀﾞｲﾚﾀﾝｼｰ係数　D
非可逆比　Λ
限界応力比　M
膨潤指数κ
内部摩擦角　φ’（°）
ﾔﾝｸﾞ係数　E(ｋPa)
透水係数
ｋ
 湿潤密度 ρt (ｔ/m
3
)
先行時の間隙比　e0
先行圧縮応力　pc(kPa)
圧縮指数λ
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4.8 築堤時，湛水時の動態解析結果と実測値の比較および水理的安定性の評価
図－4.65 に盛立時の間隙水圧，鉛直変位および土圧の径時変化図を示す。ここでの図は
コアの中心部付近で変位や間隙水圧の挙動が顕著である図－4.7 に示す EL210ｍ ,250m の
計測点での比較である。間隙水圧は盛立て時に上昇し，放置により消散する傾向が確認で
きるが，実測値に比べて消散が早くなっている。これは，現場透水試験結果で得られた透
水係数が実際よりも若干大きめであることによるものと考えられる。
また，変位は盛立て時には急速に沈下し，放置時には間隙水圧の消散とともに緩やかに
沈下が継続している傾向や絶対値について解析値と実測値が十分な精度で一致することが
確認できる。解析で得られた有効鉛直土圧と間隙水圧を足し合わせた結果を土圧計の値と
比較したものも合わせて示す。土圧計の値は有効土被り圧の 40～ 80％程度で，図－4.67
に示すように有効鉛直土圧コンター（盛立て終了時）に示すようにフィルターへ応力が集
中し，コアでは応力が小さくなっていることが確認できる。
図－4.65 解析結果の経時変化図
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4.8.1 湛水時の間隙水圧，応力
コアの上流側に設置された計器位置での解析値と計測値の比較を図－4.66 に示す。間隙
水圧は，湛水初期では計測データに比べて解析値のほうが小さいが，満水位到達時には計
測値と解析値の差は解消される。
土圧は，解析値のほうが終始若干大きめであるが初期湛水完了まで比較的良好に再現で
きている。
図－4.66 湛水時を含む経時変化図（土圧）
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図－4.67 有効鉛直応力コンター図（盛立て終了時）
4.8.2 ハイドロリックフラクチャリングに対する安全性評価
コアの HF に対する安全性評価は次の 3 つの亀裂面に対して考えられる。
1)亀裂面 1：水平方向に発生する亀裂面
2)亀裂面 2：鉛直方向でダム軸に直角に発生する亀裂面
3)亀裂面 3：鉛直方向でダム軸に平行に発生する亀裂面
HF に対する安全性評価は図－4.68 に示す亀裂面 3 に対して安全性評価を行う。亀裂面 1
は鉛直方向であるため，亀裂面 3 より安全性は高くなる。また，亀裂面 2 に対して安全性
評価を行うためには三次元解析を行い，σ 2 を算出する必要があるが，堤頂長が堤高の 4
倍程度以上あれば，ほぼσ 2 とσ 3 は等しくなるという既往の研究結果があるため，本ダム
の検討においてはσ 3 の検討に含まれるものとした。
満水位到達時の解析結果から求めたコアゾーンの安全率コンターを図－4.69 に示す。実
測値と解析値から安全率が最も小さくなるのは，コア材の上流側表面で，高さは中央やや
下の位置である。このときの値は 1.2 以上を確保していることが分かる。また，解析結果
の計器位置での要素の安全率を図－4.70 に，土圧計と間隙水圧計より直接求めた安全率を
図－4.71 に示す。コアの上部での安全率は不飽和の影響などによりかなり違った値となる
が，その他の部分での値はほぼ同様の傾向となっている。
（×10kPa) 
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図－4.68 亀裂発生面模式図（仲野 10）に加筆）
亀裂面 ３
亀裂面 １
亀裂面 ２
σ1
σ2
σ3
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解析より求められる間隙水圧および有効応力より，ＨＦに対する安全率を計算する。
安全率の計算式は，次に示す，３つの計算方法により算出する。図－4.69 にサーチャー
ジ水位時におけるＨＦ安全率コンタ図と計測位置のＨＦ安全率を示す。
計算方法１
Ｆs＝σ 3/Δｕ
計算方法２
Ｆs＝σ 1/Δｕ
計算方法３
Ｆs＝σ 2/Δｕ
  図－4.69 湛水完了時の HF 安全率コンター図
ＨＦ安全率　計算方法： Ｆｓ=σ3/Δu　　（最小主応力/間隙水圧）
凡例
　最小主応力 σ3 (kPa)
　間隙水圧計 Δ ｕ (kPa)
　ＨＦ安全率
E.L.290m
E.L.270m
E.L.250m
E.L.230m
E.L.210m 1.74 2.31 4.34
1128 1027 1001
647 444 231
1.76 2.37 4.40
865 782 736
490 330 167
353 253 133
1.97 2.37 3.57
1.95 3.41
696 599 474
43
464 310
238 91
218
5
ＨＦ安全率　計算方法： Ｆｓ=σ1/Δu　　（最大主応力/間隙水圧）
凡例
　最大主応力 σ1 (kPa)
　間隙水圧計 Δｕ (kPa)
　ＨＦ安全率
E.L.290m
E.L.270m
E.L.250m
E.L.230m
E.L.210m
647 444 231
2.80 3.46 6.87
2.56 3.55 8.19
1810 1540 1583
1256 1169 1371
490 330 167
353 253 133
2.60 3.74 8.09
3.02 9.30
918 945 1074
91
719 846
238 91
458
5
ＨＦ安全率　計算方法： Ｆｓ=σｚ/Δu　　（ダム軸方向水平応力/間隙水圧）
凡例
　ダム軸方向応力σｚ (kPa)
　間隙水圧計 Δｕ (kPa)
　ＨＦ安全率
E.L.290m
E.L.270m
E.L.250m
E.L.230m
E.L.210m
207
5
41
472 350
238 91
1.99 3.84
672 585 492
353 253 133
1.90 2.32 3.71
892 814 707
490 330 167
1.82 2.47 4.22
1.98 2.40 4.23
1282 1067 975
647 444 231
Fsmin
=2.31
Fsmin
=1.26
Fsmin
=1.48
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     図－4.70 解析より求めた安全率 図－4.71 計測より求めた安全率
E.L.290m
E.L.270m
E.L.250m
E.L.230m
E.L.210m - 3.24
1.91 3.531.49
2.631.571.92
2.12
2.311.74 4.34
2.371.76 4.40
2.371.97 3.57
1.95 3.41
43.5
1.47
1.40 4.69
Ｆ s＝σ 1／ｕ
Ｆ s＝ σ 3／ ｕ
(鉛 直 土 圧 － 間 隙 水 圧 )×Ｋ 0＋ 間隙 水 圧
＝ ― ― ― ― ― ― ― ― ―― ― ― ― ―― ― ― ―
         間 隙水 圧
（ Ｋ 0： 静 止 土 圧 係 数 ＝ 0 .5 3）
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4.9 事前設計に用いる場合を想定した実務的な検討
摺上川ダムはセンターコア型のロックフィルダムで，コアの勾配が通常より若干急な
1:0.17 が採用されている。堤頂でのコア幅を一定とし，通常の 1:0.2 にコア勾配を変化させ，
同じ工程で盛り立てた場合の安全性について検討する。また，材料や転圧回数などを変化
させた場合として，フィルターの剛性を変化させた場合についても同様に検討する。検討
モデルは要素数，節点数とも 3000 程度の簡易なモデルにより行った。また，詳細なモデル
の検討により，盛り立て完了時の安全率の大小関係が湛水完了時にも同じになるため，解
析は盛立て完了時までとした。また，比較は亀裂面 3 を対象としたσ 3 での HF に対する安
全率として示す。
4.9.1 コアの勾配を変化させた場合
図－4.72 にコアの勾配を変化させた場合の比較を示す。これによると勾配が急な方が
HF に対する安全率は高い結果となった。これは，コアの体積が小さいため，同じ工程で盛
り立てた場合には間隙水圧の消散が早く，有効応力が大きくなっているためと考えられる。
図－4.71 コアの勾配を変化させた場合の HF に対する安全率
Fs min= 4.467 Fs min= 3.467
勾配1：0.17 勾配1：0.20
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4.9.2 フィルターの剛性を変化させた場合
図－4.72 にフィルターの剛性を変化させた場合の比較を示す。フィルター剛性について
は，剛性を小さくした場合にはコアの有効応力が増加し，安全性が向上するという結果を
予想したが，コアの有効応力より間隙水圧が増加し，そのため，わずかではあるが，フィ
ルターの剛性が小さい方が安全率は低下した。
図－4.72 フィルターの剛性を変化させた場合の HF コンター図
Fs min=4.467 Fs min=4.415
細粒470kPa
粗粒500kPa
細粒400kPa
粗粒400kPa
細粒300kPa
粗粒300kPa
Fs min=4.265
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4.10 結論
本章では，ロックフィルダムの築堤時から湛水時までの動態挙動を，設定した物性値に
より計測データと解析結果の比較において，実務で十分な精度であることが確認できた。
ここでは十分な室内試験を実施できなかったが，現場透水試験や粒度を限定した室内試験
のみから数値解析の物性値を表すのにやや課題も残った。今後，現場計測や室内試験の結
果からの予測精度を高めるため，補正法についても検討していくことが必要であると考え
る。
また，室内浸透破壊実験より材料の破壊強度の設定を行い，初期湛水過程におけるサー
チャージ水位時のフィルダムコアゾーンの HF の安全性を把握し，ここで用いた動態解析
の適用性の検討を行った。その結果，本手法を用いて HF に対して求めた安全率は最小で
も 1.2 を上回り，安全性を確認できた。
本章で行った手法のように，施工の各段階で動態解析により堤体各所の埋設計器などの
計測結果と整合が取れる場合には，その後の施工段階についても精度が高い予測を行うこ
とができるものと考えられる。それは設計時点では得られない，実大構造物の応答値と整
合が取れるからである。動態解析の有効性が示されたといえる。ただし，室内試験だけあ
るいは，試験施工を通じて，同じ手法を用いることで，設計時点においても従来より精度
の高い解析を行うことができ，本研究で示したような，ダムの形状に関しての検討や，ま
た，材料あるいは施工法についてこれらを解析に用いるパラメータに反映することでダム
の安全性が検討できる可能性を示した。
166
参考文献
1) 地盤の浸透破壊のメカニズムと評価手法に関する研究委員会： 4.浸透破壊試験 WG, 地
盤の浸透破壊のメカニズムと評価方法に関するシンポジウム発表論文集 , 地盤工学会 ,  
2002.
2)Sekiguchi, H. and Ohta, H. :Induced anisotoropy and time dependency in clay, 9 th ICSMFE, 
Tokyo, Proc. Speciality session 9, pp.229-239, 1977.
3)Arai,Y., Kinouchi,Y., Takeki,s., Numata,A., Fukushima,H., and Ohta,H. ： Estimation of 
Hydraulic Fractur ing Potential by Numerical Analysis in Rock-fill  Dam，Proceedings of the 
75th Annual Meeting of the International Committee on Large Dams，CD，Ⅲ -25，2007.
4)本山寛 ,沼田淳紀 ,荒井幸夫 ,太田秀樹： :中空円筒供試体を用いたフィルダムコア材の浸透
破壊実験，第 17 回ダム工学研究発表会講演集， pp.13-16，2006.
5) Walker, F. C. and Holtz, W. G: Control of embankment material by laboratory testing, Trans.  
ASCE, No.118, pp.1-25, 1953.
6) 田頭 秀和： 既往研究例による水圧破砕圧と最小拘束圧との関係を表す線形近似式の比
例定数および定数項の値について ,  地盤の浸透破壊のメカニズムと評価方法に関するシ
ンポジウム発表論文集 , 地盤工学会 , pp.141-148, 2002.
7)森吉昭・内田善久・下川洋司・吉越洋・石黒健・太田秀樹：中央土質遮水壁型ロックフ
ィルダムの湛水時安定解析，土木学会論文集，No.743/Ⅲ -64， pp.105-124，2003.
8) Iizuka, A. and Ohta, H. :A Determination Procedure of Input Parameters in  Elasto-visco 
Plastic Finite Element Analysis, Soils and Foundations, Vol.27, No.3,  pp.71-87, 1987.
9) 森 吉昭 ,  内田 善久 , 鶴田 滋 , 高橋 章 , 石黒 健 , 太田 秀樹 : 中央土質遮水壁型ロッ
クフィルダムの湛水時安定性評価 , 土木学会論文集 , No.764/Ⅲ -67, pp.69-84, 2004.
10) 仲野良紀：ハイドロリックフラクチャリングによる農業用フィルダムの内部浸透に関
する研究，No.03452270，岐阜大学報告書， 1994．
167
第5章 結論
本研究は，施工が終わった時点で実際の構造物が持つ健全性を，構造物ごとに違った手
法による動態解析を実施して評価したものである。大多数の設計基準が性能設計に移行し
ており，事前に行う設計では，確率論に基づいて，信頼性設計による方法などに進歩して
きているが，施工段階を経て初めて構造物の性能が確定することは自明のことである。設
計・施工の各段階が分離しているため，設計段階では一般的な流通性のある材料を用いて，
汎用性のある工法で，一般的な施工を行うことを想定せざるを得ないが，設計で用いた強
度定数などは，施工時には施工管理項目にはなっていないことも多い。
そのため，施工中や施工が終了した構造物が必要される性能を持っているかを把握する
ことが必要となる。本研究では，施工中の計測データをもとに構造物の健全性を評価し，
長期間その機能を維持するための性能を確認するための方法について，観測施工法が有効
であり，実際の施工を実物載荷試験と考え，最適な設計を実現する方法として動態解析を
示した。
設計，施工，維持管理，運営まで含めた発注形態になれば，当初の建設費用だけでなく，
維持補修，さらに補強などをその実施時期まで含めて検討するためには，本論文に書いて
いるような実際の施工終了時点の健全性を予測することが必要になるはずである。
ただし，こうした方法は，少なからず費用や労力がかかるため，すべての構造物に適用
するのは不可能であるが，重要な構造物や挙動の予測が難しい構造物など，特定の構造物
には適用できる。また，標準化を図るために抽出した場合などにも有効であると考えてい
る。
上記のことより，本論文で得られた結果を以下にまとめる。また，観測施工を行ってい
くうえでの問題点について私見も加えることとする。
第 1 章では，本研究の背景と目的および構成について示した。
第 2 章では，トンネルの計測管理およびトンネルの挙動予測法について示した。トンネ
ルでは施工中の設計変更は，工法の前提条件である。地山の状態や，支保工の観察，計測
結果から，対策工の有無や，対策工を実施する場合にはその方法を選定することが必要に
なる。まず，観察を中心としたトンネルの計測管理手法が日常の計測管理や変状を生じた
ときの対策工選定に有用であることを示し，統計的な手法に加えてファジィ推論を用いた
方法を加えることで，より判断が明確になることを示した。
解析的な手法による場合には将来予測も可能であり，施工法などの検討まで拡張できる。
しかし，トンネルの逆解析では境界条件や初期応力状態が明確でなく，施工の良否などと
いう施工前に確定できないものも，逆解析で求める初期応力や等価弾性係数に反映される
ため，近い将来の予測を行うには有用であるが，予測や将来の設計にそのまま用いること
はできないことを示した。
次に，せん断挙動が卓越するような実トンネルを例として，現場計測の結果を解析的に
評価する場合に，せん断剛性低下法を用いた数値シミュレーションによる動態解析を実施
した結果を示した。さらに，設計時点の解析モデルとしても用いることを想定して，力学
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的な根拠づけや，物性値を事前に得るための試験方法を検討した。そのために実施した室
内試験と模型実験およびその解析検討，さらにトンネルの現場で物性値を得るための原位
置試験機を開発した。
第 3 章では，地盤構造物で用いられるコンクリートの健全性に大きくかかわる，施工時
の温度ひび割れに関する研究として，マスコンクリートの代表的な構造物であるコンクリ
ートダムの温度ひび割れの検討を行った。計測データを，有限要素法による熱伝導解析に，
逆解析を組み込んだ動態解析により評価した。逆解析の方法は，非線形計画法の一つであ
る，Simplex 法を改良したものと，格子探査法を適用した。
まず，有限要素法を基にした逆解析手法により，簡易な試験装置による室内試験に適用
し，コンクリートの発熱特性など熱特性値さまざまな養生材料や養生方法を用いて実施し
た室内試験の熱境界特性値などを精度よく求めることができることを確認した。
次に実際の構造物であるダムのコンクリートにおいて，現場計測の評価に適用し，温度
計測の結果を逆解析し，コンクリートの発熱特性や養生面における熱伝達係数を同定した｡
その結果，精度よく温度分布を求めることができ，予測にも十分な精度が見込めることを
確認した。その際に湛水養生についての熱伝達係数が水の蒸発などの影響を含めて評価し
ていることや，日射や風速などの自然条件も含めて評価していることが分かった。そのた
め，別途，これらが熱伝達係数に与える影響を実験とその結果の逆解析による評価によっ
て確認した。
コンクリートの熱伝導解析において，すべてを一度に逆解析するのは無理があるにして
も，順次，求めていくことは可能であり，最終的には全てを逆解析により求められること
を示した。さらに，逆解析の結果からそのまま予測を行うことができることが分かった。
第 4 章では，ロックフィルダムの築堤時から湛水時までの動態挙動を，設定した物性値
により計測データと解析結果の比較において，実務で十分な精度であることが確認できた。
ここでは十分な室内試験を実施できなかったが，現場透水試験や粒度を限定した室内試験
のみから数値解析の物性値を表すのにやや課題も残った。今後，現場計測や室内試験の結
果からの予測精度を高めるため，補正法の検討も必要であると考える。
また，室内浸透破壊実験より材料の破壊強度の設定を行い，初期湛水過程におけるサー
チャージ水位時のフィルダムコアゾーンの HF の安全性を把握し，ここで用いた動態解析
の適用性の検討を行った。その結果，本手法を用いて HF に対して求めた安全率は最小で
も 1.2 を上回り，安全性を確認できた。
施工の各段階で動態解析により堤体各所の埋設計器などの計測結果と整合が取れる場合
には，その後の施工段階についても精度が高い予測を行うことができるものと考えられる。
それは設計時点では得られない，実大構造物の応答値と整合が取れるからである。動態解
析の有効性が示されたといえる。ただし，室内試験だけあるいは，試験施工を通じて，同
じ手法を用いることで，設計時点においても従来より精度の高い解析を行うことができ，
本研究で示したような，ダムの形状に関しての検討や，また，材料あるいは施工法につい
てこれらを解析に用いるパラメータに反映することでダムの安全性が検討できる可能性を
示した。
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本論文は，今後，性能設計を行っていくために，土構造物の主に施工中の計測データを
動態解析により，健全性を確認する手法を示した。各章ではそれぞれの手法の問題点を述
べているので，ここでは，すべての章を概観して課題を述べていくこととする。
調査・設計・施工・維持管理まで，極力連携して実施する体制が必要である。その際，
構造物の規模と重要度に応じて，観測施工を取り入れ，施工終了時点の性能を明確にし，
維持管理に引き継ぐ。
観測施工を取り入れる場合には，設計変更があるものとして，施工費の増減を考慮して
おくことが必要である。また，インセンティブの与え方も考慮しなければならない。設計
変更の可否の判断は，第三者によることが望ましいため，観測施工の結果判断を行うこと
ができる機関，あるいはドイツの Design Checker のような制度の整備が必要である。同時
に設計費の積算基準も整備する必要がある。
計測データの評価では高度な解析手法が用いられることが予想されるが，使用者は解析
コードの内容と限界を理解して適正に使えるかどうか確認できることが望ましい。
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付録－１ 既設の土構造物に対する地震時安定性評価の事例研究
1.1 概説
付録－１では，既設の土構造物に対する地震時安定性評価について示す。土構造物の性
能を評価する場合に，耐震性を評価することは避けられない。近年，立て続けに被害発生
地震が各地で起こっている。このような地震被害は地盤との関係があることが多く，地震
後の被害調査 1)を行うことで得られる。これまでも地震が発生する度に調査結果を積み重
ねることで，多くの知見が得られている。
土構造物への地震による被害発生は，基礎地盤の液状化による沈下による道路盛土や河
川堤防の沈下，盛土の大規模崩壊がある。前者は，東北地方太平洋沖地震のような海溝型
地震，または，直下型地震に対して平地部で起こりやすい。後者は，中越地震や能登半島
沖地震のような内陸直下型地震に対して，山間部の谷埋盛土などで起こりやすい。また，
照査は，前者は変形量の照査が主体であるのに対して，後者は安定性の照査が主体である。
安定性が失われた場合は大規模な崩壊となり，そこでは変形はあまり問題ではなくなって
くるからである。本章では，後者の場合における実際の高盛土の安定性に関して地震応答
解析による斜面安定検討を行った事例の研究を示す。通常，こうした事後検証は，崩壊し
た盛土に対して行うことが多いが，ここでは，周辺の道路用盛土などが崩壊しているにも
かかわらず，盛土の安定性が保たれていたため，耐震性の評価を行った。
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1.2 検討内容
新潟県中越地震（H16.10.23 発生，M6.8）の強震記録をもとに，震源近傍に位置する C
変電所高盛土法面安定解析を実施する。照査フローを図－付 1.1 に示す。
図－付 1.1 耐震性照査フロー図
ａ．既存資料の収集整理
（ａ）地震観測データ収集整理
新潟県中越地震の強震記録について，独立行政法人防災科学技術研究所の KiK-net 
等より，C 変電所近傍におけるデータを収集・整理した。
（ｂ）地質調査データ収集整理
別途提供される C 変電所の地質調査データ及び建設時の施工管理記録等を整理し，
START
検討位置および検討断面の設定
地層構成の設定
・人工：盛土，押え盛土，改良土
・自然：崖錘，基盤（泥岩）
解析モデルの作成
土質定数の設定
・静的(自重)解析 ：γt，Ｅ，ν
・動 的 解 析 ：Ｖs，Ｇ0，ｈ
材料非線形モデル
・盛土の安定性評価：ｃ，φ
入力地震動の作成
・観測波を用いて、距離減衰式による
振幅調整
盛土の固有周期の計算
入力データの作成
静的（自重）解析
動的非線形解析
直接積分による逐次応答解析
解析結果の妥当性の評価
解析結果の評価
要素の局所安全率の算出
すべり面の設定
すべり面全体の安全率の算出
安定計算(簡便法)との比較・評価
END
入力データの再考
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高盛土地盤の地震応答解析に必要な物性値を設定するための基礎資料とする。
ｂ．解析手法の検討
解析手法を何案か選定し，高盛土の強震動作用時の挙動を精度よくシミュレート
可能な解析方法について検討した。
ｃ．設計用地震動の作成
KiK-net 等の強震記録及び C 変電所から震源までの距離を適切に評価するために，
距離減衰を考慮して基盤最大加速度を設定の上，解析に用いる設計用地震動（時
刻歴波形）を作成した。
ｄ．解析モデルの作成
上述にて選定した解析手法の地盤モデルを作成するために，解析モデルの範囲，
境界条件等を検討のうえ，Ｓ波速度 Vs，地盤の非線形性（ひずみ依存性）等，地
震応答解析を行う際に必要な物性値を設定した。設定に際しては，既往文献を調
査し，適切な設定方法を検討した。
ｅ．盛土法面の安定解析
盛土法面について自重解析（常時）及び地震応答解析を行い，各土層および整地
面レベルでの応答値（加速度，せん断応力，変形量）を抽出した。
ｆ．解析結果の検証・評価（バックチェック）
解析結果から得られるせん断応力と，地盤の破壊基準（せん断抵抗力）を比較し，
盛土の安全性を評価する。また，震度法による円弧すべり法から得られるすべり
面と地震応答解析から得られるすべり面を比較し，結果の妥当性を検証・評価し
た。
1.3 解析モデル
(1) 検討断面および地層構成
・目的に円弧すべり法による安定計算結果との比較および評価があることから，既往
の安定計算断面を参考にする。
・地層構成は，既往の地質調査結果や既往の安定計算に使用した地層断面をもとに設
定する。
・地層区分は盛土，押え盛土，崖錐，泥岩（基盤），地盤改良土の 5 つの層を設定する。
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図－付 1.2 検討断面位置図
図－付 1.3 検討断面
(2) 解析モデルの作成
解析モデルの幅，高さは，解析の対象が主に盛土であること，基盤は Vs=600m/s 以上の
岩盤であることを考慮して図－1.4 に示すモデルを設定する。要素の分割高さは下式を目
安にする。
図－付 1.4 解析モデル
搬入路 鉄塔用地
137.0
132.0
142.0
147.0
152.0
157.0
162.0
170.0
175.5
構内道路
1:2
.0
1:1
.5
1:2
.0
1:2
.0
1:2
.0
1:2
.0
1:2
.0
1:2
.0
1:2
.0
1:2
.0
押え盛土
崖錘
泥岩（基岩）
改良土
泥岩（基岩）
盛土水
位③
水位
②
水位
①
: 押え盛土
: 崖錘
: 泥岩（基岩）
: 改良土
: 盛土
凡例
460m程度
87
m
程
度
18
m
程
度
凡例
：ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ位置
：間隙水圧計測位置
ｈ： 要素の分割高さ(m)
Vs： 剛性低下を考慮した時のせん断波速度(m/s)
fmax： 解析で考慮する最高周波数(Hz)
 maxS f5V ≦ｈ
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(3) 地盤物性値の設定
地盤の物性値は，既往の土質調査結果，建設記録および施工時の動態観測結果等を参考
にして表－付 1.1 のように設定する。
・単位重量γ t は，密度試験結果および施工時の品質管理試験結果（RI 試験）より設
定する。試験値がないものについては，既往の安定計算で使用した値を用いる。
・せん断強度ｃ，φは，一軸圧縮試験，三軸圧縮試験［UU，CU，CU］結果をもとに
設定する。試験値がないものについては標準貫入試験結果等を参考にする。
・G0 は，弾性波探査，標準貫入試験結果または力学試験結果より求まる変形係数より
設定する。
・ポアソン比は既往の文献等より推定する。
表－付 1.1 地盤物性値
(4) 動的変形特性
・盛土，押え盛土，崖錐については，土の非線形応答特性を考慮した Hardin-Drnevich
（H-D モデル）モデルを採用する。
・応力～歪み関係を表すのに必要な基準ひずみγ r は，旧建設省土木研究所で行われ
た試験結果をもとに G/G0～γ，ｈ～γ曲線から求める。
・モデルの設定は，発生する最大歪みレベルにおいて，設定した応力～歪み関係との
フィッティング状況により確認する。
図－付 1.5 沖積粘性土のＧ/Ｇ 0～γ曲線
単位重量 粘着力
内 部
摩擦角
せん断
波速度
せん断
剛 性
ﾎﾟｱｿﾝ比
N 値
γt
(kN/m3)
ｃ
(kN/m2)
φ
(°)
Ｖs
(m/s)
Ｇ0
(kN/m2) ν
変形特性
①盛土 － 17.0 6 37 200 69390 0.45 非線形
②押え盛土 － 17.0 0 26 140 34000 0.45 非線形
③改良土 － 17.0 350 0 340 200000 0.30 線形
④崖錐 8 17.0 26 24 200 69390 0.45 非線形
⑤基盤(泥岩) 20.0 500 30 600 734700 0.30 線形
γ r＝1.6×10
-3
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1.4 入力地震動の設定
(1) 基本方針
入力地震動は，以下の方針に従って設定する。
・C 変電所周辺で観測された加速度波形記録を参考に，距離減衰式により振幅調整し
たものを用いる。
・観測記録は，変電所周辺に観測地点がある KiK-net の記録を採用する。
・採用する記録の選定は，震源から見た変電所の方向を考慮する。
・震源からの距離は，設定した断層面に対して，断層面から最短距離として求める。
(2) 入力地震動の設定方法
図－付 1.6 入力地震動の設定フロー
START
断層モデルの選定
KIK-NET 観測位置
NIGH01（長岡），NIGH06（加茂）
NIGH07（村松），NIGH08（津川）
NIGH09（下田），NIGH10（上川）
END
観測記録（KIK-NET）の確認
距離減衰式の設定
1) Midorikawa（1993）
2) 司・翠川（1999）
3) 安中, 片平, 山崎（1997）
断層面最短距離の計算 各観測位置における基準基盤での
2E 成分（加速度）の抽出
距離減衰式による
中越変電所位置での最大速度の計算
基準基盤における最大速度の算出
速度波形の振幅調整
速度波形の加速度への変換
中越変電所位置での入力地震動
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図－付 1.7 入力地震動の作成概念
(3) 断層モデル
断層モデルは，防災科学研究所，国土地理院のもののうち，本震および余震の震源域を
包括するモデルを設定し，インバージョン解析により観測波形と理論波形を比較すること
でモデルの評価を行っている防災科学研究所のモデルを使用する。断層緒元は，表－付 1.3
の値を用いる。
表－付 1.3 断層緒元
玉石混じり砂礫
VS=150m/s
粘  土
VS=400m/s
風化泥岩
VS=680m/s
凝灰岩
VS=880～1380m/s
観測記録：E+F
観測記録を入射
（観測記録：2E）
解析結果から入
射波のみを速度
として抽出
解析結果の E+F と観測記録の波形、周
波数特性を比較し、地盤条件が適当で
あることを確認する。
断層面最短距離
基
準
基
盤
速
度
距離減衰
中越変電所
振
幅
調
整
泥  岩
VS=1300m/s 以上
盛  土
2E として入力
他の観測記録も同様にしてグラフ上に
プロットする。
NIGH09（下田）
引戻し解析
盛土の動的解析
EL. 88m
EL. 80m
EL. 46m
EL. –7m
EL. 92m
緯度 経度 長さ 幅 基準点深さ 走行角度 傾斜角度
37°19.7' 139°02.1' 30km 18km 750ｍ 211° 53°
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(4) KiK-net 観測記録
観測記録は，表－付 1.4 に示す 6 点も用いる。解析用の入力地震動は，これらの記録の
うち NIGH09（下田）の記録を振幅調整して作成する。
表－付 1.4 観測記録
※上段：地表，下段：地中
(5) 距離減衰
ａ．距離減衰式の選定
距離減衰式は，内閣府中央防災会議の地震被害想定支援マニュアルに提案されて
いる以下の 3 式の中から選定する。これらの式は，いずれも表層地盤の影響を取り
除いた内部基盤面（Vs が 300~700m/s 程度以上）における速度の距離減衰を規定し
たものである。
1) Midorikawa（1993）
2) 司・翠川（1999）
3) 安中 , 片平 , 山崎（1997）
ｂ．選定結果
震源から数キロの範囲においては 2)式と 1),3)式では速度の大きさに若干の差が
見られるが，震源から 10～50ｋｍの範囲ではいずれの式を用いても得られる速度に
大きな差はないと判断し，地震調査研
究推進本部でも採用されている司・翠
川（1999）の式を選定する。
                      図－付 1.8 断層最短距離と最大速度
観測標高
(m) NS EW UD
85 818.3 655.3 375.4
-15 412.1 312 234.3
30 356.7 409.8 205.4
-70 93.6 105.9 60.7
75 115.4 127.6 49.5
-31.5 24.5 22.8 18.9
68 125.5 139.8 59
-232 25.9 21.4 19.7
93 390.1 368.4 244.7
-7 122.1 79.9 70.5
218 214.2 131.4 99.2
118 56.8 47.2 36.2NIGH10 上川
NIGH08 津川
NIGH09 下田
NIGH06 加茂
NIGH07 村松
観測点ｺｰﾄﾞ 観測点名
最大加速度(gal=cm/s2)
NIGH01 長岡
1
10
100
1 10 100
断層面最短距離　(km)
基
準
地
盤
最
大
速
度
　
(c
m
/s
)
(2)司･翠川(1999)の式
NS
EW
変電所
NIGH01(長岡)については、地盤情
報が公開されていないためE+Fに
ついて求めた速度である。
表－付 1.5 最大速度の計算結果
(km) NS EW
NIGH01 長岡※ 13.6 24.529 26.421
NIGH06 加茂 34.8 19.079 15.191
NIGH07 村松 42.4 2.625 1.786
NIGH08 津川 53.9 8.776 6.43
NIGH09 下田 24.6 8.486 6.333
NIGH10 上川 37.9 7.912 4.202
中越変電所 16.8 15.75
観測点
コード
観測点
最大速度(cm/s)断層面
最短距離
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(6) 入力地震動
図－付 1.9 入力地震動の設定
  
図－付 1.10 入力地震動の加速度フーリエスペクトル
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盛土の固有周期
盛 土 の 固 有 周 期 と
入 力 時 振 動 の 卓 越
周 期 に は ズ レ が あ
る。
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1.5 盛土法面の安定解析
(1) 二次元ＦＥＭ解析
ＦＥＭ解析は，図－付 1.11 の安定解析フローに従って行う。
図－付 1.11 ＦＥＭによる安定解析フロー
ｃ．安定計算結果
表－付 1.6 ＦＥＭ解析による安定計算結果
安全率 出現時刻 備考
CASE1
(改良あ
り )
1.011 20.585 秒
局 所 安 全 率 が 1 .0 を 下回 る 要
素 数 が 最 も 多 い 時 刻 に お い て
実 施 し た 安 定計 算 結 果
1.009 20.590 秒
上 記 の 結 果 を も と に ， 固 定 し た
円 弧 形 状 の 安 全 率 時 刻 歴 か ら 求
め た 最 小 安 全率
CASE2
(改良な
し )
1.127 21.045 秒
局 所 安 全 率 が 1 .0 を 下回 る 要
素 数 が 最 も 多 い 時 刻 に お い て
実 施 し た 安 定計 算 結 果
1.117 21.060 秒
上 記 の 結 果 を も と に ， 固 定 し た
円 弧 形 状 の 安 全 率 時 刻 歴 か ら 求
め た 最 小 安 全率
START
静的 FEM（自重）解析結果
局所安全率が 1 以下となる要素数の時刻歴の算出
（どの時刻に破壊要素数がピークとなるかの算定）
各要素毎の応力時刻歴の算定
すべり安全率を求める時刻の決定
各時刻の応力場に対する
すべり安全率の算定
前ステップで求まったすべり円弧
のすべり安全率の時刻歴の算出
最小すべり安全率となる円弧
中心と円弧半径の決定
END
各層の強度定数
動的 FEM 解析結果
常時の安定計算
解析結果②
FEM 解析における最小
安全率
解析結果①
円弧形状を確定するため
の安全率
局所安全率の算出
モール・クーロンの破壊
基準
動 的 Ｆ Ｅ Ｍ 解 析
は，逐次直接積分
法により行う。
解析プログラム：
TDAPⅢ
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(2) 簡便法による安定計算
ａ．計算条件
・安定計算は，道路土工 のり面工・斜面安定工指針に準ずる。
・地下水位は，低，中，高（水位①，水位②，水位③）の 3 ケースを考慮する。
・設計水平震度は，既往の安定計算で用いたｋ h＝0.15 の他に動的解析結果より得ら
れた地表面加速度を重力加速度で除した値を作用させる。詳細は，道路土工 の
り面工・斜面安定工指針にある「付録５．盛土の地震時安定性評価法に関する参
考資料」に示された方法による。
ｂ．計算結果
・地盤改良あり，なしともに，等価化係数 0.8 の設計水平震度の場合は，盛土内に
地下水位があると安全率が 1.0 を下回る。
・最小安全率となる円弧形状は，地盤改良ありの場合は法面に沿った円弧であるの
に対して，改良なしの場合は，崖錐部をえぐるような深い円弧となっている。
・押え盛土がない場合は，水位①（盛土内に地下水位はない）においても，設計水
平震度 0.32 では Fs=0.968 となるため，崩壊する可能性が高い。
表－付 1.7 簡便法による安定計算結果
  
CASE1（改良あり）         CASE2（改良なし）
図－付 1.13 ＦＥＭ解析と簡便法の最小安全率となるすべり円弧
CASE 押え盛土 地盤改良 水位条件
常時 kh=0.15 kh=0.32 kh=0.40 kh=0.29 kh=0.37
1-1 あり 改良あり 水位① 1.975 1.384 0.998 0.871 - -
1-2 水位② 1.676 1.146 0.807 0.696 - -
1-3 水位③ 1.178 0.790 0.538 0.454 - -
2-1 改良なし 水位① 1.914 1.329 - - 1.006 0.873
2-2 水位② 1.433 0.972 - - 0.721 0.617
2-3 水位③ 1.085 0.724 - - 0.523 0.439
3-1 なし 改良あり 水位① 1.917 1.344 0.968 0.844 - -
3-2 水位③ 1.148 0.769 0.522 0.440 - -
4-1 改良なし 水位① 1.633 1.144 - - 0.870 0.756
4-2 水位③ 0.936 0.624 - - 0.449 0.376
安全率　Ｆs
2：押え盛土
4：崖錘 3：改良土
5：泥岩（基岩）
1：盛土
Fs=1.009
Fs=0.998
R=106m
R=100m
簡便法
FEM解析
凡例
4：崖錘 3：崖錘（未改良）
1：盛土
Fs=1.117
Fs=1.006
R=98m
R=56m
2：押え盛土
5：泥岩（基岩）
簡便法
FEM解析
凡例
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(3) 解析結果の評価
ａ．FEM 解析と簡便法の比較
・地盤改良がある場合は，FEM 解析と簡便法では最小安全率の値およびすべり円弧
の位置，大きさ等は同程度の結果となった。
・地盤改良がない場合は，FEM 解析では，地盤改良がある場合と同様に盛土法面に
沿ったすべり円弧となるのに対して，簡便法では未改良の崖錐部までをえぐるよ
うな深いすべり円弧になった。
・簡便法と FEM 解析において，それぞれ滑動力と抵抗力を求めた結果，浅いすべり
面では，滑動力と抵抗力は概ね一致する結果となったが，深いすべり面では，地
中の深い位置の応力（荷重）状態に差異が表れるため，同様の結果を得ることは
困難であることがわかった。
ｂ．地盤改良の影響
・改良を行わない場合は，崖錐が免震部材のような役割を果たし，周期 0.2～0.3 秒
の大きな加速度振幅をもつ波を吸収されたと考えられる。
・崖錐より上部の盛土に強度の大きな波が伝わらなくなり，結果的に盛土のせん断
応力が小さくなることで，改良しないほうの安全率が大きくなったと推定される。
・改良土は，崖錐に比較してせん断剛性が大きく，変形しにくい状態にあるため変
形が抑制され，せん断歪みも小さくなったと考えられる。
ｄ．排水材の効果
存在する場合（水位②，③）は，本業務で仮定した地震荷重が作用すると安全率は
1 を下回る結果となる。
・盛土下面に矢羽状に配置した暗渠排水や，各小段に敷設した水平排水材が非常に
有効に働いたと考えられる。
1.6 まとめ
(1) C 変電所の盛土が崩壊に至らなかった理由
・盛土の固有周期 0.9 秒程度に対して，入力地震動は 0.2～0.5 秒の間と 1～2 秒に卓越
周期があり，共振することがなかった。
・盛土は，Vs≧600m/s の堅固な岩盤上に施工されていた。
・実際に盛土が大きく変状しなかった点と，残留変位等の解析結果が比較的整合する
ことから，盛土自体の強度が大きかったことが想定される
・盛土内に設置した排水設備により，地下水が帯水することがなく，安定性が確保さ
れていた。
・地盤改良により法尻の変形が抑制された。
(2) FEM 解析結果の評価
・盛土法面に沿うような浅いすべりでは，適切な設計水平震度（等価化係数）を採用
することで FEM 解析と簡便法は同様な結果が得られる。
・盛土の施工基盤をえぐる様な深いすべりでは，簡便法の方が FEM 解析より小さな安
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全率となる傾向がある。（簡便法は安全側の評価の可能性あり）詳細な地層（土質）
区分や地盤の物性値が得られるならば，大規模な盛土等については FEM 解析（動的
解析）を採用することで合理的な設計を行うことが可能であると考えられる。しか
し，盛土高が低い場合や詳細な調査結果がない場合は，安全性や設計に掛かるコス
ト等を考慮して簡便法を採用するほうが適切であると考える。
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